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事業継続力と競争力を高めるデジタル化

第１章では、危機を乗り越えていくに当たっての財務基盤や収益構造の構築、支援
策や支援機関の活用などに関する状況を示した。その上で、事業環境の変化への対応
について分析を行った。

本章では、（株）野村総合研究所が「令和２年度中小企業のデジタル化に関する調査
事業」において実施した、中小企業を対象としたアンケート調査1の結果を主に用いて、
事業継続力の強化及び競争力の強化に向けた中小企業におけるデジタル化2の取組につ
いて分析していく。

第1節　我が国におけるデジタル化の動向

本節では、感染症流行による中小企業における
デジタル化に対する意識の変化について概観する

とともに、我が国におけるIT投資の推移につい
て明らかにしていく。

１．感染症流行による意識の変容
新型コロナウイルス感染症の流行は、企業を事

業継続の危機にさらすとともに、我が国において
デジタル化の重要性を再認識させた。
第2-2-1図は、感染症流行前後のデジタル化に

対する意識の変化を示したものである。これを見
ると、全産業では、感染症流行後において「事業
方針上の優先順位は高い」若しくは「事業方針上

の優先順位はやや高い」と回答する割合が６割を
超えている。

いずれの業種においても感染症流行後、デジタ
ル化の事業方針における優先順位が流行前に比べ
て高くなっており、感染症の流行がデジタル化の
重要性を再認識させる一つの契機となっているこ
とが分かる。

 １ （株）野村総合研究所「中小企業のデジタル化に関する調査」
  ・同社が2020年12月に中小企業・小規模事業者（23,000件）を対象にアンケート調査を実施（回収4,827件、回収率21.0％）したもの。
  ・ なお、分析対象の内訳と留意点は以下のとおり。 

①「地域未来牽引企業」選定企業　4,064件、②（株）東京商工リサーチデータベース収録企業　18,936件
  ・ 回収数4,827件のうち2,253件については、経済産業省「企業活動基本調査」のデータと結合し、各企業情報や財務指標について分析を行った。上記の①、

②の配布先に偏りが生じないように割り付けしているものを、集計分析している点に留意が必要である。
 ２ 本章におけるデジタル化とは、アナログデータをデジタルデータに変換・活用し、業務の効率化を図ることや、経営に新しい価値を生み出すことなどを指す。
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第2-2-1図 デジタル化に対する優先度の変化（感染症流行前後）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。全産業︓n=4,329、製造業︓n=2,221、建設業︓n=386、情報通信業︓n=216、運輸業,郵便
業︓n=120、卸売業︓n=476、⼩売業︓n=195、学術研究,専⾨・技術サービス業︓n=76、宿泊業,飲⾷サービス業︓n=128、⽣活
関連サービス業,娯楽業︓n=55、その他業種︓n=456。
2.「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

建設業

情報通信業

運輸業,郵便業

卸売業

⼩売業

学術研究,専⾨・
技術サービス業

宿泊業,
飲⾷サービス業

⽣活関連サービス
業,娯楽業

その他業種

15.6%

15.4%

15.5%

29.2%

20.0%

16.4%

20.0%

17.5%

38.7%

41.1%

36.8%

28.7%

39.2%

37.0%

34.4%

36.8%

44.5%

40.0%

35.5%

34.3%

33.0%

38.6%

43.5%

26.7%

37.4%

34.4%

39.5%

31.3%

25.5%

32.9%

11.3%

10.4%

19.9%

11.3%

14.5%

7.8%

9.1%

20.8%

13.8%

16.4%

28.6%

31.7%

25.1%

18.5%

34.2%

27.3%

24.1%

21.1%

30.5%

30.9%

23.2%

41.4%

40.1%

46.4%

43.5%

31.7%

45.4%

42.6%

43.4%

41.4%

34.5%

41.4%

20.2%

18.7%

18.4%

35.2%

20.4%

19.5%

31.6%

14.8%

18.2%

24.1%

事業⽅針上の優先順位は⾼い
事業⽅針上の優先順位はやや⾼い

事業⽅針上の優先順位はやや低い
特に必要性を感じない

デジタル化に対する優先度の変化（感染症流⾏前後）
感染症流⾏前 感染症流⾏後

Ⅱ-166 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   16602-2_中小2021_2部2章.indd   166 2021/06/23   8:43:002021/06/23   8:43:00



第2-2-2図は、経済産業省が認定しているス
マートSMEサポーター制度の認定を受けている
企業に対して、感染症流行後のITツール・クラ
ウドサービスの問い合わせ件数を示したものであ
る。これを見ると、「前年対比で20％以上増加」

した割合が最も多く、約３分の２の認定企業は、
ITツール・クラウドサービスの問い合わせ件数
が増加している。ITツール・クラウドサービス
に対する企業側の関心が増していることが分か
る。

第2-2-2図 感染症流行後の ITツール・クラウドサービスの問い合わせ件数

資料︓中⼩企業庁経営⽀援部調べ
(注)1.スマートSMEサポーター（認定情報処理⽀援機関）に聞いた内容を基に集計。
2.問い合わせ件数について「分からない」と回答した者は除外して集計している。
3.感染症流⾏後の問い合わせ件数とは2020年3⽉〜2020年11⽉までの累計を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

23.7%19.4%18.7%27.9%

感染症流⾏後のITツール・クラウドサービスの問い合わせ件数

前年対⽐20%以上増加
前年対⽐10%以上20%未満増加
前年対⽐10%未満増加

変化なし
前年対⽐減少

(n=293)

第2-2-3図は、感染症流行を踏まえて、事業継
続力の強化におけるデジタル化の重要性に関する
意識の変化を示したものである。これを見ると、
約３分の２の企業が事業継続力の強化における意

識が高まったと回答しており、生産性向上のみな
らず、事業継続力の強化の観点からもデジタル化
への意識が高まっていることが分かる。

第2-2-3図 事業継続力の強化におけるデジタル化の重要性への意識

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
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2020年12月に取りまとめられた「DXレポー
ト２」（第2-2-4図）では、感染症流行によって
明らかになったDX3の本質とは、事業環境の変
化に迅速に適応する能力を身に付け、ITツール・
システムのみならず企業文化を変革することにあ

ると述べている。こうした変革は、経営トップが
自ら主導していくことが必要であり、人々の固定
観念が変化している今こそ、DXを本格的に推進
する絶好（最後）の機会であると指摘している。

第2-2-4図 DXレポート２のサマリー（DX加速シナリオ）レポート２のサマリー（ 加速シナリオ）

資料：経済産業省「デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 DXレポート２（中間取りまとめ）」（2020年12月28日）

 ３ Digital Transformation
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第2-2-5図は、企業がDXの具体的なアクショ
ンを組織の成熟度ごとに設計できるように、DX
を３つの異なる段階に分解したものである。この
うち、アナログ・物理データの単純なデジタル
データ化のことをデジタイゼーションと示し、典
型的には、紙文書の電子化がある。また、個別業
務・プロセスのデジタル化をデジタライゼーショ

ン と 指 し て い る。第2-2-5図で 示 す 構 造 は、
Industry 4.04などで定義されている構造と同一
であり、世界的に共通して認識されている定義5

といえる。本章においては、３つの異なる段階い
ずれの概念も含んだ中小企業におけるデジタル化
について分析する。

第2-2-5図 DXの構造

の構造

資料：経済産業省「デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 DXレポート２（中間取りまとめ）」（2020年12月28日）

 ４ ドイツが提唱している、製造業の IoT化を通じて、産業機械・設備や生産プロセス自体をネットワーク化し、注文から出荷までをリアルタイムで管理すること
でバリューチェーンを結ぶ官民連携プロジェクト

 ５ C. G. Machado, et al.（2019）
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２．IT投資と労働生産性の関係
ITツールは、人々の生活のみならず、企業経

営の生産性を向上させる身近な手段にもなってい
る。日進月歩の勢いでITツールの技術革新が進

んでいく中で、企業を取り巻く環境も大きく変化
していくことが想定される（第2-2-6図）。

第2-2-6図 情報通信技術の今後の見通し情報通信技術の今後の見通し

資料： 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局　第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定に関する有識者会議（第１回）資料６「将来
に予想される社会変化」（2019年３月11日）
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第1-1-25図（再掲）は、企業規模別にソフト
ウェア投資比率6の推移を示したものである。情
報通信技術の進展もあり、大企業は2010年以降

上昇傾向で推移しているが、中小企業は低下から
横ばいで推移していることが分かる。

第1-1-25図 企業規模別ソフトウェア投資比率の推移（再掲）

資料︓財務省「法⼈企業統計調査季報」
(注)1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中⼩企業とは資本⾦１千万円以上１億円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
3.ソフトウェア投資⽐率は、ソフトウェア投資額を設備投資額で除し、100を乗じて算出している。
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第2-2-7図は、売上高IT投資比率7と労働生産
性8の伸び率を示したものである。これを見ると、
両者の間で明瞭な因果関係を確認することができ
ないといえる。大規模な投資の場合には、導入期
間が長期化し、従業員が習熟して新システムに移

行することによる効果が現れるまでに時間がかか
る可能性などといった要因が想定される。また、
小規模なIT投資の場合には、導入期間が短く、
影響する範囲も比較的小さいため、導入効果が短
期間で顕在化する可能性も想定される。

 ６ ソフトウェア投資とは、コンピュータ・ソフトウェアに対する投資額のうち、無形固定資産に計上されているものを指している。
 ７ 売上高 IT投資比率＝ソフトウェア投資額（2014年度から2018年度までの合算値）÷売上高（2014年度から2018年度までの合算値）。
 ８ 労働生産性＝付加価値額合計（※）÷従業者合計。 

※付加価値額＝営業利益＋給与総額＋減価償却費＋福利厚生費＋動産・不動産賃借料＋租税公課
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第2-2-7図 売上高 IT投資比率と労働生産性の伸び率

資料︓経済産業省「企業活動基本調査」再編加⼯
(注)1.労働⽣産性の伸び率は2014年度から2018年度までの伸び率としている。
2.売上⾼IT投資⽐率が60%以上の企業、労働⽣産性の伸び率が200％以上の企業、労働⽣産性の伸び率がマイナス100％以下の企業
は表⽰していない。
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宮川努・滝澤美帆・宮川大介（2020）では、
ITツールの利活用が労働生産性と明瞭な関係を
持たない背景には、デジタル化に対応するために
必要のある取組が必ずしもIT投資と連動してお
らず、表面的な改革にとどまっているという問題
の可能性を指摘している。また、エリック・ブリ
ニョルフソンら（2004）は、IT投資へのデータ
を基に理論モデルを作り、ITツールの活用にお
ける初期段階では、新技術に即した「組織改革」
など無形資産への投資を行うことが重要であると

提唱し、無形資産への投資を無視して全要素生産
性（TFP）を計測すると誤った結果を導いてしま
うことを指摘している。

これらの先行研究を踏まえると、我が国の中小
企業において、デジタル化を通じた労働生産性の
向上に向けては、表面的なIT投資だけでなく、
デジタル化の取組が組織内に浸透していくよう組
織的に取り組んでいくことの重要性が示唆され
る。
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2-2-1 製造分野におけるDX推進事例の特徴とガイドの紹介

（独）情報処理推進機構では、中小規模製造業が先進的にDXに取り組んでいる事例を収集・分析し、「中小規模

製造業の製造分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）のための事例調査報告書（以下、「事例報告

書」という。）」９を公開している。また、これから製造分野におけるDXを推進しようとしている企業に向けて、製

造分野におけるDXの理解と必要性、そのノウハウなどを整理検討して、「中小規模製造業者の製造分野における

デジタルトランスフォーメーション（DX）推進のためのガイド（以下、「ガイド」という。）」10を公開した。

本コラムでは、中小規模製造業が製造分野のDX推進における課題に対しての取組の観点（ポイントとなる取組）

を紹介し、ガイド活用のポイントを紹介する。

製造分野におけるDX推進事例の特徴
事例報告書で紹介しているDX推進中の企業が直面した課題は、「マインドセット・企業文化の変革」、「データ

活用の推進」、「企業間連携の推進」、「製品・サービス変革」の４つに分類される。これらの課題のうち、「マイン

ドセット・企業文化の変革」はDX推進の前提であり、残る３つの課題は、コラム2-2-1①図に示す「７つの取り

組みの観点」に整理できる。

現在、これらの課題に悩んでいる企業、またこれからDXを推進しようと考えている企業においては、コラム

2-2-1①図で示した「ポイントとなる取り組み」を是非参考にしてほしい。

コ ラ ム

 ９ 中小規模製造業の製造分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）のための事例調査報告書：https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200720.html
 10 中小規模製造業者の製造分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）推進のためのガイド：https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/mfg-dx.html
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コラム 2-2-1①図 ７つの取り組みの観点

７つの取り組みの観点

資料： （独）情報処理推進機構「中小規模製造業の製造分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）のための事例調査報告書」（2020年
７月20日）
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ガイド活用のポイント
ガイドでは、中小規模製造業の経営者又は支援者を対象とし、製造分野におけるDX推進を検討する際の段取り

を想定し、５つの構成が示され（コラム2-2-1②図）、構成ごとに資料をダウンロードできる。製造分野DXの推進

時に必要に応じて、資料を活用することが可能である。

コラム 2-2-1②図 ガイドの構成ガイドの構成

大大項項目目 内内容容

製造分野の
を理解する

製造分野における を理解するために、製造
分野の の定義や、目指す姿、推進ステップ
を示します。

製造分野の
事例集

製造分野の を理解するために事例（プレゼ
ンテーション資料形式、動画形式）を公開し
ます。

製造分野
度チェック

（今後公開予定）

製造分野の 推進において着目すべき観点ご
とに、自社の取組み状況を可視化するための
ツールを公開します。

製造分野
関連情報

文献一覧では、製造分野 に関連する書籍や
情報を提供します。

「製造分野の って何？」など素朴な疑問か
ら、「 で儲かるのか？」など皆様からの疑
問点を整理して提示します。

資料： （独）情報処理推進機構「中小規模製造業者の製造分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）推進のためのガイド」（2020年12
月23日）

第１項の「製造分野のDXを理解する」では、製造分野のDXの定義や、目指す姿、推進ステップを示している。

目指す姿では、顧客価値向上のため中小規模製造業が取り組むべき変革の方向性として、以下のとおり、３つ例

示した。（コラム2-2-1③図）。これらの目指す姿を参考に、自社のビジネスに当てはめ、目指す姿を明確化した上

でDXに取り組む必要があるとしている。目指す姿を描かずにDXを進めても、単なる掛け声で終わる可能性が高

いといえる。
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コラム 2-2-1③図 中小規模製造業の目指す姿
中⼩規模製造業の⽬指す姿

資料： （独）情報処理推進機構「中小規模製造業者の製造分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）推進のためのガイド」（2020年12
月23日）

第２項の「製造分野のDX事例集」では、製造分野のDXを理解するために事例（プレゼンテーション画像、動

画形式）を公開しており、自社における製造分野のDXで何をするかを明確化する上で有用である。

自社の目指す姿を明確にした次の段階では、現状の製造分野DXの達成状況を把握する必要がある。その際に第

３項の「製造分野DX度チェック」を利用できる。製造分野のDX推進において着目すべき観点ごとに、自社の取

組状況を可視化するためのツールであり、製造分野DX推進の進展レベルを見える化し、次のレベルにステップ

アップするための課題を明らかにすることを目的としている（2021年７月公開予定）。

第４項の「製造分野DX関連情報」では、製造分野DXに関連する書籍やWeb情報、関連組織の情報を一覧表で

整理している。DX推進に役立つ書籍やWeb情報、DX推進を支援している組織を見つけることができる。

第５項の「FAQ」では、「製造分野のDXって何？」など素朴な疑問から、「DXでもうかるのか？」など製造分野

DXについて多くの企業が疑問に思うことをマンガ形式で示している。製造分野のDX推進のワークショップや勉

強会などで気軽に利用できる。

ガイド全体を通して、平易な解説やイラストなどを多用し、利用者目線の分かりやすさを重視したものとなっ

ており、中小規模製造業の製造分野におけるDXの加速のために活用が期待される。
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2-2-2 IT 投資額と雇用環境に関する国際比較

本コラムでは、IT投資額及び雇用環境に関する国際比較について紹介する。

コラム2-2-2①図は、各国の ICT投資額 11の推移を比較したものである。これを見ると、我が国の ICT投資額は、

1999年比で諸外国と比べて、低い水準で横ばいとなっていることが分かる。

コラム 2-2-2①図 ICT投資額の推移（国際比較）

資料︓内閣府「国⺠経済計算」、OECD.Stat
(注)1.1999年における各国のICT投資額を100%とした場合の数値を⽰している。
2.英国及びイタリアは2018年の数値を調査していない。
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コラム2-2-2②図及びコラム2-2-2③図は、長時間労働者の比率と勤続年数別の雇用者の割合を国際比較したも

のである。我が国は諸外国に比べて長時間労働者の比率が高く、また、勤続年数10年以上の雇用者が比較的多く

なっていることが確認される。諸外国に比べて日本企業は、社員の長時間労働及び雇用者の高い定着率により、

属人的なノウハウや経験が蓄積された従業員が多く存在し、デジタル化による標準化のニーズがこれまで少なかっ

たのではないかと示唆される。

コ ラ ム

 11 IT投資額と同義
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コラム 2-2-2②図 長時間労働者の比率（国際比較） 

資料︓総務省「労働⼒調査」、ILOSTATより中⼩企業庁作成
(注)ここでの⻑時間労働者とは、週49時間以上労働している者を指す。

2010年 2016年

カナダ イタリア 英国 フランス ⽶国 ⽇本 カナダ イタリア 英国 フランス ⽶国 ⽇本
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⻑時間労働者の⽐率（国際⽐較）

コラム 2-2-2③図 雇用者の勤続年数の割合（国際比較）

資料︓OECD.Statより中⼩企業庁作成
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第2節　中小企業におけるデジタル化に向けた現状

本節では、感染症流行に伴うデジタル化の取組
の変化を明らかにするとともに、それぞれのIT

ツール・システムの導入状況やIT人材、情報セ
キュリティ対策の現状などを確認する。

１．感染症流行前後のデジタル化に向けた取組の変化
本項では、感染症流行前後におけるデジタル化

に向けた取組の変化について見ていく。
第2-2-8図は、業種別に感染症流行に伴いデジ

タル化の取組において最も重要度が上がった項目
を示したものである。これを見ると、全産業では

「経営判断や業務プロセスの効率化・固定費の削
減」を挙げる割合が約半数を占めており、「建設
業」、「運輸業,郵便業」において多い傾向にある
ことが分かる。

BtoCが主体である「宿泊業,飲食サービス業」
や「生活関連サービス業,娯楽業」では、「新たな
事業や製品、サービスの創出と改善」の割合が最
も多く、「製造業」では、「サプライチェーンの最
適化・生産プロセスの改善」、「学術研究,専門・
技術サービス業」では、「情報セキュリティ対策
の強化・法規制のクリア」を挙げる企業も一定数
存在している。
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第2-2-8図 感染症流行に伴いデジタル化の取組において最も重要度が上がった項目（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。
2.「新たな事業や製品、サービスの創出と改善」とは、「新しい事業・サービスの創出」、「商品・サービスの質向上」、「新規顧客の開拓」、「既存
顧客との関係強化」と回答した者を集計している。「サプライチェーンの最適化・⽣産プロセスの改善」とは、「サプライチェーンの最適化」、「⽣産プ
ロセスの改善」と回答した者を集計している。「経営判断や業務プロセスの効率化・固定費の削減」とは、「経営判断の効率化・⾼度化」、「業
務プロセスの効率化」、「固定費の削減」、「社内の働き⽅改⾰」と回答した者を集計している。「情報セキュリティ対策の強化・法規制のクリア」
とは、「情報セキュリティ対策の強化」、「法規制のクリア」と回答した者を集計している。
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感染症流⾏に伴いデジタル化の取組において最も重要度が上がった項⽬（業種別）

新たな事業や製品、サービスの創出と改善
サプライチェーンの最適化・⽣産プロセスの改善
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(n=4,542)
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第2-2-9図は、IT 投資への予算が増える要因
を日米比較したものである。これを見ると、米国
企業は市場や顧客などの外部環境の変化を把握す
るために IT投資の予算を投じている傾向にある

のに対して、日本企業は IT投資の予算の大半が
働き方改革の取組や社内の業務効率化に振り分け
られている傾向にあることが分かる。

第2-2-9図 IT投資への予算が増える要因（日米比較）
投資への予算が増える要因（日米比較）

資料：（一社）電子情報技術産業協会（JEITA）/IDC JAPAN（株）「2020年日米企業のDXに関する調査」（2021年１月12日）
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第2-2-10図は、取引先属性別に感染症流行前
後で取り組んだITツール・システムを活用した
働き方改革の取組を示したものである。これを見
ると、感染症流行後において、「Web会議」を挙
げる割合が最も高いことが分かる。「Web会議」
は、BtoB（45.4％pt増）、BtoC（41.7％pt増）
いずれも増加しており、感染症流行を受けて急速
に取組が広まっている。
「テレワーク、リモート勤務」もBtoB（34.8％

pt増）、BtoC（23.6％pt増）いずれも増加して
おり、柔軟な勤務形態の整備に向けた変化が見ら
れる12。他方で、「文書の電子化」や「社内の電
子決裁」は、取組が進んでいないことが分かる。

感染症流行を契機に、「テレワーク、リモート
勤務」の環境整備が進んでいるものの、「文書の
電子化」や「社内の電子決裁」などは進んでおら
ず、テレワークなどの更なる推進に向けては、
様々な課題が散見されると考えられる。

第2-2-10図 感染症流行前後の ITツール・システムを活用した働き方改革の取組（取引先属性別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。BtoB︓n=4,142、BtoC︓n=596。
2.感染症流⾏前後で10％以上回答が増加した取組を⻘⾊、10％未満の増加及び回答が減少した取組を橙⾊、その他及び特になしを緑
⾊としている。
3.複数回答のため合計が100%とならない。
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感染症流⾏前後のITツール･システムを活⽤した働き⽅改⾰の取組（取引先属性別）
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 12 なお、テレワークなど柔軟な働き方の環境の整備には、適切な労務管理の実施と一体で取り組んでいくことが重要となる。適切な労務管理の実施に向けては、
厚生労働省「テレワーク総合ポータルサイト（https://telework.mhlw.go.jp/）」や「テレワークにおける適切な労務管理のためのガイドライン（https://www.
mhlw.go.jp/content/11911500/000683359.pdf）」などを参照されたい。

Ⅱ-182 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   18202-2_中小2021_2部2章.indd   182 2021/06/23   8:43:082021/06/23   8:43:08



第2-2-11図は、取引先属性別に感染症流行前
後で取り組んだITツール・システムを活用した
販売促進活動を示したものである。これを見る
と、感染症流行後、BtoBでは「オンラインでの
商談・営業」、BtoCでは「自社HPの活用」に取
り組む企業が４割以上を占めていることが分か

る。特に、感染症流行前後で「オンラインでの商
談・営業」は、BtoC（24.8％pt増）においても
増加しており、感染症流行の影響を受け、対面を
減らそうとしているなど、販売促進活動における
取組の変化がうかがえる。

第2-2-11図 感染症流行前後の ITツール・システムを活用した販売促進活動（取引先属性別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。BtoB︓n=4,142、BtoC︓n=596。
2.感染症流⾏前後で10％以上回答が増加した取組を⻘⾊、10％未満の増加及び回答が減少した取組を橙⾊、その他及び特になしを緑
⾊としている。
3.複数回答のため合計が100%とならない。

0% 20% 40%

BtoB ⾃社HPの活⽤

SNSの利⽤

ロボットの導⼊・活⽤

ECサイト等による販売・予約受付

オンラインでの商談・営業

デジタルマーケティング

その他

特になし

BtoC ⾃社HPの活⽤

SNSの利⽤

ロボットの導⼊・活⽤

ECサイト等による販売・予約受付

オンラインでの商談・営業

デジタルマーケティング

その他

特になし

50.9%

15.2%

32.2%

7.0%

8.8%

5.0%

3.5%

4.0%

54.0%

33.9%

22.3%

25.7%

3.0%

4.4%

5.0%

3.4%

感染症流⾏前

感染症流⾏前後のITツール･システムを活⽤した販売促進活動（取引先属性別）

0% 20% 40%

オンラインでの商談・営業

⾃社HPの活⽤

SNSの利⽤

ECサイト等による販売・予約受付

ロボットの導⼊・活⽤

デジタルマーケティング

その他

特になし

オンラインでの商談・営業

⾃社HPの活⽤

SNSの利⽤

ECサイト等による販売・予約受付

ロボットの導⼊・活⽤

デジタルマーケティング

その他

特になし

41.8%

38.1%

18.4%

10.4%

27.3%

6.6%

7.0%

2.9%

29.2%

45.0%

35.9%

24.2%

23.8%

4.9%

8.6%

2.5%

感染症流⾏後

以上、本項では感染症流行を契機として重要度の
上がったデジタル化の取組について確認してきた。
感染症流行を機に、業務効率化目的のデジタル化に
力を入れていること、働き方改革・販売促進活動の
取組に変化があったことが分かった。事例2-2-1で
は、清酒製造業において、感染症流行を機にSNS
を活用したデジタルマーケティングに一層力を入れ
顧客獲得に取り組んだ事例、事例2-2-2では、自社

サイトのリニューアルなどを通じて、感染症流行下
における巣籠もり需要を獲得した取組を紹介する。

また、事例2-2-3のように、感染症流行前から
テレワークを導入し、テレワークの定着化によ
り、働きやすい職場づくりと優秀な人材の確保に
つなげている企業も存在しており、感染症流行を
受けてコラム2-2-3のようなオンライン研修にも
関心が高まっていることも紹介する。
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マーケティングのデジタル化により
感染症流行下のピンチを
チャンスに変えることができた企業

所 在 地 岐阜県飛騨市
従業員数 54名
資 本 金 3,000万円
事業内容 酒類製造業

有限会社渡辺酒造店

▲

対面・紙媒体でのコミュニケーション醸成に取り組むも、最近は成長が鈍化
岐阜県飛騨市の有限会社渡辺酒造店は、18年連続でモンドセレクション最高金賞を受賞し、ANAファーストクラスの採
用酒にも選ばれた「蓬莱」をはじめとする清酒の製造・販売を行う企業。従来酒販店への販売が中心だったが、酒の量販店
が台頭し流通構造が激変した2000年代初頭以降は、消費者との直接取引を重視する戦略を取っている。観光客向けの老舗
酒蔵の見学会や、15,000人が集まる人気の交流イベント「蔵まつり」を実施して、消費者との対面でのコミュニケーショ
ンづくりを丁寧に行ってきたほか、企画性の高いチラシの発行など紙媒体による営業にも注力。2013年から５年間で売上
高倍増を達成した。ところが、若い世代の日本酒離れなど国内の日本酒市場の頭打ちには逆らえず、2018年に成長が鈍化。
減収が明らかになった2019年８月決算後、「紙媒体に頼っていては更なる飛躍はない」と判断した同社の渡辺久憲社長は、
営業とマーケティングをデジタル化することを決めた。

▲

更なる飛躍を目指して、SNSでのマーケティングを最優先の経営課題に掲げる
まずはSNSでのマーケティングに注力した。インフルエンサーに商品を提供してインスタグラムに投稿してもらう「ア
ンバサダー作戦」を開始。自社のフェイスブックやツイッターでの投稿頻度を上げ、内容も充実させた。ITツールに疎い営
業社員には業務時間内に学習時間を設定し、ITツール利活用のスキルの底上げを図った。対面の営業機会は減ったが営業の
人員は削減せず、逆に動画制作スタッフを増員した。これらの取組の結果、広告費用を抑えるとともに、日本酒の魅力を海
外にも伝えていったことで欧米やアジア諸国など新たな販路獲得につなげることができた。そんなデジタル化の手応えが出
始めた頃に、コロナ危機に直面した。

▲

デジタル化を加速、オンライン酒蔵見学やSNSキャンペーンでピンチをチャンスに
2020年３月下旬に開催予定だった「150周年蔵まつり」は中止し、デジタル化に一層まい進することを決断した。新型
コロナウイルス感染症流行の終息を祈願した日本酒を送料1,000円のみでネット販売し、即完売となった。また、酒造作業
のライブ配信や、豪州・米国・香港などをビデオ会議アプリでつないだオンライン酒蔵見学・試飲会を開催。また、インバ
ウンド需要向けの１本５万円の超高級酒をツイッターでのプレゼントキャンペーンに転用し、キャンペーン開始前後でフォ
ロワー数を600から10万に増やした。さらに、BtoBの新規顧客開拓を目指し、オンライン展示会を月２回開催するなど、
停滞ムードの業界をリード。戦略が功を奏し、2021年８月期の売上高は前年比93％を確保する見通しとなっている。「今
後はアーンドメディア（SNSの口コミや報道などによるメディア露出）による新規集客と、アプリなどを使ったマーケティ
ングの自動化によって、営業社員１人当たり商談件数の倍増、受注率10％アップを目指したい。」と渡辺社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-1

米国出身の蔵人が案内する
オンライン蔵見学会

プレゼントキャンペーンに13万人の
応募があった「騨飛龍（ダブリュウ）」
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デジタルマーケティングの強化により
EC 市場を新たな販路として、
感染症流行下の巣籠もり需要を獲得した企業

所 在 地 北海道札幌市
従業員数 83名
資 本 金 480万円
事業内容 食料品製造業

日本食品製造合資会社

▲

EC市場を４つ目の新たな販路として模索
北海道札幌市の日本食品製造合資会社は1918年に創業、日本で初めてシリアルやオートミール、及びスイートコーン缶詰

を製造・販売した老舗企業である。これら主力製品は時代の流れやブームによって売行きに波があった。安定的な売上げの
確保に向けて新たな販路を模索し、一般小売店で販売されている自社製品（NB製品）、小売店や卸売店より委託を受けるPB

製品、食品工場や外食産業用の業務用製品へと販路を複数化して市場の変化に強い組織作りに注力してきた。2019年度より、
EC市場を新たな販路として確立させることを目標に動き出した。

▲

自社サイトリニューアルなどを通じデジタルマーケティングを強化
ECに注力すると決めたのと同時期に、取引銀行である北洋銀行から経営全般に関するコンサルティングを受け、デジタル

マーケティングにも目を向けてはどうかと助言を受けた。2020年１月に開催されたECの展示会「イーコマースフェア」に
コミュニケーション、マーケティング、製品開発、経営及び営業部門の従業員が参加。ECやデジタルマーケティングの仕組
み、顧客を自社サイトへ誘導する方法などを学んだ。同行にデジタルマーケティングに強い株式会社ニトリパブリック（株
式会社ニトリホールディングス子会社）を紹介してもらい、自社サイトのリニューアルや Google・ヤフーのディスプレイ広
告、検索エンジンで上位に来るための対策など、二人三脚で進めた。自社サイトの中には、近年売上げを伸ばし、健康志向
の高まりから更なる売上げ拡大が見込まれたオートミールの専用サイトを設置。赤ちゃんの離乳食やダイエット、筋トレ、
介護食など具体的な利用シーンが動画やレシピなどを通じて消費者に伝わるような内容になっている。2020年にはデジタル
マーケティングとECに特化した専任担当者を選任。Amazonなどの通販サイトでは検索で上位に来ても欠品が出てしまうと
すぐに順位が下がってしまうため、在庫調整などで通販サイトの卸売店との情報を密にして欠品を出さないようにしている。
同時にどの程度デジタル広告がクリックされ、購入まで至ったかを分析することが顧客獲得に向けたノウハウにつながった。

▲
在庫切れや資材調達ミスを防ぐため、生産販売管理システムを導入予定
感染症流行後の2020年４月には食品工場及び外食産業用の業務用製品が７割落ち込んだが、Amazonなどの通販サイトで

の販売を含むNB製品の売上げ増加によって落ち込み分を十分にカバーすることができたという。特にオートミールは、感染
症流行下におけるダイエットに有効な健康的な食品としてマスコミに取り上げられたことや専用サイトでの情報発信が追い
風となり、巣籠もり需要を取り込むことができた。一方で、需要に追い付かず、欠品の発生や新商品投入スケジュールの遅
延を招く時期もあった。このため、今後に向けては生産能力を増強するとともに、生産販売管理システムを新たに導入し、
生産計画と在庫・注文状況を一つのプラットフォームで管理し、在庫切れや資材調達ミスなどのサプライチェーンに悪影響
を及ぼす要因を排除していく方針としている。「オートミールのブームに火が付き、競争が激化している。今後も自社サイト
のリニューアルなどを通じ、製品の優位性を伝えていきたい」と戸部謙ルイス代表社員は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-2

デジタル広告 同社のオートミール製品 ニトリパブリックとのオンライン会議
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全社的なテレワークの推進に取り組み、
社内の声に耳を傾けることで、
働き方改革を実現した企業

所 在 地 兵庫県姫路市
従業員数 48名
資 本 金 1,000万円
事業内容 金属製品製造業

兵庫ベンダ工業株式会社

▲

介護や子育てのための休職や時短勤務の要望が増え始める
兵庫県姫路市の兵庫ベンダ工業株式会社は、建材の曲げ加工から組立てまでを手掛ける企業である。本社の事務職は女性
が多く、2013年頃から介護のための休職や、子育てのための時短勤務の要望が目立つようになった。子育てをしながら共
働きをする従業員が「長く・安心して働ける」職場環境を整備し、姫路市以外からも優秀な人材を確保することや、将来的
な介護離職の防止を目的にテレワークの導入を進めようと考えた。2014年時点では、東京や大阪などに常駐する従業員や、
出張や外回りのためにほとんど社外にいる従業員ら４名のみ、試験的にテレワークを活用していたが、同年12月から同様
の勤務形態を事務職全員が選べるようにした。しかし、導入当初は、出社している従業員とテレワーカーとの負担の違いが
あり、工場勤務者にはテレワークという考えが伝わりにくく、現場との温度差を解消する必要があった。

▲

社内の温度差を解消し、「いつでも・どこでも」仕事ができるという考え方が浸透
本丸明子社長は、この温度差を解消するために、情報・状況の共有、相互の連絡が大事であると考えた。全社的なテレ
ワークの推進に向けて、まずMicrosoft 365の予定表共有やチャット機能、社内ネット掲示板を導入し、部署内のスケジュー
ル管理やコミュニケーション、情報共有の円滑化を推奨した。当初は使用を避ける従業員も多かったが、業務効率化のメ
リットが次第に伝わっていき、導入から半年後には自然と本社スタッフ全員が使うようになった。工場で勤務する従業員に
対しては、３名の工場長を中心にデジタル化による業務効率化のメリットを本丸社長から丁寧に説明していったことで、「い
つでも・どこでも」仕事ができるという考え方が１年後には社内全体に浸透していった。他方で、文書の電子化なども進め
たが、業種柄、取引先によっては押印やFAXの文化が根強く、紙の図面の持込みもあることから、出社して業務に対応せざ
るを得ない従業員から不満の声も上がった。そこで、FAXや持込み図面については担当者を決めず、臨機応変に対応するよ
う社内のルールを変更したところ、不満は解消され、自然と社内で協力し合うようになっていった。これらの取組の結果、
場所に縛られない働き方が浸透し、事務職からの休職や時短勤務の要請は無くなり、また、優秀な人材の確保に大きな効果
があった。ITや映像などの専門人材、法務、広報、産学官連携担当は東京、大阪、神戸といった各地で仕事をしており、勤
務地の限定がない従業員は、2021年２月現在で７名に増加した。

▲

感染症流行下でも速やかに柔軟な勤務態勢に移行
感染症流行下においても、既にテレワークとフレックスタイム制が根付いていた同社は、テレワークと時差交代制出勤を
組み合わせた勤務体制へ速やかに移行し、業務を遂行できた。「現在は感染症による影響でテレワークの重要性が唱えられ
ている、大事なのは「皆が安心して安全に働ける環境」を築くこと。これからも社員の声に耳を傾け、安心・安全な職場づ
くりにまい進していきたい。」と本丸社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-3

場所を選ばない働き方を推奨 本社事務従業員 建材の加工現場
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2-2-3 webを活用した中小企業大学校の新しい研修スタイル
（WEBee Campus）

（独）中小企業基盤整備機構では、全国９か所に設置した中小企業大学校において、中小企業の経営者、管理者、

後継者向けの研修や、中小企業支援機関の職員を対象とした研修など、様々な研修を実施している。長年にわたっ

て対面型の集合研修を実施してきたが、2018年に、オンライン研修に特化した中小企業大学校web校を新たに設

置。web会議システムを活用したリアルタイム双方向通信の研修サービス「WEBee Campus（ウェビーキャンパ

ス）」を開始した。

当初は、各地の大学校から遠く離れた地に立地する企業や、多忙な経営者・管理者などにも研修の機会を提供

する目的でスタートしたが、2020年４月の新型コロナウイルス感染症流行に伴う緊急事態宣言発令後に受講申込

みが増加。中小企業大学校web校ではコース数を増やすなどの対応を行い、受講数増に対応している。

オンライン研修の受講については、研修会場までの移動時間や旅費がかからないことをメリットとして挙げる

中小企業がある一方、オンラインでの研修受講に抵抗を感じていたものの、感染症流行に伴い他県の研修会場へ

の移動が難しいため、これを選択したケースもあり、中小企業における研修の受講スタイルに変化が現れてきて

いる。

（WEBee Campus）https://webeecampus.smrj.go.jp/

WEBee Campus研修風景（イメージ）

コ ラ ム
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2-2-4 サービス等生産性向上 IT 導入支援事業

サービス等生産性向上 IT導入支援事業（以下、「IT導入補助金」という。）は、中小企業などの生産性向上を目

的に、中小企業などがバックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得などによる生産性の向上に資する ITツール

（ソフトウェア、クラウドサービスなど）を導入する際の経費を補助する制度である。

令和２年度事業（以下、「IT導入補助金2020」という。）においては、上記制度（以下、「通常枠」という。）に

加えて、感染症への対策などを目的に、生産性の向上のみならず、サプライチェーンの毀損への対応、非対面型

ビジネスモデルへの転換、テレワーク環境の整備に資する ITツールを導入する事業者を優先的に支援する「特別

枠」を創設。IT導入補助金2020では、約28,000件の事業者を支援し、感染症流行前後における中小企業などの

IT活用を推進した。（IT導入補助金2020では、2020年３月から公募を開始し、複数回に分けて、同年12月まで

公募を実施。）

コラム 2-2-4①図 IT導入補助金2020の制度概要
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＜コラム 2-2-4①図＞ 

IT 導⼊補助⾦ 2020 の制度概要 

対象者 
中小企業、小規模事業者など（飲食、宿泊、小売・卸、運輸、医療、介

護、保育などのサービス業の他、製造業や建設業なども対象）。 

支援概要 

生産性の向上に資する IT ツールの導入を支援。 

IT ツールを提供するベンダー（以下、IT 導入支援事業者）は、補助対

象とする IT ツールとともに事前の登録が必要。 

IT 導入支援事業者には、補助事業者に対し IT ツールの適切な利活用に

係る伴走支援を求め、IT ツール導入の効果を最大限高める工夫を措置。 

補助対象 

補助金ホームページに登録、公開されている IT ツール（ソフトウェア、

サービスなど）の購入費や利用費、それに伴う導入設定費など(※）。 

※特別枠に限り、特例的にハードウェアのレンタル費用も補助対象。 

補助額 

補助率 

 

 通常枠 特別枠 

甲 乙・丙 

補助額 30～450 万円 30～450 万円 30～450 万円 

補助率 1/2 2/3 3/4 

※ただし、特別枠の申請においては、補助対象経費の 1/6 以上が以下の

「甲」、「乙」、「丙」のいずれかに合致することが要件。 

甲：サプライチェーンの毀損への対応（新規顧客開拓など） 

乙：非対面型ビジネスモデルへの転換（EC サイト構築など） 

丙：テレワーク環境の構築（Web 会議システム導入など） 

コ ラ ム

Ⅱ-188 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   18802-2_中小2021_2部2章.indd   188 2021/06/23   8:43:142021/06/23   8:43:14



コラム 2-2-4②図 IT導入補助金の執行スキーム

導入補助金の執行スキーム

コラム 2-2-4③図 IT導入補助金2020の採択実績（都道府県別、業種別、従業員数別）

従業員数 合計
5人未満
5人以上10人未満
10人以上20人未満
20人以上50人未満
50人以上100人未満
100人以上
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２．ITツール・システムの導入状況
第2-2-12図は、ITツール・システムの導入状

況を示したものである。これを見ると、「人事」
や「経理」関連のITツールの導入が他の分野と
比較すると、以前より進んでいることが分かる。
「コミュニケーション」関連の IT ツールは、

「１～２年前から導入している」若しくは「新型

コロナウイルス感染症流行を契機に導入した」と
回答する割合が４割を超えており、働き方改革の
取組が進んでいることが示唆される。
「業務自動化」や「経営分析」関連のITツール

については、現段階では導入予定のない企業が６
割前後を占めている。

第2-2-12図 ITツール・システムの導入状況（ツール別）

23.1%14.7%11.5%49.1%

28.6%16.6%44.8% 8.6%

39.2%11.0%11.6%35.5%

39.4%14.4%37.2% 7.6%

45.1%11.8%36.9%

49.5%11.0%34.7%

27.0%10.0%23.9%18.1%21.1%

50.4%20.2%22.1%

59.1%16.3%19.8%

64.5%24.2%

ITツール・システムの導⼊状況（ツール別）

第2-2-13図は、業種別のITツール・システム
の導入状況を示したものである。これを見ると、

「製造業」や「建設業」では、「生産管理」関連の
導入、「卸売業」や「小売業」では、「販売促進・

取引管理」関連の導入が進んでいる。他方で、
「宿泊業,飲食サービス業」では、他業種に比べ全
体的にシステム導入が遅れていることが分かる。
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第2-2-13図 ITツール・システムの導入状況（業種別）
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第2-2-14図は、IT投資額の推移別に、デジタ
ル化推進による業績への影響を示したものであ
る。これを見ると、IT投資額が増加傾向にある
企業は、デジタル化の推進が業績に好影響を与え

ている割合が70％を超えており、IT投資を増加
させたことにより、業績にプラスの影響を及ぼし
ていることが分かる。

第2-2-14図 デジタル化推進による業績への影響（IT投資額の推移別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ITツール・システムへの投資額の傾向について「実施していない」と回答した者は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加傾向 (n=2,084)

横ばい (n=2,109)

減少傾向 (n=114)

24.7%59.9%14.5%

43.7%50.2%

54.4%39.5%

デジタル化推進による業績への影響（IT投資額の推移別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした

事例2-2-4では、業務効率化と営業力強化の観
点から、RPA13の導入により定型業務の自動化を
進め、社内のモチベーションアップにもつなげて
いる企業の事例を紹介する。また、ITツールの

導入にあたっては、コラム2-2-5のような支援
サービスも活用し、自社のニーズに合ったITツー
ルを選択していくことも重要と示唆される。

 13 Robotic Process Automation：コンピューター上の定型作業を自動化する技術。

Ⅱ-192 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   19202-2_中小2021_2部2章.indd   192 2021/06/23   8:43:172021/06/23   8:43:17



RPA の導入により定型業務を自動化し、
従業員の残業時間短縮を実現した企業

所 在 地 岡山県岡山市
従業員数 70名
資 本 金 1,500万円
事業内容 調味料の製造・

販売

キミセ醤油株式会社

▲

売上げの約80％を「御用聞き」による一般消費者への直販で稼ぐ老舗
　岡山県岡山市のキミセ醤油株式会社は、1866年創業の老舗で、しょう油やみそ、ポン酢などを独自の手法で製造する。

売上げの約80％は中国・四国地方の顧客を35人ほどの営業担当者が月１回のペースで直接訪問する「御用聞き」で稼ぐ。
同社の永原琢朗社長は1998年に入社後、当時出始めの電子手帳を活用し、詳細な顧客情報や購入履歴などのデータベース
化に取り組んだ。2010年の社長就任後も、生産性の向上により従業員の残業時間を減らすよう業務改善を行ってきた。し
かし、きめ細かな営業活動のためには、顧客情報の管理業務などに時間が掛かり、従業員の退社時刻が遅くなるのが課題
だった。

▲

RPAの導入で連絡を必要とする顧客の抽出、リスト作成を自動化
　永原社長は、2019年１月に経営サポート事業を行う企業の勉強会でRPAの有効性を知る。勉強会の仲間が運営するビ
ジネスホテルがRPAを導入していると聞き、すぐに視察した。そこで、５～６店舗から送られてくる営業日報の数字を、
支配人が１クリックすると、僅か数分で自動集計が完了するのを目の当たりにした。支配人によれば、かつては毎日帰り間
際に30分～１時間も要して集計していたという。永原社長は、その動作を実際に見て感銘を受け、視察に同行した導入チー
ムのリーダー候補と相談して導入を決定。３か月ほどの準備期間の後、2019年秋にコールセンターで電話をかけるべき顧
客を自動抽出する機能を実装。続いて毎日の営業訪問先リストの自動作成に着手した。永原社長は、RPA導入のリーダーに
ITリテラシーの高い若手を起用し、経験豊富なベテランの営業ノウハウを聞き出しながら、アポイントメントの頻度や優先
順位を数値に置き換える取組を進めさせた。その数値を基に「御連絡必要度」という新指標を自動計算させ、それを顧客リ
ストに組み込むことにより、訪問優先度の高い顧客を自動的にリスト化できるようになった。

▲

業務の効率化が時短とモチベーションの向上につながる
RPA導入の際は、キーワードによる検索や抽出ができるように、顧客情報に入力する用語を社内で統一した。導入時には

IT導入補助金も活用した。導入前１年間と導入後の１年間を比較すると、従業員の残業時間が１人当たり月３時間６分減少
した。コールセンターでは１件の電話アポイントを得る平均時間が2.6分短縮できた。感染症拡大の影響で2020年２月期
の売上げは減少したが、RPAを導入していない百貨店ルートなどの卸売部門が前年同期比で約20％減だったのに対し、御
用聞き部門は3.5％減にとどめた。RPAにより自動作成されたリストを用いて訪問先で購入履歴を一目で確認でき、携帯端
末を開いて調べる時間が減少。顧客と親密に会話する時間が増えたことが売上げと仕事に対するモチベーション向上に貢献
した。「SNSからネット通販への動線分析などは自分たちでプログラムを作っている。これで１日10分の時間短縮になっ
た。今後も面倒な業務の自動化を、少しずつ積み重ねていきたい。」と永原社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-4

キミセ醤油の商品 RPA活用の様子 御用聞きの様子
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2-2-5 IT 戦略ナビ

（独）中小企業基盤整備機構（以下、「中小機構」という。）では、2020年12月、Web上で簡単に、自社の経営

課題・業務課題を見える化し、ITツールを活用したストーリーを描く「IT戦略ナビ」を公開、運用を開始した。同

サイトは、ITツールの活用による業務効率化や売上げ拡大などに取り組む中小企業・小規模事業者だけではなく、

事業者の ITツールの導入を支援する支援機関の活用を目指している。

コラム 2-2-5①図 「IT戦略ナビ」トップページ

「 戦略ナビ」トップページ

　

https://it-map.smrj.go.jp/

「 戦略ナビ」トップページ

サービス開発の背景
中小機構では、2020年４月より、専門家との３回の面談を通して、経営課題・業務課題を、全体最適の視点か

ら整理・見える化し、ITツール活用の可能性を提案する「IT経営簡易診断」を開始した。

当事業の実施を通じて、「ITツール活用への気付き」を促すことは有効であることが分かり、診断の仕組みを

「もっと簡単」にすることにより、中小企業に「もっと拡大」できないかという問いが、IT戦略ナビを開発する

きっかけとなり、コンセプトとなった。中小企業の多くが悩んでいる課題や、それらの課題解決に向けた有効な IT

ツールなど、IT経営簡易診断で蓄積されたノウハウ、実績を基に機能が設計されており、「何から始めればよいの

か分からない」経営者が、ITツールの活用を考える最初の一歩として利用できる。

主なコンテンツと機能
IT戦略ナビでは、Web上で、①「経営課題」、②「業務課題」、③「課題に対する取組のポイント」の３ステッ

プの質問に回答すると、ITツールの活用による自社ビジネスの成功へのストーリーが１枚の図にまとめられ、「IT

戦略マップ」として出来上がる。

自社の課題が見える化され、課題解決に役立つ ITソリューションを知ることができるので、課題解決への思い

について社内での共有や、IT導入の必要性や効果を説明するケースでの活用など、デジタル化を推進する上での羅

針盤のような使い方も可能となっている。
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コラム 2-2-5②図 IT戦略マップ イメージ

 

 

きるので、課題解決への思いについて社内での共有や、IT 導入の必要性や効果を説明

するケースでの活用など、デジタル化を推進する上での羅針盤のような使い方も可能

となっている。 

 

＜コラム 2-2-5②図＞ 
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デジタル化の入り口として有効な IT 戦略ナビだが、IT 導入補助金のほか、中小機

構が提供する他の支援施策と併せて使うことで、更に深い気付きを得ることや、IT

ツールの導入をスピーディーに実現していくことも可能である。例えば、ビジネス用

アプリケーションを紹介するサイト「ここからアプリ」では、業種や活用目的に合わ

せて有効なアプリを検索でき、具体的な製品・サービスを確認できる。また、専門家

とのリアルの対話を通じた「IT 経営簡易診断」を組み合わせて活用することにより、

デジタル化、それによる生産性向上へのより一層の近道となる。 

 

 

 

 

自社にあった IT ツールを探したい 

貴社の業種にあったお助けアプリを探せます。アプリ
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３．クラウドサービスの導入状況、今後の利用方針
第2-2-15図は、クラウドサービスの導入状況

を示したものである。これを見ると、「グループ
ウェア」におけるクラウドサービスの導入率が半
数以上と最も高く、次いで「情報管理」、「コミュ

ニケーション」関連のクラウドサービスの導入率
が高くなっている。他方で、全体的に見ると、総
じてクラウドサービスの利用は進んでいないこと
が分かる。

第2-2-15図 クラウドサービスの導入状況

48.4%51.6%

56.4%43.6%

58.4%41.6%

62.9%37.1%

69.2%30.8%

76.4%23.6%

78.6%21.4%

83.4%16.6%

86.1%13.9%

87.8%12.2%

クラウドサービスの導⼊状況

第2-2-16図は、従業員規模別に今後のクラウ
ドサービスの利用方針を示したものである。これ
を見ると、全体では今後の利用拡大に積極的な企
業が半数以下にとどまることが分かる。

クラウドサービスは自社でサーバーを保有する

必要がなく、利用するデータ量や時間などに応じ
て費用を支払うことから、規模の大きくない企業
でも低コストで導入可能なものの、従業員数が多
い企業ほど、クラウドサービスの利用拡大に積極
的な傾向にあることが確認される。
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第2-2-16図 クラウドサービスの利用方針（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

0〜20⼈ (n=509)

21〜50⼈ (n=1,180)

51〜100⼈ (n=1,452)

101〜300⼈ (n=1,192)

301⼈以上 (n=278)

10.2%49.7%40.1%

19.3%52.1%28.7%

13.4%53.9%32.7%

51.7%40.2% 8.1%

45.5%47.7% 6.8%

34.9%59.4%

クラウドサービスの利⽤⽅針（従業員規模別）

拡⼤したいと思う どちらとも⾔えない 拡⼤したいと思わない

(n=4,611)

第2-2-17図は、IT投資額の推移別に今後のク
ラウドサービスの利用方針の関係を示したもので
ある。これを見ると、IT投資額が増加傾向にあ

る企業は、クラウドサービスの利用拡大にも積極
的なことが分かる。

第2-2-17図 クラウドサービスの利用方針（IT投資額の推移別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ITツール・システムへの投資額の傾向について「実施していない」と回答した者は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加傾向 (n=2,023)

横ばい (n=2,045)

減少傾向 (n=108)

40.4%54.5%

10.1%56.8%33.2%

27.8%50.9%21.3%

クラウドサービスの利⽤⽅針（IT投資額の推移別）

拡⼤したいと思う
どちらとも⾔えない

拡⼤したいと思わない
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第2-2-18図は、感染症流行を踏まえて、事業
継続力の強化に向けたデジタル化に対する意識の
変化別に、今後のクラウドサービスの利用方針を
示したものである。これを見ると、事業継続力の
強化の観点から感染症流行をきっかけとしてデジ
タル化への意識が高まっている企業は、クラウド

サービスの利用拡大にも積極的な考えにある傾向
が分かる。

短期間で導入可能なクラウドサービスを導入す
ることで、事業継続力の強化の観点からも環境変
化に対して柔軟に対応を図ろうとしていることも
考えられる。

第2-2-18図 クラウドサービスの利用方針（事業継続力の強化に向けたデジタル化に対する意識の
変化別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

意識は⾼まった (n=3,059)

意識は⾼まっていない (n=1,532)

44.4%50.6%

20.7%59.7%19.6%

クラウドサービスの利⽤⽅針（事業継続⼒の強化に向けたデジタル化に対する意識の変化別）

拡⼤したいと思う どちらとも⾔えない 拡⼤したいと思わない

以上、クラウドサービスの導入状況と今後の利
用方針について確認してきた。事例2-2-5では、
建設業において、工事の進捗管理や現場の安全確
保に向けてクラウドサービスを効果的に活用する
例を紹介している。また、事例2-2-6のように、

クラウドサービスの活用により、子育て世代の女
性の働きやすい職場環境づくりや情報共有の円滑
化を図り、自社の清掃サービスの品質向上に取り
組んでいる企業も存在する。
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各工事現場の進捗状況を
クラウドサービスで一括管理し、
業務配分の適正化により
生産性の向上や働き方の多様性を実現した企業

所 在 地 岩手県北上市
従業員数 141名
資 本 金 2,300万円
事業内容 総合工事業

株式会社小田島組

▲

限られた人手で受注量を確保するため、工事のデジタル化を目指す
岩手県北上市の株式会社小田島組は、県内全域で公共土木工事を手掛ける企業である。同社の小田島直樹社長は2005年
に「売上高５年で２倍」の経営計画を掲げ、受注量の確保に合わせて従業員数も積極的に増加させたものの、経験の浅い若
手従業員の比率がベテラン従業員より高くなっていった。小田島社長は「建設業は経験産業。一人前になるのに５年以上は
必要といわれているが、そんなには待っていられない。」と、若手従業員とベテラン従業員それぞれの生産性を向上させる
方法を模索。限られた人手で受注量を最大化する方法として思い付いたのが、「公共工事のデジタル化」である。「セントラ
ルキッチン方式」14を参考に、建設現場事務所の内勤作業を１か所に集約して管理すれば、一定の品質を保つことができる
と考えた。

▲

クラウドサービスを活用し、工事の進捗管理を効率化
小田島社長はまず、現場単位で管理していた工事の現場の様子や進捗状況に関する写真管理を本社で一括管理するように
変更。公共工事では進捗状況や工事完了時に現場写真を撮るため、現場で撮影したデータの収集・管理を若手従業員に任せ、
ベテラン従業員には写真管理に割いていた時間を使い、難しい工事の現場作業に注力させた。若手従業員は、多くの工事現
場を撮影し、ベテランが現場作業に取り組む様子を知ることで早期戦力化にもつながっていった。仕事内容を細分化し、経
験が不要な仕事を集約化したことで、若手とベテラン双方の生産性を高めることに成功した。また、データ管理などの仕事
は時間も場所も選ばないため、子育て中の女性が家事や育児の合間に自宅で仕事をできるようになった。データ管理と並行
して、書類の電子化やチャットツールの利用を社内で徹底。人やモノが移動する時間の無駄を取り除き、工事ごとの進捗管
理や社内の連携促進にも取り組んだ。安全管理の品質に差が生じないよう、「こんな場所が危なかった」など危険な場所の
写真データと現場作業者の気付いたコメントを共有することで、事故を未然に防ぐことや社内の安全意識の啓発にもつな
がっている。

▲
デジタル技術をいかした業容拡大と働き方改革推進を見据える
クラウドサービス導入当初は現場の反発もあったが、次第に効果が現われ始めると、いつしか同社では欠かせないツール
となった。こうした取組により、小田島社長が経営計画を掲げた2005年には年間受注件数が５件程度であったが、2020年
には年間受注は24件、売上高は約35億円にまで増加。今後に向けては、RPAによる入力業務の自動化や、現在受注してい
る他社の写真管理サービス事業を拡大させていく構想もある。「経験不足の従業員に仕事を任せるための苦肉の策であった
が、今では働き方の多様性の実現にもつながっているし、生産性が向上し収益が上がれば、従業員にも給与として還元でき
る。デジタル技術をフルに使いこなし、働き方の多様性を維持したまま給与水準の向上にも努めていきたい。」と、小田島
社長は夢を語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-5

一元化された内勤作業 重機のコントロールパネル 重機を操縦する女性社員

 14 飲食業において、１か所で全店分の調理をして各店に送り、各店では簡単な作業だけで客に料理を提供する方式。各店にベテラン調理人を必要とせず、料理の品質も保つことができる。
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クラウドサービスの活用により、
子育て世代の雇用創出と、遠隔地スタッフの
モチベーションの向上を実現した企業

所 在 地 福岡県春日市
従業員数 71名
資 本 金 300万円
事業内容 建物サービス業

株式会社お掃除でつくるやさしい未来

▲

安心して子育てできる地域づくりが顧客の信頼を生む
福岡県春日市の株式会社お掃除でつくるやさしい未来は、主に集合住宅の共用部の清掃を行う企業である。契約物件は東
北、関東、近畿、九州の７府県に点在。スタッフの９割以上を短時間雇用で契約する子育て世代の女性が占めているため、
女性の働きやすさを優先し、清掃する時間帯を調整することが比較的可能な集合住宅の共用部の清掃に的を絞った。2010

年代前半、本社から片道２時間ほどの場所で大口注文が入ったため、直行直帰できる現場付近在住の新規スタッフを採用す
ることにしたが、直接コミュニケーションが取れないことで、本社スタッフと同じモチベーションで働いてもらえるか、清
掃サービスの品質を維持できるかが懸念された。

▲

クラウドサービスで遠隔地と本社のコミュニケーションを円滑に
同社の前田雅史社長は、クラウドツールに関する知識は乏しかったが、当時福岡県が立ち上げた「テレワーク導入支援事
業」の活用がきっかけで、既製のクラウド型コミュニケーションツールを導入することにした。複雑に作り込んだものでは
なく、一般的なもので、用途に合わせて簡単にカスタマイズできるものを導入した。試行錯誤を重ねることで、スピード感
をもって事業に合った形にすることを意識したためである。その結果、ツール内にあらかじめ用意された社内限定の電子掲
示板やチャット、メールなどの機能を使って、遠隔地のスタッフが本社スタッフと円滑に意思疎通できる仕組みを構築し、
遠隔地のスタッフにおいても本社と同レベルの清掃品質の確保とモチベーションの向上を図ることができた。次に、事業が
拡大するにつれて、勤怠や経費など管理業務が増えた。そのため、第２ステップとして、クラウド型の業務改善グループ
ウェアを追加導入した。導入効果が最も大きかったのが作業報告。アクセス権限など自在なカスタマイズが可能であり、社
外の人もツールが利用できる。スタッフがスマートフォンで清掃完了の操作を行うと、顧客に完了のメッセージが届き、記
載されたURLをタップするとグループウェアを通じて詳細な報告が確認できる仕組みとなっている。「不審物があったので
管理人さんに預けました」と現場写真とともに報告があったので、顧客は「○○さん、いつも丁寧なお仕事ありがとう！」
と返事のコメントを入れる、という具合に使える。クラウド上に蓄積される報告書は2021年１月末現在で12万件を超えて
おり、スタッフは閲覧・検索して活用するなどノウハウの宝庫となっている。

▲

名前を呼ばれて評価される喜びがスタッフのモチベーションに
クラウドサービス導入後５年間で、営業エリアの市区町村数は11倍、清掃契約棟数は７倍、雇用者数は３倍に伸びた。
働きやすい環境づくりも奏功し定着率も向上。また、顧客からのコメントはスタッフのモチベーション向上にもつながって
いる。それまでの「掃除のおばちゃん」が、名前を呼んで仕事ぶりを褒めてもらえるようになり、その喜びがスタッフを大
きく成長させているという。「子育て世代に仕事が創れたのが一番。仕事場に連れてくる子供たちが大きくなったとき、地
元に仕事があるように今後も雇用を創出していきたい。」と前田社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-6

掃除の現場 機器に結果を入力する社員 経営方針発表会
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４．IT人材の確保と育成
次に、IT人材の確保と育成について見ていく。

なお、本章におけるIT人材とは、ITツールの活
用や情報システムの導入を企画、推進、運用する
人材のことを総称している。
第2-2-19図は、IT人材の確保状況を示したも

のである。これを見ると、デジタル化の取組全体
を統括できる人材及びITツール・システムを企
画・導入・開発できる人材は、半数以上の企業が
確保できていないことが分かる。

第2-2-19図 IT人材の確保状況

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,497) 55.2%41.2%

デジタル化の取組全体を統括できる⼈材

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,415) 57.0%37.7%

IT ツール・システムを企画・導⼊・開発できる⼈材

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,431) 46.6%45.7%7.7%

IT ツール・システムを保守・運⽤できる⼈材

確保できている（3⼈以上） 確保できている（1~2⼈） 確保できていない

IT⼈材の確保状況
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第2-2-20図は、IT人材の所属部署を示したも
のである。これを見ると、ITツール・システム
を企画・導入・開発できる人材及びITツール・
システムを保守・運用できる人材は、半数以上の
企業において「システム部門」に配置されている

ことが分かる。
他方で、デジタル化の取組全体を統括できる人

材は、「経営層（CIO など）」に配置されている
企業が一定数存在していることも確認される。

第2-2-20図 IT人材の所属部署

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)IT⼈材の確保状況について「確保できていない」と回答した者は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,988) 25.1%39.3%35.6%

デジタル化の取組全体を統括できる⼈材

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,872) 29.6%55.1%15.3%

IT ツール・システムを企画・導⼊・開発できる⼈材

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=2,328) 36.9%52.4%10.6%

IT ツール・システムを保守・運⽤できる⼈材

経営層（CIOなど） システム部⾨ その他

IT⼈材の所属部署

第2-2-21図は、IT人材の処遇を示したもので
ある。これを見ると、大半の企業では、IT人材
に対して他の従業員と同等、又はそれ以上の処遇
を与えていることが分かる。しかしながら、IT
ツール・システムを企画・導入・開発できる人材

及びITツール・システムを保守・運用できる人
材は、７割以上の企業が他の従業員と同等水準の
報酬にとどまっており、報酬面での課題が専門的
なIT人材を確保できていないことにつながって
いる可能性も示唆される。
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第2-2-21図 IT人材の処遇（報酬・裁量権）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,972) 64.4%33.9%

デジタル化の取組全体を統括できる⼈材

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,865) 72.3%26.2%

IT ツール・システムを企画・導⼊・開発できる⼈材

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=2,320) 77.1%21.0%

IT ツール・システムを保守・運⽤できる⼈材

①報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②裁量権

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,951) 53.3%45.8%

デジタル化の取組全体を統括できる⼈材

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,852) 63.7%35.4%

IT ツール・システムを企画・導⼊・開発できる⼈材

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=2,302) 70.9%27.7%

IT ツール・システムを保守・運⽤できる⼈材

他の従業員よりも⾼い 他の従業員と同等 他の従業員よりも低い

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)IT⼈材の確保状況について「確保できていない」と回答した者は除外して集計している。

IT⼈材の処遇（報酬・裁量権）

第2-2-22図は、IT人材の確保における課題を
示したものである。これを見ると、「IT人材を採
用・育成する体制が整っていない」と回答する企

業の割合が半数以上を占めており、体制面での課
題を抱えていることが分かる。

第2-2-22図 IT人材確保における課題

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)複数回答のため合計が100％とならない。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

IT⼈材を採⽤・育成する体制が整っていない

IT⼈材に向けた魅⼒的な処遇を設定できない

⼈材難によりIT⼈材を採⽤できていない

IT⼈材を採⽤・育成する⽅法がわからない

その他

57.1%

30.6%

25.8%

15.4%

8.9%

IT⼈材確保における課題

(n=4,827)
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第2-2-23図は、IT人材の確保方法及び育成方
法を示したものである。確保方法を見ると、「既
存社員の育成」によりIT人材を確保する企業が
最も多く、「何も実施していない」と回答する企

業が２割を超えていることが分かる。
育成方法を見ると、社員の主体性に任せている

割合が最も高く、体系的な育成制度が十分に整っ
ていないことが示唆される。

第2-2-23図 IT人材の確保方法と育成方法

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)複数回答のため合計が100％とならない。

IT⼈材の確保⽅法と育成⽅法

デジタル化の取組全体を統括でき
る⼈材

ITツール・システムを企画・導⼊・
開発できる⼈材

ITツール・システムを保守・
運⽤できる⼈材

10% 20% 30% 40% 10% 20% 30% 40% 10% 20% 30% 40%

既存社員の育成

新規社員の採⽤

外部⼈材の活⽤

その他

何も実施していない

43.0%

10.4%

24.0%

7.1%

2.2%

36.8%

13.2%

10.7%

23.8%

2.4%

42.7%

13.3%

21.8%

9.8%

2.1%

10% 20% 30% 40% 10% 20% 30% 40% 10% 20% 30% 40%

基本的に社員の主体性に任せている

⾃社で育成を実施している

外部パートナーを活⽤し育成を実施している

社員の⾃⼰研鑽を費⽤⾯等から補助している

その他

32.8%

24.9%

13.4%

6.8%

8.5%

32.5%

21.5%

15.6%

8.1%

8.9%

34.4%

24.1%

14.8%

8.4%

7.7%

②育成⽅法

(n=4,827)

①確保⽅法

以上、IT人材の確保と育成の状況について確
認してきた。事例2-2-7では、IT 人材を確保し
た後に、既存社員との連携を強めていった結果、
IoT関連製品の開発事業立ち上げに一体感をもっ

て取り組むことができた事例を紹介している。ま
た、コラム2-2-6のように、社外のIT専門家を
活用することで、ITツールの導入を円滑化する
ことも有用な手段の一つと考えられる。
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大手出身のベテラン人材と既存メンバーの連携により、
IoT 事業の開発体制を構築し、
新規事業への参入を実現した企業

所 在 地 大阪府大阪市
従業員数 17名
資 本 金 2,500万円
事業内容 業務用機械器具製

造業

株式会社木幡計器製作所

▲

自社製品をユーザー側の視点から見つめ直し、工業計器のネットワーク化に着目
大阪府大阪市の株式会社木幡計器製作所は、1909年創業の圧力計専業メーカーである。主力の圧力計測器は造船業などで使われ

ているが、汎用化による価格低下圧力が強く、市場は寡占化している。この閉塞感を打ち破ろうと、同社の木幡巌社長は顧客が求め
る本質的な価値を考え、「計測器の開発・製造にとどまらず、『安心・安全・信頼』を届ける会社になろう」と自社事業を再定義した。
自社製品をユーザー側の視点から見つめ直すため、木幡社長は、同社製品が設置されている工場の現場や建物の機械室に足を運ん

だ。すると、熟練メンテナンス技術者の不足から巡回点検による日常管理が不十分な計測器や、計測器の点検記録を紙ベースで管理
する現場が散見され、管理コストを抑えつつ安全性の確保を実現したい企業側の潜在的なニーズを発見した。現場指示計として設置
されている計器のガラス面に指針読み取りのセンサと通信モジュールを装着し、IoTシステムで管理することで、これまで独立して
いた工業計器のネットワーク化と遠隔での保全管理が可能になると木幡社長は考えた。しかし、IoT関連製品の開発を新規事業とし
て立ち上げるには、新規事業の中核を担える IT人材の確保が課題となった。

▲

大手企業出身のベテラン社員とプロパー社員の連携により、IoT製品開発の組織風土を醸成
そこで同社は、2012年に大阪商工会議所のイベントがきっかけで、大手電機メーカーから早期退職した電子回路のベテラン設計

者２名を採用。翌年には更に２名大手企業出身の専門人材も加わった。同時期に２名ずつ採用し、孤立しないよう配慮した。陣容は
整ったが、大手企業と同社では企業文化が異なり、皆が一体感を持つまでに２年近く掛かった。一体感を高めるきっかけとなったの
は朝礼後の清掃であった。従業員を４チームに分けて、事務所や工場、屋外などを清掃する中で、場所ごとに自然災害を想定した防
災対策などテーマを設定し、意見交換する機会を作った。同じ目標に取り組むことで社内の結束力が高まっていった。また、IoT関
連の展示会に出展する際に、中途採用メンバーとプロパー社員が一緒に準備を進めることで、プロパー社員の知識が増えていった。
試作開発においてもプロパー社員が協力して製作し、従来製品の不具合には中途採用メンバーが問題解決に協力。また、中途採用メ
ンバーがハンダ付けの社内講習会を開催するなど互いのノウハウを補完し協力し合うことで距離が縮まり、社内に IoT製品開発に向
けた土壌が醸成されていった。

▲
社内の専門性向上により、2021年11月期は売上高が前年度比20％増の見込み

2014年には「関西積乱雲プロジェクト」と呼ぶ優れた要素技術を持つ中小企業が集まるコンソーシアムにも参加。同社のデジタ
ル化を後押しした。2017年には「後付け IoTセンサ・無線通信ユニット」を開発するに至った。IoT分野の製品やサービスは要素技
術が多岐にわたる。大手企業でも全てを開発できる企業は少なく、こうした企業同士の実証実験など密な関係も大いに役立った。
2020年11月期は感染症流行下で計画には届かなかったが、後付け IoTセンサは主力製品の一つにまで成長し、2021年11月期は売
上高で前年度比20％増以上を見込む。「2025年の大阪万博では『健康』をテーマに別途取り組む、IoT技術応用の医工連携の取組を
アピールしたい。」と木幡社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-7

木幡　巌社長 後付け IoTユニット“Salta” 毎朝の清掃が社内連携のきっかけに
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2-2-6 中小企業デジタル化応援隊事業

本制度の背景・狙い
感染症流行への対策や働き方改革の必要性が高まる中、テレワークやeコマースなどの ITツールに関心があって

もノウハウがなく、導入・定着に至らない中小企業が多く存在していた。

それらの中小企業に対して、フリーランスや兼業・副業人材などを含む IT専門家を選定し、全国の中小企業の

デジタル化・IT活用に向けた取組を支援する事業として、「中小企業デジタル化応援隊事業」が令和２年度第一次

補正予算にて措置された。

当事業は、（独）中小企業基盤整備機構が事務局（アデコ（株）を公募により採択）を通じて実施している。

制度の概要
当事業では、「デジタル化の支援を求める中小企業」、「デジタル化の支援を行う IT専門家」のそれぞれが中小企

業デジタル化応援隊事業事務局（以下、「事務局」という。）のWebサイトの登録フォームから登録する。事務局

は、登録された中小企業のデジタル化ニーズ（支援を受けたい内容）について、IT専門家の経歴・支援実績や支援

可能領域などの情報により、両者のマッチングを行う。IT専門家は、支援候補先企業の支援ニーズに基づいて「支

援計画書」を作成し、中小企業に提示の上、両者で確認・合意して、支援開始となる。なお、支援計画書には事

務局が内容を確認するプロセスも設けている。

コラム 2-2-6①図 「中小企業デジタル化応援隊事業」トップページ

コ ラ ム
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活用のメリット
当事業のポイントの一つは、中小企業と IT専門家の合意の際に「準委任契約」を締結し、支援が開始されると

ころである。支援終了後、IT専門家が業務の報告書を作成して、事務局が確認後、支援に要した時間に応じて１時

間当たり3,500円の謝金を支払う。支援を受けた中小企業は、全体費用から事務局が IT専門家に支払った謝金を

差し引いた実費相当を IT専門家に支払うことになる。

前段にて、IT専門家と中小企業のマッチングを行うことについて説明したが、当事業では、IT専門家と中小企業

があらかじめ支援業務を実施することに合意している場合での利用についても認めている。中小企業にとって、

初めての専門家から支援を受けることに対して、不安感を抱くこともあると思われる。IT専門家が既に支援を行っ

ている中小企業についても、当事業を活用してデジタル化支援を受けることが可能である。

コラム 2-2-6②図 中小企業デジタル化応援隊事業の執行スキーム

中小企業デジタル化応援隊事業の執行スキーム
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2-2-7 IT 人材に関する国際比較

本コラムでは、IT人材に関する国際比較を紹介する。

コラム2-2-7①図は、情報通信業における従業員数を経年で国際比較したものである。これを見ると、2010年

代前半から従業員数が増加している米国や英国といった諸外国と比べ、我が国においては、従業員数の増加傾向

が緩やかであることが分かる。

コラム 2-2-7①図 情報通信業における従業員数（国際比較）

資料︓ILOSTATより中⼩企業庁作成
(注)2010年における各国の情報通信業における従業員数を100%とした場合の数値を⽰している。

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
80%

90%

100%

110%

120%

130%

140%

115.4%

132.3%

133.5%

120.6%

117.0%

115.8%

情報通信業における従業員数（国際⽐較）

⽇本 ⽶国 英国 イタリア ドイツ フランス

コラム2-2-7②図は、全産業に対する情報通信業における賃金を国別に比較したものである。これを見ると、我

が国は諸外国と比較して、他業種との差分が比較的小さいことが分かる。

コラム 2-2-7②図 全産業に対する情報通信業における賃金（国際比較）

資料︓ILOSTATより中⼩企業庁作成
(注)2017年における各国の全産業の平均賃⾦を100%とした場合の数値を⽰している。

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160%

⽶国

英国

フランス

ドイツ

⽇本

イタリア

154.3%

147.7%

141.4%

131.6%

123.8%

110.3%

全産業に対する情報通信業における賃⾦（国際⽐較）

コ ラ ム
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５．情報セキュリティ対策
本項では、情報セキュリティ対策について見て

いく。
第2-2-24図は、中小企業におけるサイバー攻

撃の被害イメージに関する認識状況を示したもの
である。情報セキュリティの問題は、自社の信用

トラブルにも発展する恐れがある中、サイバー攻
撃によって自社が被る被害についてイメージでき
ている中小企業は、半数に満たないことが分か
る。

第2-2-24図 中小企業におけるサイバー攻撃の被害イメージに関する認識状況

資料︓（独）情報処理推進機構「情報セキュリティ⽩書2020」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20.2%20.8%38.5%10.9% 9.5%

中⼩企業におけるサイバー攻撃の被害イメージに関する認識状況

⼗分イメージできている
ややイメージできている

どちらともいえない
あまりイメージできていない

全くイメージできていない

(n=825)

第2-2-25図は、業種別にサイバー攻撃の被害
状況を示したものである。これを見ると、全体の
２割以上の企業が何らかの被害を受けていること
が分かる。被害状況について「分からない」と回
答している企業も一定数存在しており、潜在的な
被害も含めると、相当数の企業が被害を受けてい

ることが示唆される。
「運輸業,郵便業」や「宿泊業,飲食サービス業」

では、サイバー攻撃による被害を受けたと回答す
る割合が約１割と低いものの、「卸売業」や「情
報通信業」では、４社に１社が被害を受けている
ことが確認される。
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第2-2-25図 サイバー攻撃の被害状況（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業 (n=2,444)

建設業 (n=415)

情報通信業 (n=234)

運輸業,郵便業 (n=125)

卸売業 (n=516)

⼩売業 (n=210)

学術研究,専⾨・
技術サービス業 (n=80)

宿泊業,飲⾷サービス業 (n=132)

⽣活関連サービス業,
娯楽業 (n=58)

その他業種 (n=498)

10.2%20.6%68.1%

11.0%20.6%67.5%

10.6%21.2%66.7%

24.8%68.4%

10.4%12.8%76.8%

25.8%63.4% 8.9%

11.4%17.6%69.5%

21.3%73.8%

15.2%74.2% 9.8%

12.1%19.0%67.2%

18.7%71.9% 8.2%

サイバー攻撃の被害状況（業種別）

被害を受けたことはない 軽微な被害を受けたことがある 重⼤な被害を受けたことがある 分からない

(n=4,712)

第2-2-26図は、従業員規模別にサイバー攻撃
の被害状況を示したものである。これを見ると、
従業員数が多い企業ほど、サイバー攻撃を受けて

いる割合が高い傾向にあり、301人以上の企業で
は３割以上が被害を受けたことがあると分かる。

第2-2-26図 サイバー攻撃の被害状況（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=536)

21〜50⼈ (n=1,218)

51〜100⼈ (n=1,471)

101〜300⼈ (n=1,209)

301⼈以上 (n=277)

13.6%13.8%71.8%

10.9%15.9%71.8%

20.1%68.7% 9.9%

26.3%64.3% 8.7%

31.4%59.2% 7.9%

サイバー攻撃の被害状況（従業員規模別）

被害を受けたことはない 軽微な被害を受けたことがある 重⼤な被害を受けたことがある 分からない
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第2-2-27図は、業種別に情報セキュリティ対
策の状況を示したものである。これを見ると、

「十分に対策している」企業は、全体の14.2％に
とどまることが分かる。
第2-2-25図と比較すると、「情報通信業」は、

サイバー攻撃の被害を受けた割合が高かったもの
の、「十分に対策している」と回答する割合が

40.3％と最も多くなっている。
被害を受けた割合が低かった「運輸業,郵便業」

や「宿泊業,飲食サービス業」では、「あまり対策
していない」若しくは「まったく対策していな
い」割合が３割を超えており、サイバー攻撃によ
る被害が懸念される状況にあると考えられる。

第2-2-27図 情報セキュリティ対策の状況（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業 (n=2,451)

建設業 (n=418)

情報通信業 (n=236)

運輸業,郵便業 (n=125)

卸売業 (n=515)

⼩売業 (n=211)

学術研究,専⾨・
技術サービス業 (n=81)

宿泊業,飲⾷サービス業 (n=134)

⽣活関連サービス業,
娯楽業 (n=59)

その他業種 (n=500)

14.0%68.7%14.2%

15.0%71.2%10.8%

14.8%69.1%14.6%

58.9%40.3%

11.2%22.4%53.6%12.8%

13.0%70.5%14.6%

14.7%67.3%12.8%

67.9%24.7% 7.4%

27.6%58.2% 9.0%

15.3%66.1%15.3%

10.8%66.4%19.2%

情報セキュリティ対策の状況（業種別）

⼗分に対策している ある程度対策している あまり対策していない まったく対策していない

(n=4,730)
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第2-2-28図は、従業員規模別に情報セキュリ
ティ対策の状況を示したものである。これを見る
と、従業員数が301人以上の企業は、従業員数

300人以下の企業と比べて、情報セキュリティ対
策に取り組んでいる割合が高い傾向にあることが
分かる。

第2-2-28図 情報セキュリティ対策の状況（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=538)

21〜50⼈ (n=1,222)

51〜100⼈ (n=1,474)

101〜300⼈ (n=1,216)

301⼈以上 (n=281)

17.5%63.2%11.7% 7.6%

17.3%68.5%10.1%

12.4%70.1%15.3%

12.3%69.8%16.3%

10.3%66.2%22.1%

情報セキュリティ対策の状況（従業員規模別）

⼗分に対策している ある程度対策している あまり対策していない まったく対策していない

第2-2-29図は、情報セキュリティ対策の内容
を示したものである。これを見ると、製造業・非
製造業共に、「ウイルス対策ソフト・サービスの
導入」に取り組んでいる割合が90％を超えてお
り、次いで「システム・データのバックアップ」、

「ファイアウォールの導入」に取り組んでいるこ
とが分かる。「セキュリティポリシーの策定」は、
資金をかけずに取り組むことができるが、製造
業・非製造業共に、２割程度にとどまっているこ
とも確認される。
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第2-2-29図 情報セキュリティ対策の内容（製造業・非製造業別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。製造業︓n=2,377、⾮製造業︓n=2,224。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

製造業 ⾮製造業

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

ウイルス対策ソフト・サービスの導⼊

システム・データのバックアップ

ファイアウォールの導⼊

VPNの導⼊

ユーザ認証の設定

情報（紙媒体）の施錠管理

セキュリティポリシーの策定

外部記憶媒体の利⽤制限

UTMの導⼊

セキュリティ⼈材の確保・育成

シンクライアントPCの導⼊

その他

91.6%

61.3%

47.9%

34.5%

27.6%

18.9%

18.5%

15.3%

13.8%

12.0%

2.6%

1.0%

94.6%

60.9%

50.5%

39.4%

35.3%

28.2%

26.8%

20.7%

14.5%

15.2%

4.1%

1.0%

情報セキュリティ対策の内容（製造業・⾮製造業別）

第2-2-30図は、業種別に情報セキュリティ対
策推進に当たっての課題を示したものである。こ
れを見ると、「資金が不足している」という回答
が最も多かった「宿泊業,飲食サービス業」を除
き、いずれの業種においても「社内の検討・推進

体制が整わない」や「セキュリティ対策を実施で
きる人材がいない」という課題を挙げる割合が最
も多く、情報セキュリティ対策の体制面が追いつ
いていないことが示唆される。
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第2-2-30図 情報セキュリティ対策推進に当たっての課題（業種別）

36.2% 34.4%
23.7%

11.3% 10.5% 12.8%

36.2% 35.6%
25.1%

10.9% 11.6%9.9%

40.5% 33.4%
12.8% 12.3% 11.1% 17.1%

29.4%
21.0% 23.9% 16.8% 23.5%

3.4%

41.3% 39.7%
27.8%

17.5%
4.8% 7.1%

38.9% 33.7%
17.5% 10.5% 12.0% 13.1%

37.4% 32.4% 25.1% 18.3%
7.8% 9.6%

37.0% 29.6% 27.2%
13.6% 16.0% 18.5%

32.1% 35.8%
46.7%

18.2%
6.6% 4.4%

28.8%
44.1%

28.8% 22.0%
11.9% 13.6%

33.3% 35.4%
23.4%

10.8% 13.4%9.3%

情報セキュリティ対策推進に当たっての課題 （業種別）

以上、情報セキュリティ対策の現状について確
認してきた。事例2-2-8では、自社だけでなく取
引先に対しても情報セキュリティ対策の啓発に取
り組むことで、社内外で連携し情報管理体制の強

化を図っている事例を紹介している。また、情報
セキュリティ対策の体制構築に向けては、コラム
2-2-8のように、情報セキュリティ対策に資する
支援策も有用な手段の一つと考えられる。
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「SECURITY ACTION」を参考に、
独自の IT レターを作成し、
施工パートナー会社及び従業員に
情報セキュリティの啓発を行った企業

所 在 地 愛媛県松山市
従業員数 81名
資 本 金 3,000万円
事業内容 建設業

ハイスピードコーポレーション株式会社

▲

Webシステムで顧客情報や技術情報などを施工パートナー会社と共有
愛媛県松山市のハイスピードコーポレーション株式会社は、自社開発の砕石を使用した環境にやさしい「ハイスピード工法」と

呼ぶ地盤改良を得意とする建設業者である。同社では、141社の施工パートナー会社との連絡や技術に関する情報を共有する際に、
自社開発のWebシステムや施工管理用タブレット端末を使っており、顧客情報、施主情報や図面などの重要情報が保存されている。
世間では情報漏えいによって企業が信用を落とす事件が多発したため、同社の堀田誠社長はこうしたことがないよう、当時総務部
でWebシステム開発の発注窓口などを担当していた塩崎眞士氏を始め社内に周知徹底した。それを受け、塩崎氏は2017年より従
業員向けの「ITレター」を発行し、IT系のニュースやPC使用時の注意などをメールで配信していた。

▲

従業員及び全国の施工パートナー会社に情報セキュリティ対策の重要性を啓発
「専門的な IT人材が少ない中小企業として、どこまで対策を行えばよいのか。」塩崎氏が情報を集めていると、独立行政法人情報
処理推進機構（以下、「IPA」という。）のWebサイトで、中小企業の情報セキュリティ対策に活用できる「情報セキュリティ５か
条」を見付けた。堀田社長にも相談し、提唱されている情報セキュリティ５か条の取組を実践していくことにした。このうち、OS

やソフトウェアを最新の状態にすることや、ウイルス対策ソフトの導入は以前から適切に行っていたが、パスワードの文字数増に
よるセキュリティ強化、ファイルの共有設定の厳格化、ウイルスの脅威や攻撃の手口の研究は不十分だったことを認識。ITレター
には、「セキュリティ」のコーナーを加え、詐欺メールや他社におけるシステム障害事例、コンピューター犯罪など、実際のセキュ
リティに関する事件を紹介し、啓発活動を行った。更に全国の施工パートナー会社にもWebシステムを通じて ITレターを配信。そ
の際、スパムメールではなく迷惑メール、マルウェアではなく悪意のあるソフトウェアといったように、分かりやすい用語を使う
よう心掛けた。塩崎氏は2020年に総務部から独立した情報システム部に移り、システムの管理を行いながらセキュリティにも気を
配る。情報のデジタル化を進めるには、セキュリティ意識を高め、常に対策に取り組むことが重要だと痛感している。

▲
施工パートナー会社の意識改革にもつながる
その後、パスワードの複雑化、サーバー内の共有フォルダ廃止、従業員用PCのUSB端子から許可なく情報を取り出せないよう

にする設定への変更などを実施。ウイルスの脅威や攻撃の手口の研究に向けて、塩崎氏は IPAのWebサイトで最新のセキュリティ
情報を読み、重要なものは ITレターに記載して従業員、施工パートナー会社と共有している。施工パートナー会社の担当者からは、
ITレターを取引先にも公開してよいかという問合せが複数あり、塩崎氏はグループとして意識改革が進んでいるのを実感した。ま
た、「情報セキュリティ５か条」の活用や、ITレターの配布などの取組が社外に伝わることで、全社でセキュリティ対策に取り組ん
でいるという信用につながることも分かった。「将来的にはセキュリティ上有利なサーバーのクラウド化を考えている。最後は人間
がやること、特に IDとパスワードの管理が最も重要になる。次のステップとして、情報セキュリティ基本方針の策定と公開も考え
たい。」と塩崎氏は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-8

ハイスピード工法 独自に作成する ITレター タブレットを活用したシステム
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2-2-8 サイバーセキュリティお助け隊実証事業

近年、サプライチェーンの中で相対的にセキュリティ対策の進んでいない中小企業などを対象とするサイバー

攻撃や、それらを踏み台とした大企業などへの被害が顕在化している。大企業だけでなく、サプライチェーンに

参加する中小企業についても、例外なくサイバー攻撃の脅威にさらされている実態が明らかになってきている。

こうした状況を踏まえ、経済産業省と（独）情報処理推進機構（以下、「IPA」という。）は令和元年度に全国８

地域において、中小企業のセキュリティ対策の促進や意識喚起、攻撃実態や対策ニーズの把握を行うとともに、

民間による中小企業向けのセキュリティサービスの開発を目指し、「中小企業向けサイバーセキュリティ事後対策

支援実証事業（以下、「サイバーセキュリティお助け隊実証事業」という。）」を実施した。

コラム 2-2-8①図 令和元年度サイバーセキュリティお助け隊実証事業

令和元年度サイバーセキュリティお助け隊実証事業

令和元年度サイバーセキュリティお助け隊実証事業では、1,064社の中小企業が参加し、これらの中小企業に対

してUTM15などのセキュリティ機器の設置や駆けつけ支援・相談対応などによるサイバー攻撃の実態把握を実施

した。この結果、全国８地域で計910件のアラートが発生。そのうち、重大なインシデントの可能性があると判

断してリモートで、又は駆けつけて対応を行ったものは128件に上った。中には、対処を怠った場合の被害想定

額が5,000万円近くになるようなインシデントも含まれる。中小企業においても業種や規模を問わず、例外なくサ

イバー攻撃を受けている実態とともに、中小企業向けのセキュリティサービスに求められる機能などが明らかに

なった。

コ ラ ム

 15 UTM（Uni�ed Threat Management）：複合的なセキュリティ機器を導入して脅威から統合的に保護する手法
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コラム 2-2-8②図 令和元年度サイバーセキュリティお助け隊実証事業の結果

令和元年度サイバーセキュリティお助け隊実証事業の結果

令和元年度の実証事業を踏まえ、一部の事業者では、実証事業に参加した中小企業に対する事業終了後の継続

的なセキュリティサービスの提供や、中小企業向けのセキュリティサービスの商用化実現など、中小企業向けサー

ビスの民間への移行が進みつつある。

また、経済産業省と IPAは、令和２年度も、令和元年度の実証事業で明らかになった中小企業の実態・ニーズを踏

まえ、地域特性・産業特性などを考慮したマーケティング、機器・ソフトウェア・サービスの導入負荷の低減、説明

会などを通じた普及啓発、支援内容のスリム化によるコスト低減などを目指した実証事業を全国で15件実施した。

今後、これらの結果を踏まえ、一定の基準を満たすサービスに「サイバーセキュリティお助け隊」の商標を付与

するスキームを構築（ブランド化）するとともに、サプライチェーン・サイバーセキュリティ・コンソーシアム16

などの活動を通じ、中小企業のセキュリティ対策に対する意識啓発やお助け隊サービスの普及を推進していく。

 16 2020年11月１日に、主要経済団体のリーダーシップの下、多様な産業分野の団体などが集まり、サプライチェーン全体でのサイバーセキュリティ対策の推進
を行うことを目的に設立された。

  https://www.meti.go.jp/press/2020/10/20201030011/20201030011.html
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コラム 2-2-8③図 実証事業から民間サービスへの移行状況

実証事業から民間サービスへの移行状況
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６．事業継続力の強化に向けたデジタル化の取組
本項では、事業継続力の強化に向けたデジタル

化の意識や業績への影響について見ていく。
第2-2-31図は、業種別にデジタル化における

事業継続力の強化に対する意識を示したものであ

る。これを見ると、業種を問わず、事業継続力の
強化を意識して、デジタル化に取り組んでいる割
合が約６割を占めていることが分かる。

第2-2-31図 デジタル化における事業継続力の強化に対する意識（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.デジタル化に向けた取組における事業継続⼒強化への意識について「デジタル化に取り組んでいない」と回答した者は除いて集計してい
る。
2.「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業 (n=1,842)

建設業 (n=323)

情報通信業 (n=217)

運輸業,郵便業 (n=74)

卸売業 (n=418)

⼩売業 (n=155)

学術研究,専⾨・技術サービス業 (n=67)

宿泊業,飲⾷サービス業 (n=87)

⽣活関連サービス業,娯楽業 (n=36)

その他業種 (n=369)

37.9%62.1%

39.4%60.6%

40.9%59.1%

33.2%66.8%

40.5%59.5%

33.5%66.5%

36.1%63.9%

34.3%65.7%

42.5%57.5%

41.7%58.3%

35.2%64.8%

デジタル化における事業継続⼒の強化に対する意識（業種別）

事業継続⼒の強化を意識して、デジタル化に取り組んでいる
事業継続⼒の強化は意識せず、デジタル化に取り組んでいる

(n=3,588)

第2-2-32図は、従業員規模別にデジタル化に
おける事業継続力の強化に対する意識を示したも
のである。これを見ると、従業員数が多い企業ほ
ど、事業継続力の強化を意識して、デジタル化に

取り組んでいる割合が高い傾向にあり、301人以
上の企業では、約７割の企業が意識して取り組ん
でいることが分かる。

Ⅱ-219中小企業白書  2021

第2章　事業継続力と競争力を高めるデジタル化

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
4
節

第
5
節

02-2_中小2021_2部2章.indd   21902-2_中小2021_2部2章.indd   219 2021/06/23   8:43:352021/06/23   8:43:35



第2-2-32図 デジタル化における事業継続力の強化に対する意識（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)デジタル化に向けた取組における事業継続⼒強化への意識について「デジタル化に取り組んでいない」と回答した者は除いて集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=331)

21〜50⼈ (n=834)

51〜100⼈ (n=1,167)

101〜300⼈ (n=1,008)

301⼈以上 (n=247)

44.4%55.6%

41.6%58.4%

39.6%60.4%

33.1%66.9%

30.4%69.6%

デジタル化における事業継続⼒の強化に対する意識（従業員規模別）

事業継続⼒の強化を意識して、デジタル化に取り組んでいる 事業継続⼒の強化は意識せず、デジタル化に取り組んでいる

次に、第2-2-33図は、デジタル化における事
業継続力の強化に対する意識別に、デジタル化の
推進による業績への影響を示したものである。こ
れを見ると、事業継続力の強化を意識して、デジ
タル化に取り組んでいる企業は、事業継続力の強

化を意識せず、デジタル化に取り組んでいる企業
と比較して、デジタル化の取組が業績にプラスの
影響を及ぼした割合が高い傾向にあることが分か
る。

第2-2-33図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化における事業継続力の強化に対する
意識別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)デジタル化に向けた取組における事業継続⼒強化への意識について「デジタル化に取り組んでいない」と回答した者は除いて集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業継続⼒の強化を意識して、
デジタル化に取り組んでいる (n=2,229)

事業継続⼒の強化は意識せず、
デジタル化に取り組んでいる (n=1,367)

23.6%62.1%13.8%

39.6%52.9%6.8%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化における事業継続⼒の強化に対する意識別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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最後に、第2-2-34図は、デジタル化における
事業継続力強化への意識と労働生産性との関係を
示したものである。これを見ると、事業継続力の
強化を意識して、デジタル化に取り組んでいる企
業における労働生産性の平均値が6,692千円/人

と最も高いことが分かる。事業継続力の強化を意
識せずデジタル化に取り組んでいる企業の労働生
産性の平均値は、事業継続力の強化を意識してデ
ジタル化に取り組んでいる企業の83.0％の水準
となっている。

第2-2-34図 労働生産性の水準（デジタル化における事業継続力の強化に対する意識別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」、経済産業省「企業活動基本調査」再編加⼯
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。事業継続⼒の強化を意識して、デジタル化に取り組んでいる︓n=1,068、事業継続⼒の強化は意識
せず、デジタル化に取り組んでいる︓n=622、デジタル化に取り組んでいない︓n=375。
2.労働⽣産性＝（営業利益+給与総額+減価償却費+福利厚⽣費+動産・不動産賃借料+租税公課）÷従業者合計。
3.2018年度時点の労働⽣産性の平均値を集計している。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

事業継続⼒の強化を意識して、
デジタル化に取り組んでいる

事業継続⼒の強化は意識せず、
デジタル化に取り組んでいる

デジタル化に取り組んでいない

6,692

5,552

4,994

労働⽣産性の⽔準（デジタル化における事業継続⼒の強化に対する意識別）

(千円/⼈)

以上、事業継続力の強化に向けたデジタル化の
取組について確認した。事業継続力の強化を意識
してデジタル化に取り組む企業が一定数存在して
おり、業績面や労働生産性の水準から、様々な事
業環境の変化に対する適応力を高めることを意識
して、デジタル化に取り組む重要性が示唆され

た。
事例2-2-9では、感染症流行下で安定的な医療

器具の仕入・供給体制が懸念される中で、アジャ
イル型の設計開発力を強みに、医療現場の事業継
続に貢献した企業を紹介する。
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世界最速のアジャイル型の設計開発力を強みに、
感染症流行下での新製品の短期開発を実現した企業

所 在 地 京都府京都市
従業員数 40名
資 本 金 1,000万円
事業内容 プラスチック製品

製造業

株式会社クロスエフェクト

▲

世界最速の設計開発力に白羽の矢が立つ
京都府京都市の株式会社クロスエフェクトは、光造形や真空注型による工業製品の試作品等の設計・製造を手掛ける企業で

ある。2012年には、３次元CADでデザインされたモデルと寸分違わない実物モデルを作成する技術によって、世界で初めてフ
ルオーダーメイドの心臓手術用模型を開発した。同社は強みであるCADデータの処理技術をいかし、最短でデータを入手して
から24時間以内に試作品を製作。現在、納期２日間を実現しており、「我が社のこだわりは世界最速であること。速く作れば
作るほど顧客満足度は上がり、対価も競争力も高められる。」と同社の竹田正俊社長は話す。2020年４月に緊急事態宣言が発
令された直後、同社は国立研究開発法人国立循環器病研究センター（以下、「国循」という。）から、高性能な医療用マスク開
発の相談を受けた。医療現場に欠かせないN95マスクが不足し、安定供給が見通せない中、同社のスピーディーな開発力に期
待が寄せられた。

▲

１か月半で20回を超える試作開発に取り組み、独自の医療用マスクの設計に短期間で成功
同社は即座に企画・設計を開始し、日本人の標準的な顔面形状を基に、口元に密着可能で長時間の装着に適したフィルター

交換式マスクを提案。素材が異なる部品の組合せが必要となる複雑なマスクだったが、3Dプリンタで直接造形したプラスチッ
ク部品と、真空注型法と呼ばれるシリコーン型を用いた工法で作ったゴム部品を組み合わせることで、１つの試作品を２日程
度で完成させた。さらに、国循の紹介によりダイキン工業株式会社からN95以上の性能があるフィルター素材の提供を受け、
複数の試作品を提出。臨床現場の医師たちと改善点に関する議論とフィードバックを幾度も重ね、迅速な設計変更に取り組ん
だ。１回のフィードバックから再提案までの所要時間は１週間程度。およそ10回の再提案を行い、設計変更は社内検討を含め
ると20回を超えた。５月中には完成モデルをほぼ作り上げた。同社が得意とする、短い開発期間単位を素早く繰り返すことで
仕様変更が発生するリスクを最小化しながらトータルの開発期間を短縮するアジャイル型の設計開発力の強みが発揮された。

▲
感染症流行下で発揮された設計開発力を更なる自信に、コロナ後を見据える
開発が完了したマスクは、量産化と販売を医療機器・医薬品製造・販売のニプロ株式会社が請け負うことになった。量産用

金型の製作などを経て、医療機器レベルの製品開発としては、企画設計開始からフィールドテストまで異例の速さでこぎ着け、
2021年２月から国循をはじめとする医療機関でフィールドテストがスタートした。輸入に頼ってきた医療用マスクが突如枯渇
したように、感染症の流行は医療機器のサプライチェーンの潜在リスクも顕在化させた。それだけに、国内企業・医療機関が
連携し、理想の形状を求めて短期間で試作を繰り返しながら量産用金型を作成、医療用消耗品の不足の早期解消に貢献できた
意義は大きい。「これまで培ってきた『高速試作』の強みが、平時の他社との差別化だけでなく、感染症流行下での事業機会の
獲得にも大いに役に立った。更に品質を磨くのはもちろん、培ってきたCADデータの処理技術をいかし、スピードを追求して
世界で勝負したい。」と竹田社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-9

小児心臓模型 設計開発を担当した医療用高性能マスク 小児心臓模型を手にする竹田社長
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第3節　中小企業のデジタル化推進に向けた課題

本節では、前節で確認した中小企業におけるデ
ジタル化の現状を踏まえた上で、デジタル化の推
進に向けた課題について分析する。
第2-2-35図は、業種別のデジタル化推進に向

けた課題を示したものである。これを見ると、全
産業では、「アナログな文化・価値観が定着して
いる」が最も高く、次いで「明確な目的・目標が

定まっていない」、「組織のITリテラシーが不足
している」となっており、大半の業種における課
題として上位を占めることが分かる。
「卸売業」や「建設業」では、「長年の取引慣行

に妨げられている」、「宿泊業、飲食サービス業」
では「資金不足」を回答する企業が３割強存在し
ていることも確認される。

第2-2-35図 デジタル化推進に向けた課題（業種別）

46.4% 40.2% 39.8% 28.2% 20.8% 10.5% 3.8% 4.6%

46.6% 40.1% 41.9% 26.9% 21.6% 10.9% 4.1% 4.1%

50.2% 41.5% 39.1% 30.8%
11.6% 9.5% 3.8% 3.6%

28.6% 38.2%
21.8% 29.0% 24.8% 10.9% 12.6%4.2%

50.8% 38.1% 36.5%
19.8% 24.6% 15.1% 3.2% 1.6%

49.3% 40.0% 42.3% 39.8%
16.8% 7.8% 2.9% 4.2%

44.7% 44.3% 38.8% 25.1% 26.5%
10.0% 3.7% 5.0%

43.2% 40.7% 33.3% 23.5% 25.9%
7.4% 0.0% 7.4%

52.6% 42.3% 36.5%
18.2% 33.6%

10.2% 2.2% 4.4%
55.9% 45.8% 35.6% 22.0% 27.1%

10.2% 5.1% 3.4%

44.3% 38.4% 39.6% 27.4% 18.3% 12.0% 3.9% 5.1%

デジタル化推進に向けた課題（業種別）
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第2-2-36図は、従業員規模別にデジタル化推
進に向けた課題を示したものである。これを見る
と、従業員数の多い企業ほど、アナログな文化・
価値観の定着や組織のITリテラシー不足、長年
の取引慣行といった課題を挙げる傾向にあり、変
革に向けた組織の適応力に課題を抱えている企業

が多いことが示唆される。
従業員数の少ない企業では、明確な目的・目標

が定まっていないことや資金不足といった課題を
挙げる傾向にあり、組織体制の課題を抱えている
企業が多いことが示唆される。

第2-2-36図 デジタル化推進に向けた課題（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。0〜50⼈︓n=1,796、51〜100⼈︓n=1,490、101〜300⼈︓n=1,233、
301⼈以上︓n=284。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

0〜20⼈ 21〜50⼈ 51〜100⼈ 101〜300⼈ 301⼈以上

0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40%

アナログな⽂化・
価値観が定着している

明確な⽬的・
⽬標が定まっていない

組織のITリテラシーが不
⾜している

⻑年の取引慣⾏に妨げ
られている

資⾦不⾜

活⽤したいITツールが無
い

部⾨間の対⽴がある

その他

37.7%

40.8%

27.2%

18.5%

29.2%

12.5%

0.7%

5.4%

43.2%

41.5%

34.2%

24.1%

25.2%

12.7%

2.0%

5.0%

48.1%

41.2%

42.3%

30.9%

19.5%

9.9%

4.7%

3.8%

49.3%

38.5%

45.3%

31.7%

15.6%

8.2%

5.2%

4.9%

53.9%

35.9%

51.4%

35.6%

14.8%

9.2%

7.0%

5.6%

デジタル化推進に向けた課題（従業員規模別）
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第2-2-37図は、デジタル化推進による効果別
に、デジタル化推進に向けた課題を示したもので
ある。これを見ると、効果が出なかったと実感し
ている企業は、効果が出たと実感している企業に
比べ、明確な目的・目標が定まっていないことや
資金不足を挙げる割合が高い傾向にあることが分
かる。効果が出なかったと実感している企業で

は、アナログな文化・価値観の定着を挙げる割合
が半数を超えていることも確認される。

資金不足は企業状況にも左右されるものの、デ
ジタル化の推進に当たってはまず、組織における
目的・目標を明確化させることが重要であると示
唆される。

第2-2-37図 デジタル化推進に向けた課題（デジタル化推進による効果別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。⼗分に効果が出た︓n=227、ある程度効果が出た︓n=2,128、どちらとも⾔えない︓n=1,741、あま
り効果が出なかった︓n=311、まったく効果が出なかった︓n=48。
2.デジタル化推進による効果として「取り組まなかった」と回答した者は除いている。
3.複数回答のため合計が100％とならない。

⼗分に効果が出た ある程度効果が出た どちらとも⾔えない あまり効果が出なかった まったく効果が出なかった

0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40%

アナログな⽂化・
価値観が定着している

明確な⽬的・
⽬標が定まっていない

組織のITリテラシーが不
⾜している

⻑年の取引慣⾏に妨げ
られている

資⾦不⾜

活⽤したいITツールが無
い

部⾨間の対⽴がある

その他

33.8%

21.9%

35.1%

21.5%

18.0%

10.1%

14.0%

3.5%

43.8%

33.8%

41.8%

29.8%

19.0%

9.4%

3.0%

5.2%

50.6%

45.9%

39.6%

28.0%

20.4%

10.5%

4.6%

2.9%

51.1%

52.4%

43.8%

29.1%

27.8%

12.1%

5.4%

1.6%

48.9%

55.6%

40.0%

37.8%

44.4%

11.1%

4.4%

8.9%

デジタル化推進に向けた課題（デジタル化推進による効果別）

⼗分に効果が出た
ある程度効果が出た

どちらとも⾔えない
あまり効果が出なかった

まったく効果が出なかった
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最後に、第2-2-38図は、スマートSMEサポー
ター制度の認定を受けている企業がデジタル化に
取り組む取引・支援先である企業側に対して、デ
ジタル化に向けて期待している状況・条件を示し
たものである。これを見ると、企業に対して「デ
ジタル化に向けた明確な目的・目標がある」こと
を期待する割合が最も多いことが分かる。

また、「デジタル化に向けた明確な目的・目標
がある」に次いで、「デジタル化のための予算が
確保されている」、「デジタル化に向けた文化・価
値観が定着している」を求める割合が高く、前掲
の第2-2-37図の結果とおおむね整合しているこ
とが確認される。

第2-2-38図 取引・支援先に期待している状況・条件

資料︓中⼩企業庁経営⽀援部調べ
(注)1.スマートSMEサポーター（認定情報処理⽀援機関）に聞いた内容を基に集計。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

デジタル化に向けた明確な⽬的・
⽬標がある

デジタル化のための予算が確保され
ている

デジタル化に向けた⽂化・
価値観が定着している

組織におけるITリテラシーがある

部⾨間の調整ができている

デジタル化の妨げとなる取引慣⾏が
存在していない

活⽤したいITツールが決まっている

69.3%

63.3%

36.7%

34.0%

32.0%

29.7%

17.3%

取引・⽀援先に対して期待している状況・条件

(n=295)
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第4節　中小企業におけるデジタル化に向けた組織改革

前節では、我が国の中小企業がデジタル化を推
進していくに当たって、アナログな文化・価値観
が定着していることや明確な目的・目標が定まっ
ていないといった組織の適応力、組織体制に関す
る課題がハードルとなっていることを確認した。

本節では、デジタル化の推進に向けた中小企業
における組織的な行動・取組に着目し、課題を乗
り越え、デジタル化を推進することができている
企業の実態やデジタル化を推進していくための取
組について分析していく。

１．デジタル化推進に向けた意識改革
まず本項では、中小企業における組織的な行

動・取組の起点として、デジタル化推進に向けた
意識について、社内の組織文化と経営者の関与と
いう観点から見ていく。

①全社的な組織文化の醸成

第2-2-39図は、デジタル化に対する社内の意

識を示したものである。これを見ると、約半数の
企業では、デジタル化に積極的に取り組む文化が
定着・醸成されつつあることが分かる。他方で、
デジタル化に対する抵抗感が強い企業も約半数存
在していることが確認される。

第2-2-39図 デジタル化に対する社内の意識

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,756) 40.3%42.3%10.1% 7.2%

デジタル化に対する社内の意識

全社的にデジタル化に積極的に取り組む⽂化が定着している
デジタル化に積極的に取り組む⽂化が醸成されつつある

デジタル化に取り組む⾵潮もあるが、抵抗感も強い
全社的にデジタル化に対する抵抗感が強い
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第2-2-40図は、デジタル化に対する社内の意
識別に、デジタル化推進による業績への影響を示
したものである。これを見ると、デジタル化に取
り組むことに対して積極的な文化が醸成されてい
る 企 業 は、 プ ラ ス の 影 響 を 及 ぼ し た 割 合 が
75.9％を占めていることが分かる。

デジタル化に取り組むことに対して抵抗感が強
い企業では、「どちらとも言えない」の割合が

56.2％を占めており、業績への寄与を実感でき
ていないことが確認される。

前節においても、「アナログな文化・価値観が
定着していること」がデジタル化推進に向けた主
な課題となっており、デジタル化の推進に当たっ
ては、社内における意識を改善していくことが重
要と示唆される。

第2-2-40図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化に対する社内の意識別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「積極的な⽂化がある」とは、「全社的にデジタル化に積極的に取り組む⽂化が定着している」⼜は「デジタル化に積極的に取り組
む⽂化が醸成されつつある」と回答した者を指す。ここでの「抵抗感の強い⽂化がある」とは、「デジタル化に取り組む⾵潮もあるが、抵抗感も強
い」⼜は「全社的にデジタル化に対する抵抗感が強い」と回答した者を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的な⽂化がある (n=2,488)

抵抗感の強い⽂化がある (n=2,246)

23.6%61.3%14.6%

56.2%39.8%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化に対する社内の意識別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-41図は、業種別にデジタル化に対する
社内の意識について、デジタル化推進による業績
への影響を示したものである。これを見ると、業
種にかかわらず、デジタル化に取り組むことに対
して積極的な文化が醸成されている企業は、デジ

タル化に取り組むことに対して抵抗感が強い企業
と比較して、デジタル化の取組が業績にプラスの
影響を及ぼした割合が高い傾向にあることが分か
る。

第2-2-41図 デジタル化に対する社内の意識別、デジタル化推進による業績への影響（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「積極的な⽂化がある」とは、「全社的にデジタル化に積極的に取り組む⽂化が定着している」⼜は「デジタル化に積極的に取り組
む⽂化が醸成されつつある」と回答した者を指す。ここでの「抵抗感の強い⽂化がある」とは、「デジタル化に取り組む⾵潮もあるが、抵抗感も強
い」⼜は「全社的にデジタル化に対する抵抗感が強い」と回答した者を指す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 積極的な⽂化がある (n=1,219)

抵抗感の強い⽂化がある (n=1,219)

建設業 積極的な⽂化がある (n=220)

抵抗感の強い⽂化がある (n=196)

情報通信業 積極的な⽂化がある (n=187)

抵抗感の強い⽂化がある (n=51)

卸売業・⼩売業 積極的な⽂化がある (n=385)

抵抗感の強い⽂化がある (n=347)

サービス業他 積極的な⽂化がある (n=467)

抵抗感の強い⽂化がある (n=422)

23.0%60.3%16.3%

55.9%40.0%

26.4%64.1%8.6%

55.6%40.8%

26.7%57.8%15.0%

52.9%45.1%

19.7%65.2%15.1%

55.0%41.5%

26.1%60.8%12.4%

58.8%36.5%

デジタル化に対する社内の意識別、デジタル化推進による業績への影響（業種別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-42図は、従業員規模別にデジタル化に
対する社内の意識について、デジタル化推進によ
る業績への影響を示したものである。これを見る
と、従業員規模にかかわらず、デジタル化の推進

に積極的な文化がある企業は、抵抗感が強い企業
と比較して、デジタル化の取組が業績にプラスの
影響を及ぼしていることが分かる。

第2-2-42図 デジタル化に対する社内の意識別、デジタル化推進による業績への影響（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「積極的な⽂化がある」とは、「全社的にデジタル化に積極的に取り組む⽂化が定着している」⼜は「デジタル化に積極的に取り組
む⽂化が醸成されつつある」と回答した者を指す。ここでの「抵抗感の強い⽂化がある」とは、「デジタル化に取り組む⾵潮もあるが、抵抗感も強
い」⼜は「全社的にデジタル化に対する抵抗感が強い」と回答した者を指す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0〜50⼈ 積極的な⽂化がある (n=828)

抵抗感の強い⽂化がある (n=909)

51〜300⼈ 積極的な⽂化がある (n=1,474)

抵抗感の強い⽂化がある (n=1,222)

301⼈以上 積極的な⽂化がある (n=174)

抵抗感の強い⽂化がある (n=109)

24.2%58.8%16.2%

59.4%36.0%

23.0%63.2%13.6%

54.7%41.7%

26.4%58.6%14.4%

45.9%50.5%

デジタル化に対する社内の意識別、デジタル化推進による業績への影響（従業員規模別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-43図は、デジタル化に対する社内の意
識と労働生産性との関係を示したものである。こ
れを見ると、全社的にデジタル化に積極的に取り
組む文化が定着している企業における労働生産性
の平均値が6,841千円/人と最も高く、次いで、
積極的に取り組む文化が醸成されつつある企業が

高い傾向にあることが分かる。全社的にデジタル
化に対する抵抗感が強い企業の労働生産性の平均
値は、全社的にデジタル化に積極的に取り組む文
化が定着している企業の約６割の水準となってい
る。

第2-2-43図 労働生産性の水準（デジタル化に対する社内の意識別）

6,841

6,528

5,583

4,050

労働⽣産性の⽔準（デジタル化に対する社内の意識別）

Ⅱ-231中小企業白書  2021

第2章　事業継続力と競争力を高めるデジタル化

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
4
節

第
5
節

02-2_中小2021_2部2章.indd   23102-2_中小2021_2部2章.indd   231 2021/06/23   8:43:432021/06/23   8:43:43



最後に、第2-2-44図は、デジタル化に対する
社内の意識別に、組織文化醸成に向けた取組を示
したものである。これを見ると、デジタル化に対
する社内の意識にかかわらず、「抵抗感が少ない
部分から徐々にITツール・システムを導入して
いる」企業が半数以上を占めていることが分か
る。

他方で、デジタル化に取り組むことに対して積

極的な文化が醸成されている企業は、「社内の各
層にデジタル化の目的・目標などを丁寧に説明し
ている」・「研修など、社員のITリテラシーを高
める取組を実施している」の割合が抵抗感の強い
企業と比べて高い傾向にある。社内での対話・コ
ミュニケーションを丁寧に実践し、デジタル化に
向けた土壌を築いていくことが重要であることが
示唆される。

第2-2-44図 デジタル化に対する社内の意識別、組織文化醸成に向けた取組

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.ここでの「デジタル化に取り組むことに対して積極的な⽂化が醸成されている」とは、「全社的にデジタル化に積極的に取り組む⽂化が定
着している」⼜は「デジタル化に積極的に取り組む⽂化が醸成されつつある」と回答した者を指す。「デジタル化に取り組むことに対して抵抗感が
強い」とは、「デジタル化に取り組む⾵潮もあるが、抵抗感も強い」⼜は「全社的にデジタル化に対する抵抗感が強い」と回答した者を指す。
2.複数回答のため合計が100％とならない。
3.各回答数(n)は以下のとおり。デジタル化に取り組むことに対して積極的な⽂化が醸成されている︓n=2,493、デジタル化に取り組むことに
対して抵抗感が強い︓n=2,263。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

抵抗感が少ない部分から徐々にITツール・
システムを導⼊している

社内ルールの⾒直しを⾏っている

社内の各層にデジタル化の⽬的・
⽬標などを丁寧に説明している

外部パートナーと連携している

研修など、社員のITリテラシーを⾼める取組
を実施している

IT⼈材を確保している

その他

58.2%

58.7%

34.9%

28.5%

28.1%

11.5%

23.4%

19.0%

22.6%

7.8%

14.3%

5.7%

2.1%

8.9%

デジタル化に対する社内の意識別、組織⽂化醸成に向けた取組

デジタル化に取り組むことに対して積極的な⽂化が醸成されている デジタル化に取り組むことに対して抵抗感が強い

以上、デジタル化に対する積極的な組織文化を
醸成し、自社内に浸透していくようデジタル化の
推進に向けて組織的に取り組んでいくことが重要
であることが示唆された。デジタル化に積極的な
組織文化の醸成に向けて、社内の丁寧なコミュニ

ケーションを実践していった例として、事例
2-2-10では、宿泊業において、デジタル化に対
する社内の不安を地道に取り除くことを重視し、
デジタル化に積極的に取り組む意識を浸透させて
いった事例を紹介している。
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従業員一人一人に寄り添い、
デジタル化に向けた意識改革の推進と
サービス品質の向上を実現した企業

所 在 地 宮城県仙台市
従業員数 240名
資 本 金 4,000万円
事業内容 宿泊業

松月産業株式会社

▲

デジタル化に向けて従業員一人一人を地道にサポート
宮城県仙台市の松月産業株式会社は、同市内に13店舗のビジネスホテルを展開する企業である。1996年に業務効率化を目的に

当時の全５店舗にサーバーを設置し、予約・顧客情報のデジタル管理システムを導入。しかし、紙文化や対面コミュニケーション
を重んじる仕来りが根付いていたために、デジタル化は思うように進まなかった。2010年時点でも従業員にはローマ字入力がお
ぼつかない者も数名いる状態であった。そこで、意識改革のためには地道な取組が必要だと考え、アルファベットの学習教材を用
意し、社長をはじめ、経営幹部自ら従業員にローマ字入力を一から教えるところから開始。さらに、Excelの使い方やシステムへ
の情報登録の方法などを従業員一人一人に丁寧に教育を実施した。紙文化に執着し反発する従業員も多数いたが、フロントを担当
する全従業員からデジタル化への不安要因を吸い上げ、200項目にもおよぶ要因を一つずつ解消していった。

▲

震災を機にクラウドサービスを導入するとともに、紙台帳からの脱却を図る
2011年３月、東日本大震災によって起きた通信障害により全13店舗のサーバーはダウンした。システム復旧までの約半年間は、

膨大な数の宿泊手配や伝票の仕分は手作業を強いられ、業務連絡の効率も著しく悪化した。システムの復旧・再構築においては、
従業員が宿泊客とのコミュニケーションなどホスピタリティ向上のためにより多くの時間を割けるように、単純作業の省力化を最
重視し、同年８月に全店舗のサーバーをクラウド化するシステムを構築。予約情報や顧客情報に加えて、経理関係の記録をデータ
ベースで一元管理できるようにし、紙台帳からの脱却を目指した。予約会計システムに関してはベンダーから核となる数名のス
タッフへの研修、その後各店舗管理者、現場スタッフへとノウハウを共有することにより短期間でのスキルの習得を図った。シス
テムの使い方に慣れない現場スタッフには、核となった数名のスタッフが個別指導を実施し、社内の ITリテラシーの底上げに取り
組んだ。日々の売上げを全従業員に共有できるようになり、全店舗の中で自店舗の売上げがどのレベルにあるか分かるようになっ
たことで競い合う意識が生まれ、売上げに貢献できることはないかとより能動的に動くスタッフが増えた。「意識改革を５、６年
以上地道に継続してきた結果、ITツールを積極的に活用しようという社内全体の意識に変わってきた」と田所寛章常務は実感する。

▲
全社的な意識改革により、サービス品質向上や業務効率化の動きが加速
フロントスタッフは宿泊客に合わせたきめ細やかな対応がしやすくなり、リピーター開拓も円滑に行えるようになった。ルーム

メイクスタッフは自分の時間当たりの清掃室数や１室当たりの不備件数が把握できるようになり、サービス品質向上や業務効率化
への意識がおのずと高まった。デジタル化のメリットを実感できるようになると、従業員から新たな ICT利活用の要望も出るよう
になった。現在では新たに ICT部門を設け、現場の要望を速やかにくみ取り、自動化する体制を整えた。現在は、経理担当からの
要望で給与の自動振込システムを、人事担当からの要望で自動勤怠管理システムを開発している。今後はチェックインや決済を自
動化した「無人ホテル」の計画もある。「自動化でコスト削減して低価格帯の宿泊プランも充実させ、多様な選択肢をお客様に提
案していく。」と同社の今中美恵社長は意気込む。

IT・デジタル化

事 例
2-2-10

ICT部門を統括する田所寛章常務取締役 仙台駅から徒歩８分の
「プレミアムグリーンヒルズ」

宿泊台帳のデジタル化によるフロント業務の
効率化
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2-2-9 試行錯誤を許容する組織風土の存在

本コラムでは、試行錯誤を許容する組織風土の存在傾向についてアンケート調査を用いて確認する。

コラム2-2-9①図は、経営者年齢別に試行錯誤を許容する組織風土を示したものである。これを見ると、経営者

年齢別に大きな差はないものの、30～40代以下の経営者は、当てはまると回答する割合が高いことが分かる。

コラム 2-2-9①図 試行錯誤を許容する風土の状況（経営者年齢別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30代以下 (n=165)

40代 (n=900)

50代 (n=1,390)

60代 (n=1,551)

70代以上 (n=805)

22.4%51.5%19.4%

19.1%54.3%18.1% 7.6%

22.5%50.7%16.8% 8.8%

10.1%22.4%52.6%13.3%

11.6%26.1%47.2%12.4%

試⾏錯誤を許容する⾵⼟の状況（経営者年齢別）

⼗分当てはまる
ある程度当てはまる

どちらとも⾔えない
あまり当てはまらない

全く当てはまらない

コラム2-2-9②図は、試行錯誤を許容する組織風土の有無別に、デジタル化推進による業績への影響を示したも

のである。これを見ると、試行錯誤を許容する組織風土がある企業は、試行錯誤を許容する組織風土が薄い企業

に比べて、プラスの影響を及ぼしたと回答する割合が６割強と高いことが分かる。

コ ラ ム
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コラム 2-2-9②図 デジタル化推進による業績への影響（試行錯誤を許容する組織風土の有無別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟がある」とは、試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟について「⼗分当てはまる」「ある程度当てはまる」、
「試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟は薄い」とは、「あまり当てはまらない」「全く当てはまらない」と回答した者を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

試⾏錯誤を許容する
組織⾵⼟がある (n=3,194)

試⾏錯誤を許容する
組織⾵⼟は薄い (n=513)

32.0%56.0%11.5%

55.8%38.4%

デジタル化推進による業績への影響（試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟の有無別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした

コラム2-2-9③図は、試行錯誤を許容する組織風土の有無別に、デジタル化の取組による効果を示したものであ

る。試行錯誤を許容する組織風土がある企業は、試行錯誤を許容する組織風土が薄い企業に比べて、効果が出た

割合が高いことが分かる。

コラム 2-2-9③図 デジタル化の取組による効果（試行錯誤を許容する組織風土の有無別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟がある」とは、試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟について「⼗分当てはまる」「ある程度当てはまる」、
「試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟は薄い」とは、「あまり当てはまらない」「全く当てはまらない」と回答した者を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

試⾏錯誤を許容する
組織⾵⼟がある (n=3,166)

試⾏錯誤を許容する
組織⾵⼟は薄い (n=504)

34.1%50.3%

16.1%38.3%32.5% 8.7%

デジタル化の取組による効果（試⾏錯誤を許容する組織⾵⼟の有無別）

⼗分に効果が出た
ある程度効果が出た

どちらとも⾔えない
あまり効果が出なかった

まったく効果が出なかった、取り組まなかった
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②経営者の積極的な関与

次に、デジタル化の推進に向けた経営者の関与
について見ていく。
第2-2-45図は、デジタル化の推進に対する経

営者の関与度について示したものである。これを

見ると、「経営者が積極的に関与している」とい
う企業が約３割存在していることが分かる。他方
で、システム部門や現場の責任者などに一任して
おり、経営者は関与していないという企業も約２
割に上ることが確認される。

第2-2-45図 デジタル化の推進に対する経営者の関与度

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,789) 20.1%48.0%31.9%

デジタル化の推進に対する経営者の関与度

経営者が積極的に関与している
経営者がある程度関与している
システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、経営者は関与していない

Ⅱ-236 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   23602-2_中小2021_2部2章.indd   236 2021/06/23   8:43:472021/06/23   8:43:47



第2-2-46図は、デジタル化の推進に対する経
営者の関与度別に、デジタル化推進による業績へ
の影響を示したものである。これを見ると、経営
者が積極的に関与している企業は、プラスの影響
を及ぼした割合が75.0％を占めていることが分

かる。
システム部門や現場の責任者などに一任し、経

営者は関与していない企業では、半数以上の企業
が「どちらとも言えない」と回答しており、業績
への寄与を実感できていないことが確認される。

第2-2-46図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化の推進に対する経営者の関与度別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営者が積極的に関与している (n=1,525)

経営者がある程度関与している (n=2,292)

システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、
経営者は関与していない (n=952)

24.4%56.8%18.2%

41.8%51.9%

56.9%39.5%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化の推進に対する経営者の関与度別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-47図は、業種別にデジタル化の推進に
対する経営者の関与度について、デジタル化推進
による業績への影響を示したものである。これを
見ると、業種にかかわらず、デジタル化の推進に
おいて、経営者が積極的に関与している企業は、

システム部門や現場の責任者などに一任し、経営
者は関与していない企業と比較して、業績にプラ
スの影響を及ぼしている割合が高い傾向にあるこ
とが分かる。

第2-2-47図 デジタル化の推進に対する経営者の関与度別、デジタル化推進による業績への影響
（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「積極的に関与」とは、「経営者が積極的に関与している」を指す。「ある程度関与」とは、「経営者がある程度関与している」を指す。「シス
テム部⾨などに⼀任」とは、「システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、経営者は関与していない」を指す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 積極的に関与 (n=786)

ある程度関与 (n=1,189)

システム部⾨などに⼀任 (n=486)

建設業 積極的に関与 (n=124)

ある程度関与 (n=196)

システム部⾨などに⼀任 (n=99)

情報通信業 積極的に関与 (n=106)

ある程度関与 (n=98)

システム部⾨などに⼀任 (n=34)

卸売業・⼩売業 積極的に関与 (n=224)

ある程度関与 (n=370)

システム部⾨などに⼀任 (n=140)

サービス業他 積極的に関与 (n=281)

ある程度関与 (n=425)

システム部⾨などに⼀任 (n=191)

22.6%57.8%18.8%

42.4%50.7%

60.3%36.0%

27.4%58.9%12.1%

38.3%57.1%

58.6%38.4%

17.9%60.4%20.8%

44.9%49.0%

41.2%55.9%

24.1%56.7%19.2%

40.3%53.8%

46.4%50.0%

31.0%51.6%17.1%

42.1%52.0%

58.1%38.2%

デジタル化の推進に対する経営者の関与度別、デジタル化推進による業績への影響（業種別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-48図は、従業員規模別にデジタル化の
推進に対する経営者の関与度について、デジタル
化推進による業績への影響を示したものである。
これを見ると、従業員規模にかかわらず、デジタ

ル化の推進において、経営者が積極的に関与して
いる企業は、業績にプラスの影響を及ぼしている
割合が高いことが分かる。

第2-2-48図 デジタル化の推進に対する経営者の関与度別、デジタル化推進による業績への影響
（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「積極的に関与」とは、「経営者が積極的に関与している」を指す。「ある程度関与」とは、「経営者がある程度関与している」を指す。「シス
テム部⾨などに⼀任」とは、「システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、経営者は関与していない」を指す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0〜50⼈ 積極的に関与 (n=579)

ある程度関与 (n=813)

システム部⾨などに⼀任 (n=364)

51〜300⼈ 積極的に関与 (n=853)

ある程度関与 (n=1,332)

システム部⾨などに⼀任 (n=525)

301⼈以上 積極的に関与 (n=83)

ある程度関与 (n=141)

システム部⾨などに⼀任 (n=59)

26.4%52.5%20.6%

47.5%47.0%

58.5%36.8%

23.3%59.8%16.1%

39.4%53.9%

55.8%41.3%

22.9%55.4%21.7%

31.2%61.7%

55.9%40.7%

デジタル化の推進に対する経営者の関与度別、デジタル化推進による業績への影響（従業員規模別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした

Ⅱ-239中小企業白書  2021

第2章　事業継続力と競争力を高めるデジタル化

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
4
節

第
5
節

02-2_中小2021_2部2章.indd   23902-2_中小2021_2部2章.indd   239 2021/06/23   8:43:482021/06/23   8:43:48



第2-2-49図は、デジタル化の推進に対する経
営者の関与度別に、デジタル化推進に向けた課題
の状況を示したものである。これを見ると、経営
者が積極的に関与している企業は、アナログな文

化・価値観の定着や明確な目的・目標が定まって
いないといった課題を課題として認識する割合が
低くなっていることが分かる。

第2-2-49図 デジタル化推進に向けた課題の状況（デジタル化の推進に対する経営者の関与度別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.デジタル化推進に向けた課題として回答の多かった上位２項⽬を記載している。
2.複数回答のため、合計は必ずしも100％にはならない。
3.各回答数(n)は以下のとおり。経営者が積極的に関与している︓n=1,527、システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、経営者は
関与していない︓n=963。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

経営者が積極的に関与している

システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、
経営者は関与していない

27.9%

48.4%

②明確な⽬的・⽬標が定まっていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

経営者が積極的に関与している

システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、
経営者は関与していない

39.5%

55.0%

①アナログな⽂化・価値観が定着している

デジタル化推進に向けた課題の状況（デジタル化の推進に対する経営者の関与度別）
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第2-2-50図は、デジタル化の推進に対する経
営者の関与度と労働生産性との関係を示したもの
である。これを見ると、経営者が積極的に関与し
ている企業における労働生産性の平均値が6,440
千円/人と最も高く、次いで、ある程度関与して

いる企業が高い傾向にあることが分かる。経営者
は関与せず、システム部門や現場の責任者などに
一任している企業の労働生産性の平均値は、経営
者が積極的に関与している企業の86.7％の水準
となっている。

第2-2-50図 労働生産性の水準（デジタル化の推進に対する経営者の関与度別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」、経済産業省「企業活動基本調査」再編加⼯
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。経営者が積極的に関与している︓n=632、経営者がある程度関与している︓n=1,036、システム部
⾨や現場の責任者などに⼀任しており、経営者は関与していない︓n=439。
2.労働⽣産性＝（営業利益+給与総額+減価償却費+福利厚⽣費+動産・不動産賃借料+租税公課）÷従業者合計。
3.2018年度時点の労働⽣産性の平均値を集計している。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

経営者が積極的に関与している

経営者がある程度関与している

システム部⾨や現場の責任者などに⼀任しており、
経営者は関与していない

6,440

6,100

5,581

労働⽣産性の⽔準（デジタル化の推進に対する経営者の関与度別）

(千円/⼈)

以上、デジタル化推進に向けた経営者の関与に
ついて確認した。デジタル化の推進に向けては、
全社的な意識を醸成するだけでなく、経営者が重
要な経営課題と捉えて、システム部門や現場の責
任者と連携しながら、自ら積極的に取り組んでい

くことが重要であることが示唆された。事例
2-2-11では、人材不足に悩む貸切りバス業にお
いて、経営者自らITツールを活用した新しいサー
ビスを開発し、デジタル化による他社との差別化
を図っている企業を紹介する。
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社長自らバスガイドに代わる
自動観光ガイドサービスを開発し、
他社との差別化を図った企業

所 在 地 富山県氷見市
従業員数 35名
資 本 金 1,500万円
事業内容 貸切バス、

タクシー、
国内旅行業

平和交通株式会社

▲

常に悩まされてきたバスガイドの人材問題
富山県氷見市の平和交通株式会社は、貸切バス・タクシー業、旅行業を営む企業。1950年の設立以来、富山県とその隣
県を主な運行エリアとして事業展開してきた同社は、バスガイド人材の問題に常に悩まされてきた。５月～11月の繁忙期
と長い冬の閑散期における需要の差が激しいために、人材確保の適正化が難しい。かつては10名程度の従業員バスガイド
がいたが、経営効率化を目指し派遣社員に頼る形にシフトしていった。2000年の規制緩和により貸切バスの新規参入が進
むと、バスの貸切代金は半額近くに下がる一方、バスガイドは高齢化と人材不足により人件費の高騰が続き、繁忙期には１
泊２日６～７万円もの派遣バスガイドの人件費が重荷になっていた。

▲

iPadを活用した独自のガイドシステムを開発
同社の山田真功社長は価格競争が激化した貸切バス業界において、このままでは働く人の労働環境を守れないと判断し、
サービスの付加価値を高め、価格競争から脱却する道を模索した。観光バスの文化を残すためにガイドを手助けするシステ
ムを導入したいとも考えた山田社長は、2012年にGPSを利用したシステムの開発に取り組んだ。取引のあったベンチャー
企業とともに、身近な端末である iPadで動かせるシステムを構想し、地元の ITベンダーに依頼。開発期間９か月間、費用
約250万円で完成させた。iPadのタッチ操作によって自動で車内モニターにリアルタイムの車窓風景にちなんだコンテンツ
が流れる。タイミングの良いアナウンスと映像がバスガイドの役割を補う形である。この自動ガイドシステム「タビ子」を、
取引のあった大手ツアー旅行会社にデモを行って売り込むと、ツアー採用された。バスガイドが同行しないツアーに活用さ
れ、乗客からは移動中も地元の観光情報が得られて楽しいと高評価を得た。２泊３日のツアーは通常の繁忙期でも１日の開
催は１件程度だったが、北陸新幹線の開業も重なり、１日に３件同時にツアーを開催する日も出るなど、年間で約200本受
注する大反響となった。

▲
他社との差別化を実現し価格競争に立ち向かう武器に
「タビ子」は他社との差別化を図るツールとなり、価格競争から脱却する武器になった。繁忙期のバスガイド同行ツアー
はバスガイドの高い人件費によって赤字になることさえあったが、そのようなツアーを無理に受注する必要がなくなり、山
田社長の心理的な負担も軽減した。そんな「タビ子」だが、2018年に運用を中止した。iPadのバージョンアップのたびに
掛かる改修費約100万円が負担となり、２回のバージョンアップへの対応後に見切りをつけた。山田社長は、この課題を解
決すべく新システムの開発に自ら取り組んだ。Excelの操作によるマクロVBAという以前から学習したプログラミング言語
にて社長業務と並行して開発作業を行い、ノートパソコンで動かせる「タビ子２」を約３か月間で完成させた。一部作業を
外注したものの、開発費はほぼ０円であり、バージョンアップや端末追加による費用も不要。「タビ子２」は2020年４月か
らの稼働予定が延期となっているが、コロナ後に向けてコンテンツの充実を図っている。「将来が見通しづらい状況にある
が、オンリーワンであるための努力を続け、需要回復にできることは全て行って備えたい。」と山田社長は前を見据える。

IT・デジタル化

事 例
2-2-11

貸切観光バス 「タビ子」の使用イメージ 「タビ子」の宣伝ツール
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２．デジタル化に向けた方針の策定
次に本項では、中小企業における組織的な行

動・取組として、デジタル化推進に向けた事業方
針とデジタル化の方針の策定について見ていく。

① 事業方針及びデジタル化の取組において重視す

る項目

第2-2-51図と第2-2-52図は、業種別に、事業
方針及びデジタル化の取組において最も重視する
項目を示したものである。第2-2-51図を見ると、

全産業では、事業方針においては、「新たな事
業・商品・サービスの創出・改善」が最も高く、
次いで「取引関係の構築・改善」、「組織管理体制
の見直し」となっている。

他方で、第2-2-52図を見ると、デジタル化の
取組においては、「経営判断・業務プロセスの効
率化、固定費の削減」が最も高く、社内改善の取
組が重視されている傾向が分かる。

第2-2-51図 事業方針において最も重視する項目（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業 (n=2,467)

建設業 (n=420)

情報通信業 (n=238)

運輸業,郵便業 (n=124)

卸売業 (n=523)

⼩売業 (n=213)

学術研究,専⾨・
技術サービス業 (n=81)

宿泊業,
飲⾷サービス業 (n=135)

⽣活関連サービス
業,娯楽業 (n=59)

その他業種 (n=497)

21.9%27.1%51.0%

21.3%25.7%53.0%

32.9%36.0%31.2%

11.8%35.3%52.9%

26.6%35.5%37.9%

15.7%33.8%50.5%

17.8%22.1%60.1%

18.5%23.5%58.0%

21.5%73.3%

32.2%15.3%52.5%

27.2%23.3%49.5%

事業⽅針において最も重視する項⽬（業種別）

新たな事業・商品・サービスの創出・改善 取引関係の構築・改善 組織管理体制の⾒直し

(n=4,757)
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第2-2-52図 デジタル化の取組において最も重視する項目（業種別）

47.8%11.1%36.1%

45.3%18.1%32.7%

56.0%30.3% 8.2%

37.4%53.4% 7.1%

53.2%40.5%

52.8%39.5%

46.9%46.4%

14.8%37.0%43.2%

47.4%47.4%

48.3%43.1%

54.1%35.2% 6.9%

デジタル化の取組において最も重視する項⽬（業種別）

第2-2-53図と第2-2-54図は、従業員規模別
に、事業方針及びデジタル化の取組において最も
重視する項目を示したものである。第2-2-53図
及び第2-2-54図を見ると、従業員数が多い企業
では、事業方針においては、「新たな事業・商
品・サービスの創出・改善」、デジタル化の取組
においては、「経営判断・業務プロセスの効率
化・固定費の削減」を重視する割合が高い傾向と

なっている。
従業員数が少ない企業では、事業方針において

は、「取引関係の構築・改善」、デジタル化の取組
においては、「新たな事業・製品・サービスの創
出・改善」を重視する割合が高い傾向にあり、事
業方針とデジタル化の取組において重視する項目
に違いが見られることが分かる。
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第2-2-53図 事業方針において最も重視する項目（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=540)

21〜50⼈ (n=1,227)

51〜100⼈ (n=1,481)

101〜300⼈ (n=1,228)

301⼈以上 (n=282)

20.4%35.7%43.9%

23.0%30.5%46.5%

22.5%26.2%51.3%

21.7%22.8%55.5%

17.7%19.5%62.8%

事業⽅針において最も重視する項⽬（従業員規模別）

新たな事業・商品・サービスの創出・改善
取引関係の構築・改善

組織管理体制の⾒直し

第2-2-54図 デジタル化の取組において最も重視する項目（従業員規模別）

39.5%50.7%

44.4%11.2%39.5%

48.5%12.4%34.6%

52.5%12.9%29.6%

53.9%30.9% 9.9%

デジタル化の取組において最も重視する項⽬（従業員規模別）
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②デジタル化の方針を含んだ事業方針の立案

第2-2-55図は、業種別にデジタル化の方針を
含んだ事業方針の立案について示したものであ
る。これを見ると、情報通信業を除くいずれの業

種においても、事業方針の中に、デジタル化の方
針・目標が含まれていない企業が半数以上を占め
ていることが分かる。

第2-2-55図 デジタル化の方針を含んだ事業方針の立案（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (n=2,471)

建設業 (n=419)

情報通信業 (n=238)

運輸業,郵便業 (n=124)

卸売業 (n=523)

⼩売業 (n=218)

学術研究,専⾨・
技術サービス業 (n=81)

宿泊業,
飲⾷サービス業 (n=137)

⽣活関連サービス
業,娯楽業 (n=58)

その他業種 (n=502)

59.2%40.8%

58.5%41.5%

42.0%58.0%

64.5%35.5%

50.9%49.1%

58.3%41.7%

53.1%46.9%

60.6%39.4%

63.8%36.2%

54.8%45.2%

デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の⽴案（業種別）

事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針･⽬標が含まれている 事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針･⽬標が含まれていない

第2-2-56図は、従業員規模別にデジタル化の
方針を含んだ事業方針の立案について示したもの
である。これを見ると、従業員数が多い企業ほ

ど、事業方針の中に、デジタル化の方針・目標が
含まれている企業が増加していく傾向にあること
が分かる。
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第2-2-56図 デジタル化の方針を含んだ事業方針の立案（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=547)

21〜50⼈ (n=1,230)

51〜100⼈ (n=1,482)

101〜300⼈ (n=1,229)

301⼈以上 (n=282)

64.0%36.0%

63.7%36.3%

57.8%42.2%

50.1%49.9%

41.5%58.5%

デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の⽴案（従業員規模別）

事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・⽬標が含まれている 事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・⽬標が含まれていない

第2-2-57図は、経営者年齢別にデジタル化の
方針を含んだ事業方針の立案について示したもの
である。これを見ると、経営者の年齢が若い企業

ほど、事業方針の中に、デジタル化の方針・目標
が含まれている企業の割合が高い傾向となってい
ることが分かる。

第2-2-57図 デジタル化の方針を含んだ事業方針の立案（経営者年齢別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30代以下 (n=165)

40代 (n=897)

50代 (n=1,385)

60代 (n=1,544)

70代以上 (n=794)

52.7%47.3%

53.7%46.3%

55.7%44.3%

58.0%42.0%

62.2%37.8%

デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の⽴案（経営者年齢別）

事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・⽬標が含まれている 事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・⽬標が含まれていない
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第2-2-58図は、デジタル化の方針を含んだ事
業方針の有無別に、デジタル化推進による業績へ
の影響を示したものである。これを見ると、事業
方針の中に、デジタル化の方針・目標が含まれて
いる企業は、プラスの影響を及ぼした割合が

75.9％を占めていることが分かる。
事業方針の中に、デジタル化の方針・目標が含

まれていない企業では、半数以上の企業が「どち
らとも言えない」と回答しており、業績への寄与
を実感できていないことが確認される。

第2-2-58図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化の方針を含んだ事業方針の有無別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・
⽬標が含まれている (n=2,055)

事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・
⽬標が含まれていない (n=2,706)

23.5%61.4%14.5%

51.5%42.9%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の有無別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-59図は、業種別にデジタル化の方針を
含んだ事業方針の有無について、デジタル化推進
による業績への影響を示したものである。これを
見ると、業種にかかわらず、事業方針の中にデジ

タル化の方針が含まれている企業は、デジタル化
の取組が業績にプラスの影響を及ぼしている割合
が高い傾向にあることが分かる。

第2-2-59図 デジタル化の方針を含んだ事業方針の有無別、デジタル化推進による業績への影響
（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「含まれている」とは、「事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針･⽬標が含まれている」を指す。「含まれていない」とは、「事業⽅針の中に、デジ
タル化の⽅針･⽬標が含まれてない」を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 含まれている (n=1,006)

含まれていない (n=1,449)

建設業 含まれている (n=174)

含まれていない (n=243)

情報通信業 含まれている (n=138)

含まれていない (n=100)

卸売業・⼩売業 含まれている (n=347)

含まれていない (n=389)

サービス業他 含まれている (n=382)

含まれていない (n=513)

22.7%60.6%16.0%

51.8%42.4%

26.4%64.4%8.0%

49.4%45.3%

19.6%62.3%17.4%

50.0%45.0%

23.1%61.7%15.3%

48.8%46.8%

25.9%61.3%12.3%

54.2%39.8%

デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の有無別、デジタル化推進による業績への影響（業種別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした

Ⅱ-249中小企業白書  2021

第2章　事業継続力と競争力を高めるデジタル化

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
4
節

第
5
節

02-2_中小2021_2部2章.indd   24902-2_中小2021_2部2章.indd   249 2021/06/23   8:43:552021/06/23   8:43:55



最後に、第2-2-60図は、デジタル化の方針を
含んだ事業方針の立案と労働生産性との関係を示
したものである。これを見ると、事業方針の中に

デジタル化の方針・目標が含まれている企業の労
働生産性の水準は高い傾向にあることが分かる。

第2-2-60図 労働生産性の水準（デジタル化の方針を含んだ事業方針の有無別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」、経済産業省「企業活動基本調査」再編加⼯
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。事業⽅針の中に、デジタル化の⽅針・⽬標が含まれている︓n=966、事業⽅針の中に、デジタル化の⽅
針・⽬標が含まれていない︓n=1,142。
2.労働⽣産性＝（営業利益+給与総額+減価償却費+福利厚⽣費+動産・不動産賃借料+租税公課）÷従業者合計。
3.2018年度時点の労働⽣産性の平均値を集計している。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

事業⽅針の中に、
デジタル化の⽅針・
⽬標が含まれている

事業⽅針の中に、
デジタル化の⽅針・
⽬標が含まれていない

6,321

5,807

労働⽣産性の⽔準（デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の有無別）

(千円/⼈)

以上、デジタル化を個別の取組として捉えるの
ではなく、デジタル化の方針・目標を明確化し、
事業方針の中に位置づけ、戦略的に取り組んでい
くことが重要であると示唆された。事例2-2-12

では、IoTシステムを独自に構築することに取り
組んだことで、社内の生産性向上と新たな事業の
柱とすることに成功した例を紹介する。
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I/O コンバーター機器の自社開発を方針として掲げ、
IoT システムの構築により、
生産性向上と新規事業の展開につなげた企業

所 在 地 東京都調布市
従業員数 60名（国内）
資 本 金 １億円
事業内容 その他の生産用機

械・同部分品製造
業

協栄プリント技研株式会社

▲

IoTシステム開発に成功も、機器導入コストがハードルに
東京都調布市の協栄プリント技研株式会社は、プレス金型製造や微細加工部品製造を手掛ける企業。自社に合った IoTの
導入を模索する中、2016年から本業に親和性のある工作機械をプラットフォームにしたシステム構築に取り組んだ。シス
テム構築に当たっては、ファナック株式会社の IoTプラットフォーム「MT-LINKi」をベースに開発した。しかし、開発した
システムを工場で運用するには工作機械１台に対しおよそ10万円の I/Oコンバーター機器が必要となり、100台の工作機械
をつなげば、相当な金額になってしまうことが当初の課題であった。

▲

安価な IoT機器を自社開発し、社内の大幅な生産性向上を実現
そこで、小林明宏社長は「汎用品とは異なり機能を絞ることで安価にする」との方針を掲げ、I/Oコンバーター機器の自
社開発に乗り出した。コスト面から着目したのは海外生産で、同社の工場がある中国・ベトナムを軸に検討。社内の技能実
習生からの情報を基に、ベトナム企業との協業に踏み切り、I/Oコンバーター機器の自社開発を実現した。同社が構築した
IoTシステムは「KPG IoTソリューション」と名付け、2020年８月に本社工場・中部工場（岐阜県海津市）・大阪サテライ
ト（大阪府泉佐野市）・ベトナムのハノイ工場に導入し、仮想私設網（VPN）接続。社内ネットワークに接続すれば、これ
ら工場の機械稼働状況を見ることができるようになった。導入に合わせ、生産管理ソフトウェアの刷新・CAD/CAMシステ
ムのカスタマイズも行い、2017年上期は会社全体の残業時間が2,170時間だったものが、2019年上期には1,331時間にま
で減少した。

▲

外販に取り組んでいくことで、新たな事業の柱に
自社の成功体験を基に、同社では、多くの中小製造業で活用されている汎用機や旧型の制御器を搭載している装置にも対
応可能な同ソリューションを新規事業として立ち上げた。工作機械20台100人規模の工場での導入コストを100万円以下
に抑えることで、当面は国内・東南アジアへの拡販に力を入れている。自社の IoTシステム導入コスト削減のために開発し
た製品だったが、現在はこうして新たな収益源にもなっている。
現在、同社では機械をつなぐ・見える化までの IoTシステム構築に続いて、集めたデータを分析、生産改善への活用、更

にトラブル予防に役立てる機械学習モデルの構築に取り組む。工作機械の異常検知を目的として、ソフトウェア関連のメー
カーとも協業を始めた。同社が最終的に目標としているのは生産ラインの無人化で、2021年度からは協働ロボットを導入
する予定。自社でシステム構築を実現したことについて、「社内に新しいことに楽しんで取り組む風土があり、ITに関する
知識もそれぞれの社員が率先して勉強している。今後は資格を持った人材も積極的に採用し、機械学習モデルの開発を進め
ていきたい。」と小林社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-12

I/Oコンバーター機器OPCUA サーバー I/Oコンバーター機器コントローラ 工作機械ごとの稼働状況、アラームを表示し、
リアルタイムに稼働状況を監視可能
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2-2-10 デジタル化の必要性を感じたきっかけ

本コラムでは、デジタル化の必要性を感じたきっかけについてアンケート調査を用いて確認する。

コラム2-2-10①図は、業種別にデジタル化の必要性を感じたきっかけを示したものである。これを見ると、デ

ジタル化の必要性を感じたきっかけとして、業種を問わず、「経営課題の解決、経営目標の達成のため」が最も多

い要因となっていることが分かる。また、建設業では「取引先から要請・要望があったため」、運輸業・郵便業で

は「法規制に対応するため」といった外的な要因も高くなっている。

コラム 2-2-10①図 デジタル化の必要性を感じたきっかけ（業種別）

76.1%

63.3%

81.9%

57.1%

78.5%

71.2%

77.8%

76.6%

64.4%

69.9%

25.6%

43.1%

31.9%

19.8%

26.5%

21.0%

35.8%

11.7%

18.6%

18.5%

22.0%

18.1%

28.6%

11.0%

15.5%

16.0%

16.8%

18.6%

19.3%

9.2% 4.8%

7.1%

3.8%

4.8%

4.4%

7.3%

6.2%

9.5%

6.8%

7.7%

デジタル化の必要性を感じたきっかけ（業種別）

コラム2-2-10②図は、取引先属性別にデジタル化の必要性を感じたきっかけを示したものである。これを見る

と、取引先にかかわらず、「自社の経営課題の解決、経営目標の達成のため」が７割強を占めていることが分かる。

他方で、BtoBの企業では、取引先がきっかけとなっている割合が高い傾向にあることが確認される。

コ ラ ム
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コラム 2-2-10②図 デジタル化の必要性を感じたきっかけ（取引先属性別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。BtoB（主に⼤企業）︓n=1,916、BtoB（主に中⼩企業）︓n=2,224、BtoC︓n=596。
2.複数回答のため合計が100％とならない。
3.必要性を感じていないと回答した者は除く。

経営課題の解決、
経営⽬標の達成のため

取引先から要請・
要望があったため 法規制に対応するため ⾦融機関や⼠業などの⽀援機

関から指摘があったため

0% 50% 100% 0% 50% 100% 0% 50% 100% 0% 50% 100%

BtoB（主に⼤企業）

BtoB（主に中⼩企業）

BtoC

76.7%

73.4%

72.1%

30.5%

25.0%

16.8%

12.2%

12.7%

18.1%

5.1%

5.3%

7.4%

デジタル化の必要性を感じたきっかけ（取引先属性別）

コラム2-2-10③図は、経営者年齢別にデジタル化の必要性を感じたきっかけを示したものである。これを見る

と、経営者が若いほど、デジタル化の必要性を感じたきっかけとして、「経営課題の解決、経営目標の達成のため」

と挙げる割合が高い傾向にあることが分かる。

コラム 2-2-10③図 デジタル化の必要性を感じたきっかけ（経営者年齢別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。40代以下︓n=1,067、50代︓n=1,391、60代︓n=1,552、70代以上︓n=805。
2.複数回答のため合計が100％とならない。
3.必要性を感じていないと回答した者は除く。

経営課題の解決、
経営⽬標の達成のため 取引先から要請・要望があったため 法規制に対応するため ⾦融機関や⼠業などの⽀援機関

から指摘があったため

0% 50% 100% 0% 50% 100% 0% 50% 100% 0% 50% 100%

40代以下

50代

60代

70代以上

81.5%

75.3%

71.8%

66.2%

19.4%

27.3%

28.6%

27.8%

10.8%

12.9%

15.3%

13.3%

3.9%

5.4%

5.7%

7.5%

デジタル化の必要性を感じたきっかけ（経営者年齢別）
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３．デジタル化推進に向けた組織づくり
本項では、中小企業におけるデジタル化推進に

向けた組織づくりについて、社内の推進体制と社
外との連携・協業という観点から見ていく。

①社内の推進体制構築

第2-2-61図は、デジタル化に向けた社内の推

進体制を示したものである。これを見ると、約半
数の企業は全社的にデジタル化を推進しているこ
とが分かる。他方で、３分の１以上の企業は、部
署単位でデジタル化を推進している。

第2-2-61図 デジタル化に向けた社内の推進体制

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,808) 16.2%36.7%47.2%

デジタル化に向けた社内の推進体制

全社的に推進している 部署単位で推進している 推進していない

Ⅱ-254 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   25402-2_中小2021_2部2章.indd   254 2021/06/23   8:43:592021/06/23   8:43:59



第2-2-62図は、デジタル化に向けた社内の推
進体制別に、デジタル化推進による業績への影響
を示したものである。これを見ると、全社的にデ
ジタル化を推進している企業は、プラスの影響を
及ぼした割合が76.6％を占めていることが分か

る。
部署単位で推進している企業では、４割強の企

業が「どちらとも言えない」と回答しており、業
績への寄与を実感できていないことが確認され
る。

第2-2-62図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化に向けた社内の推進体制別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全社的に推進している (n=2,263)

部署単位で推進している (n=1,760)

推進していない (n=752)

23.0%61.0%15.6%

43.6%51.6%

78.6%18.8%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化に向けた社内の推進体制別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした
どちらとも⾔えない

ある程度マイナスの影響を及ぼした
⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-63図は、業種別にデジタル化に向けた
社内の推進体制について、デジタル化推進による
業績への影響を示したものである。これを見る

と、業種にかかわらず、全社的にデジタル化を推
進している企業は、業績にプラスの影響を及ぼし
ている割合が高い傾向にあることが分かる。

第2-2-63図 デジタル化に向けた社内の推進体制別、デジタル化推進による業績への影響（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)デジタル化を推進している体制として、「デジタル化を推進していない」と回答した者は除いている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 全社的に推進している (n=1,074)

部署単位で推進している (n=986)

建設業 全社的に推進している (n=202)

部署単位で推進している (n=157)

情報通信業 全社的に推進している (n=171)

部署単位で推進している (n=59)

卸売業・⼩売業 全社的に推進している (n=377)

部署単位で推進している (n=250)

サービス業他 全社的に推進している (n=428)

部署単位で推進している (n=302)

19.9%61.6%17.8%

45.1%50.1%

27.7%61.9%

38.9%57.3%

24.6%59.6%15.2%

45.8%49.2%

24.1%60.7%14.9%

40.8%54.8%

26.9%59.3%13.3%

43.0%51.7%

デジタル化に向けた社内の推進体制別、デジタル化推進による業績への影響（業種別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-64図は、従業員規模別にデジタル化に
向けた社内の推進体制について、デジタル化推進
による業績への影響を示したものである。これを

見ると、従業員規模にかかわらず、全社的にデジ
タル化を推進している企業は、業績にプラスの影
響を及ぼしている割合が高いことが分かる。

第2-2-64図 デジタル化に向けた社内の推進体制別、デジタル化推進による業績への影響（従業員
規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「推進していない」とは、「デジタル化を推進していない」を指す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0〜50⼈ 全社的に推進している (n=770)

部署単位で推進している (n=619)

推進していない (n=374)

51〜300⼈ 全社的に推進している (n=1,335)

部署単位で推進している (n=1,019)

推進していない (n=354)

301⼈以上 全社的に推進している (n=146)

部署単位で推進している (n=118)

推進していない (n=19)

24.9%56.5%17.9%

42.6%52.5%

80.7%16.3%

22.5%63.1%14.0%

44.0%51.3%

76.0%21.8%

18.5%64.4%16.4%

44.9%50.8%

84.2%15.8%

デジタル化に向けた社内の推進体制別、デジタル化推進による業績への影響（従業員規模別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-65図は、デジタル化に向けた社内の推
進体制別に、デジタル化推進に向けた課題の状況
を示したものである。全社的に推進している企業

は、アナログな文化・価値観の定着や明確な目
的・目標が定まっていないといった課題を認識す
る割合が低いことが分かる。

第2-2-65図 デジタル化推進に向けた課題の状況（デジタル化に向けた社内の推進体制別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。全社的に推進している︓n=2,251、部署単位で推進している︓n=1,756。
2.デジタル化推進に向けた課題として回答の多かった上位２項⽬を記載している。
3.複数回答のため、合計は必ずしも100％にはならない。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全社的に推進している

部署単位で推進している

30.7%

44.5%

②明確な⽬的・⽬標が定まっていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全社的に推進している

部署単位で推進している

40.1%

52.4%

①アナログな⽂化・価値観が定着している

デジタル化推進に向けた課題の状況（デジタル化に向けた社内の推進体制別）
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最後に、第2-2-66図は、デジタル化に向けた
社内の推進体制と労働生産性との関係を示したも
のである。これを見ると、全社的にデジタル化を
推進している企業における労働生産性の平均値が

6,690千円/人と最も高い傾向にあることが分か
る。部署単位でデジタル化を推進している企業の
労働生産性の平均値は、全社的にデジタル化を推
進している企業の83.3％の水準となっている。

第2-2-66図 労働生産性の水準（デジタル化に向けた社内の推進体制別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」、経済産業省「企業活動基本調査」再編加⼯
(注)1.各回答数(n)は以下のとおり。全社的に推進している︓n=1,055、部署単位で推進している︓n=786、デジタル化を推進していない
︓n=270。
2.労働⽣産性＝（営業利益+給与総額+減価償却費+福利厚⽣費+動産・不動産賃借料+租税公課）÷従業者合計。
3.2018年度時点の労働⽣産性の平均値を集計している。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

全社的に推進している

部署単位で推進している

デジタル化を推進していない

6,690

5,575

5,228

労働⽣産性の⽔準（デジタル化に向けた社内の推進体制別）

(千円/⼈)

以上、デジタル化の推進に向けた社内の推進体
制について確認した。デジタル化の推進に向けて
は、個別の部署単位で取り組むのではなく、組織
全体で一丸となり推進していくことが重要である
と示唆された。事例2-2-13では、IoTの活用に

よる改善の意識を全社的に浸透させていった結
果、生産性向上に成功し、その経験を基に、他社
のデジタル化に向けた指導・助言に取り組んでい
る例を紹介している。
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改善活動と IoT 活用により生まれ変わり、
自社のノウハウを基に
中小製造業向けコンサルティングを展開する企業

所 在 地 愛知県碧南市
従業員数 16名
資 本 金 100万円
事業内容 情報サービス業・

輸送用機械器具製
造業

i Smart Technologies株式会社・旭鉄工株式会社

▲

新たなことに挑戦するには人材が不足
愛知県碧南市の i Smart Technologies株式会社は中小製造業向けに IoTシステムのコンサルティングを行う企業で、自動車部品を製造す

る旭鉄工株式会社（従業員数439名、資本金2,700万円）を母体とする。両社の社長を務める木村哲也氏は21年にわたって大手自動車メー
カーで車両運動性能の先行・製品開発やトヨタ生産方式の実践などに従事し、2013年に旭鉄工に転籍した。当時の旭鉄工は「企業体が古
い体質で、昭和で時間が止まっていた。製造ラインの生産性の向上が急務の課題であったが、新たなことに挑戦する風土はなかったし、人
材も不足していた」と木村社長は振り返る。

▲

スモールスタートを意識し、データに基づく改善活動を実施
そこで、旭鉄工では IoTを活用することで、人手を掛けずに改善活動に取り組もうと考え、IoTモニタリングシステムの開発から現場の

改善活動と人材育成を図る特別チームとして「ものづくり改革室」を創設。木村社長自ら陣頭指揮を執った。まず製造ラインに IoTモニタ
リングシステムを組み込み、生産設備の停止時間やサイクルタイム、生産個数のデータを収集することから始めた。そのデータをいかした
改善活動を進めるためにはそれだけでは足りない。当時は、知識や情報が属人化されており、「どんなラインでどんなカイゼン活動を行っ
たか」という改善の事例に関する情報が紙でファイリングされるなど検索性が低く、従業員全体に共有されていなかった。そこで、改善が
必要な生産ラインのそばに「カイゼンボード」を設置して掲示。現場のスタッフが毎日定刻にカイゼンボード前に集まりPDCAを回して
いく、ラインストップミーティングを実施した。また、知識や事例をリスト化し従業員全体に共有したことで、過去事例のノウハウの横展
開も容易になり、改善が一層進んだ。改善活動を進めていく上では、少人数で小さな実績を積み上げ、次第に社内全体に改善活動の意識が
波及していくよう気を配った。これらの取組により、社内全体でデータと知識と事例を積極的に共有・活用していく意識が定着した。この
取組を全社的に推進した結果、100の製造ラインで生産性が平均43％向上。最も改善効果が高かったラインでは280％の生産性向上を実
現。労務費は年々下がり、取組から３年で10％以上を削減できた。また、製造ラインの６割が IoT化され、スマートフォンの操作で稼働状
況や問題点が抽出できるようになっている。

▲
改善のコンサルティングを提供し、多くの会社で生産性向上を実現
こうした旭鉄工におけるノウハウと豊富な成功事例を他社の生産性向上活動にいかすため、中小製造業を対象に IoTシステムの提供とコ

ンサルティングを手掛ける i Smart Technologiesを2016年に設立した。同社では生産設備の停止時間やサイクル時間を短縮し、生産効率
を高めるために可視化できる IoT監視システム「iXacs」を2019年に開発。同システムはスマートフォンなどでの単純操作により、特別な
IT知識や技術は必要なく、中小企業における導入コストの低減と、すぐに成果が現れることを意識した。「iXacs」によるサービスのほか、
システム開発のチームと現場改善のチームが一体となり、改善に必要な知識や活動のコンサルティングを提供。現在では200社以上の導入
実績を誇る。また、遠隔で製造ラインの稼働データが見える利点をいかし、感染症流行に対応したオンラインでのコンサルティングも始
まっている。「生産性向上を実現するツール、ノウハウは日々進化している。生産性向上をより多くの会社で実現したい」と木村社長は語
る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-13

「iXacs」により人作業の検査工程工数を低減 センサーとクラウドを活用したシステムを構築
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②社外との共創による中小企業のデジタル化推進

次に社外との連携・協業の取組について見てい
く。ここでは、中小企業のデジタル化に向けた有
力な社外の存在と考えられるITベンダー、外部
パートナー、公的支援機関の３者の観点から連
携・協業の現状を分析する。

（１）ITベンダーの活用
まず、ITベンダーの活用について見ていく。

第2-2-67図は、業種別にITベンダーの活用状況
を示したものである。これを見ると、全産業の
56.0％がITベンダーを活用したことがあると分
かる。

活用したことがある企業の割合は、「卸売業」が
最も高くなっているが、「宿泊業,サービス業」で
は、約３社に１社の企業にとどまっており、業種
間で活用状況に差が生じていることが確認される。

第2-2-67図 ITベンダーの活用状況（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業 (n=2,422)

建設業 (n=415)

情報通信業 (n=236)

運輸業,郵便業 (n=122)

卸売業 (n=516)

⼩売業 (n=207)

学術研究,専⾨・
技術サービス業 (n=80)

宿泊業,
飲⾷サービス業 (n=134)

⽣活関連サービス
業,娯楽業 (n=59)

その他業種 (n=487)

44.0%56.0%

42.2%57.8%

49.4%50.6%

40.7%59.3%

57.4%42.6%

32.2%67.8%

46.9%53.1%

43.8%56.3%

65.7%34.3%

62.7%37.3%

49.3%50.7%

ITベンダーの活⽤状況（業種別）

活⽤したことがある 活⽤したことはない

(n=4,678)
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第2-2-68図は、取引先属性別にITベンダーの
活用状況を示したものである。これを見ると、

BtoBの企業はBtoCの企業と比較して、活用した
ことがある割合が高い傾向にあることが分かる。

第2-2-68図 ITベンダーの活用状況（取引先属性別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

BtoB（主に⼤企業） (n=1,884)

BtoB（主に中⼩企業） (n=2,159)

BtoC (n=583)

40.1%59.9%

44.8%55.2%

51.6%48.4%

ITベンダーの活⽤状況（取引先属性別）

活⽤したことがある 活⽤したことはない

第2-2-69図は、従業員規模別にITベンダーの
活用状況を示したものである。これを見ると、従
業員規模の大きい企業ほど、活用したことがある
割合が高い傾向にあり、301 人以上の企業では

75.6％を占めている。
20人以下の企業では、301人以上の企業の半

数以下の割合（34.9％）にとどまることが分かる。

第2-2-69図 ITベンダーの活用状況（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=533)

21〜50⼈ (n=1,197)

51〜100⼈ (n=1,461)

101〜300⼈ (n=1,208)

301⼈以上 (n=279)

65.1%34.9%

53.3%46.7%

41.6%58.4%

32.8%67.2%

24.4%75.6%

ITベンダーの活⽤状況（従業員規模別）

活⽤したことがある 活⽤したことはない
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第2-2-70図は、ITベンダー活用の成果を示し
たものである。これを見ると、約８割の企業が一

定の成果を感じていることが分かる。

第2-2-70図 ITベンダー活用の成果

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ITベンダーの活⽤状況として「活⽤したことがある」と回答した者を対象としている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=2,620) 17.6%66.8%11.5%

ITベンダー活⽤の成果

⼗分に成果が出た
ある程度成果が出た

どちらとも⾔えない
あまり成果が出なかった

まったく成果が出なかった

第2-2-71図は、ITベンダーが取引先・支援先
である企業側から求められていると考える能力・
技量を示したものである。これを見ると、「業務

プロセスの改善提案」を挙げる割合が最も高いこ
とが分かる。

第2-2-71図 取引・支援先から求められていると考える能力・技量

資料︓中⼩企業庁経営⽀援部調べ
(注)1.スマートSMEサポーター（認定情報処理⽀援機関）に聞いた内容を基に集計。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

業務プロセスの改善提案

システムの導⼊コストの安さ

求める機能の着実な実現

ITを含めた経営戦略全般に関する
提案

保守・運⽤の能⼒

既存システムの改善提案

新規技術の活⽤・導⼊提案

61.7%

56.0%

55.0%

52.3%

50.7%

44.0%

39.0%

取引・⽀援先から求められていると考える能⼒・技量

(n=296)
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第2-2-72図は、ITベンダーに対して求める能
力を示したものである。これを見ると、「保守・
運用の能力」が最も高く、次いで「求める機能の
着実な実現」、「システムの導入コストの安さ」の
割合が高いことが分かる。

第2-2-71図と比較すると、中小企業側とITベ
ンダー側との間に認識のずれがあり、中小企業と
ITベンダー側が求める提案にミスマッチが生じ
ている可能性が考えられる。

第2-2-72図 ITベンダーに対して求める能力

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.ITベンダーの活⽤状況として、「活⽤したことがある」と回答した者について集計している。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

保守・運⽤の能⼒

求める機能の着実な実現

システムの導⼊コストの安さ

業務プロセスの改善提案

既存システムの改善提案

新規技術の活⽤・
導⼊提案

ITを含めた経営戦略全般
に関する提案

その他

66.5%

66.0%

60.5%

49.8%

45.3%

27.6%

14.9%

0.6%

ITベンダーに対して求める能⼒

(n=2,627)
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第2-2-73図は、従業員規模別に中小企業がIT
ベンダーに求める能力を示したものである。これ
を見ると、上位３項目はいずれも大きな差異はな
いが、従業員規模の多い企業ほど「業務プロセス
の改善提案」や「既存システムの改善提案」など

踏み込んだ提案を求めている傾向にあることが分
かる。従業員規模の多い企業は、社外のITベン
ダーからの提案も踏まえ、業務プロセスや既存シ
ステムなどの見直しを含んだデジタル化を推進し
ていく考えにある傾向が示唆される。

第2-2-73図 ITベンダーに対して求める能力（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.ITベンダーの活⽤状況として、「活⽤したことがある」と回答した者について集計している。
2.各回答数(n)は以下のとおり。0〜50⼈︓n=745、51〜100⼈︓n=853、101〜300⼈︓n=812、301⼈以上︓n=211。
3.複数回答のため合計が100％とならない。

0〜50⼈ 51〜100⼈ 101〜300⼈ 301⼈以上

0% 20% 40% 60% 0% 20% 40% 60% 0% 20% 40% 60% 0% 20% 40% 60%

保守・運⽤の能⼒

求める機能の着実な
実現

システムの導⼊コスト
の安さ

業務プロセスの改善
提案

既存システムの改善
提案

新規技術の活⽤・
導⼊提案

ITを含めた経営戦略
全般に関する提案

その他

64.6%

63.4%

59.2%

44.2%

41.2%

23.4%

11.5%

0.5%

67.1%

64.9%

59.4%

51.0%

46.3%

27.1%

15.4%

0.9%

67.7%

68.0%

62.3%

50.9%

46.7%

29.6%

15.1%

0.4%

66.8%

71.6%

63.0%

61.1%

49.8%

37.4%

23.2%

0.5%

ITベンダーに対して求める能⼒（従業員規模別）
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第2-2-74図は、従業員規模別にITベンダー側
の課題を示したものである。これを見ると、従業
員20人以下では、販売チャネルや収益化の難し
さを挙げる割合が高いことが分かる。

従業員21人以上では、ユーザー目線での課題分
析やニーズ把握に関する能力不足など顧客への価
値提供を課題に感じる企業も一定数存在している。

第2-2-74図 ITベンダー側の課題（従業員規模別）

57.4%

49.7%

21.3%

14.8%

9.8%

44.7%

43.9%

32.5%

38.6%

14.0%

ITベンダー側の課題（従業員規模別）

第2-2-75図は、従業員規模別にITベンダー側
の人材面での課題を示したものである。これを見
ると、従業員 20 人以下では、「IT 人材を採用・

育成する体制が整っていない」、従業員21人以上
では、「人材難によりIT人材を採用できていない」
といった課題を抱えていることが分かる。

第2-2-75図 ITベンダー側の人材面での課題（従業員規模別）

資料︓中⼩企業庁経営⽀援部調べ
(注)1.スマートSMEサポーター（認定情報処理⽀援機関）に聞いた内容を基に集計。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

従業員数20⼈以下 従業員数21⼈以上

0% 20% 40% 60% 0% 20% 40% 60%

IT⼈材を採⽤・
育成する体制が整っていない

⼈材難によりIT⼈材を採⽤できて
いない

IT⼈材に向けた魅⼒的な処遇が
設定できない

IT⼈材を採⽤・
育成する⽅法がわからない

41.5%

35.0%

32.8%

6.6%

45.6%

53.5%

35.1%

7.9%

ITベンダー側の⼈材⾯での課題（従業員規模別）
(n=183) (n=108)
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以上、ITベンダーの活用について一定の成果
を感じる企業が多いものの、企業側の求める能力
とITベンダー側が求められていると認識してい
る能力について認識のずれが生じていることや、
IT ベンダー側の課題について確認した。事例
2-2-14では、中小企業共通 EDI17の導入推進に

よりサプライチェーン全体でのデジタル化に取り
組む企業と導入を支援したITベンダーの例を紹
介している。また、事例2-2-15のように、体験
型ラボの開設を通じて、自社製品・サービスの提
案による新たな顧客獲得と地域のデジタル化推進
への貢献を目指している企業も存在する。

 17 Electronic Data Interchange（電子データ交換）
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中小企業共通 EDI の使い勝手の良さや
導入メリットを説明し、
発注先企業 50 社超のデジタル化を実現した企業

所 在 地 高知県高知市／
愛知県名古屋市

従業員数 294名／58名
資 本 金 １億円／１億円
事業内容 機械器具卸売業／

情報サービス業

宮地電機株式会社／株式会社グローバルワイズ

▲

EDIの必要性を感じるも取引先企業との連携や開発費用がネックに
高知県高知市の電気工事資材専門商社である宮地電機株式会社では、日常的に取引先への大量の発注業務が発生する。2000年頃、同

社でシステム開発を担当する経営管理室の中田和広氏は、それまでのFAXや電話による発注に替えて、既に流通業界などで一般化して
いたEDIによる発注システムが必要と考えていた。2012年に最大の発注先である大手電機メーカーが専用のEDIを準備。同社で導入し
てみたところ、発注業務の正確さとスピードが著しく向上した。EDIの利便性を実感した同社では、大手電機メーカーのEDIを参考に自
社でも開発し、他の取引先への発注も効率化できないかと考えた。しかし、EDIを自社で開発し運用すると、発注先各社に対して個別
に導入を要請する必要があることと、連携のためには技術的な情報を提供するなどの支援が必要となること、多額の開発費用が掛かる
という課題が浮上した。

▲

発注先企業を対象にEDI導入を促す説明会を実施
取引先の状況や意向を調査していた2013年、発注先の１社が国際EDI標準に準拠したクラウド型EDIを導入したことを聞き、ベン

ダーである株式会社グローバルワイズを紹介してもらった。グローバルワイズが提供するクラウド型サービスであれば、自社開発より
大幅に安くEDIを導入できる。また、「中小企業共通EDI」の認定サービスとなっており、統一規格であれば汎用性や将来性が期待でき、
発注先の納得も得られると考えた。検討の結果、2014年に導入を開始。同社では導入効果を大きくするため、発注先にEDIの導入を促
したが、多くは受発注のやり方を変更することに抵抗感を示した。そこで同社ではグローバルワイズと連携して、2015年に同社の発注
先企業を対象とした説明会を複数回開催。EDIのメリットを理解してもらうとともに、今後同社として発注先にはEDIの導入を求める姿
勢を明示した。説明会に理解を示した数社がまずEDIを導入。その後、調達部門とシステム部門が連携し、発注先企業に対して個別に
１社ずつ協力を依頼。各社の理解を得るため、操作説明書を同社とグローバルワイズで作成し、同社が相談窓口として対応。また、グ
ローバルワイズからは、テスト版を各社に送付し、直接画面に触れてもらう環境を作ることでEDIのメリットを理解してもらえるよう
取り組んだ。

▲
インボイス制度の実施に向けて中小企業のEDI導入は加速する
これらの取組が奏功し、約２年間で発注先企業のEDI導入は52社に上った。「EDIをテスト導入してもらい、発注先企業に粘り強く説

明をすることで省力化のメリットを理解してもらい、一気に導入が進んだ。自社においても発注業務に費やしていた労働時間を、マー
チャンダイジング本来の仕事に充てられるようになった。」と中田氏は語る。今後、2023年10月にインボイス制度が実施されると、電
子インボイスとして認められるEDI取引が重要になり、急速に普及する可能性がある。また、専用線による古い受発注システムを使っ
ている企業も多いが、そこでよく使われている ISDN回線が2024年に廃止されるため、EDI導入の契機にもなる。「大企業、中小企業を
問わずデジタルデータでやり取りすることが普通という社会になれば、抵抗感はなくなり、効率化は一気に進む。気軽にEDIが使える
世界に向けて、ようやく変わりつつある日本企業の意識を盛り上げていきたい。」とグローバルワイズの伊原栄一社長は将来を見据える。

IT・デジタル化

事 例
2-2-14

中小企業共通EDI概要図 EcoChange送受信画面 宮地電機によるEDI活用の様子
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2-2-11 中小企業共通 EDI

本制度の背景・狙い
中小企業の受発注業務では、いまだ電話・FAXが主流であり、電子化していても発注企業がそれぞれ異なるシス

テムの利用を指定するために、自社の業務システムとのデータ連携が進まない状況にあった。

このような状況を受け、平成28年度経営力向上・IT基盤整備支援事業（次世代企業間データ連携調査事業）に

おいて、業種をまたいだ企業間データ連携基盤の実証事業を行い、その成果を踏まえて、中小企業共通EDI仕様が

策定された。同仕様は、特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会（以下、「ITCA」という。）のホームページで

公開されており、実装が可能である。

制度の概要
中小企業共通EDIは、業種をまたいだ企業間でのデータ接続を実現するために、データ接続を担うプロバイダが

国連CEFACTに準拠した共通辞書を用いて、中小企業共通EDIに準拠したデータと、それ以外の仕様によるデー

タを変換している。

また、中小企業が日常的に利用する ITツールやクラウドサービスに中小企業共通EDIへの接続機能を設けること

で、中小企業は使い慣れた ITツールから電子受発注を行うことが可能となる。上記を実現するためには、プロバ

イダと業務パッケージソフトが中小企業共通EDI仕様を適切に実装していることが必要になるが、一般の中小企業

利用者には、この確認は技術的に難しい。

このため、ITCAが中小企業共通EDIに準拠し、相互接続性を確認したプロバイダや ITツールなどを認証してお

り、対応製品やサービスの明確化を図っている。

活用のメリット
中小企業共通EDIに準拠した製品・サービスを用いてEDIを導入することで、様々な利点が生じる。FAXなどに

よる受発注との比較においては、①受発注データを社内システムと連動させることによる効率化・コスト削減、

②入力誤りや発注漏れなどの人的ミスの軽減、③保存した取引データの検索による効率化、保存コスト削減など

が挙げられる。また、他のEDIと比較すると、異なる業種間でも電子的な受発注が可能となることが期待される。

コ ラ ム
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東北地方で初となる RFID や
IoT 技術の体験型ラボラトリーを展開し、
地域企業のデジタル化推進に取り組む企業

所 在 地 宮城県仙台市
従業員数 209名
資 本 金 9,880万円
事業内容 情報サービス業

株式会社東北システムズ・サポート

▲

東日本大震災をきっかけに、自社の経験を地元に還元したい
宮城県仙台市の株式会社東北システムズ・サポートは、ソフトウェアの受託開発や無線機器を使用したシステム導入のコンサル

ティング・販売を行う独立系の情報処理サービス企業である。1976年から大手企業の基幹システムの開発を手掛けたのを皮切りに、
徐々に事業領域を拡大。我が国で早くからRFID（非接触 ICタグ）技術の製品ソリューションを手掛け、2010年にはOEM生産によ
り自社製品のRFID端末が完成し、低価格帯の製品を市場に投入。RFID導入のハードルを下げることに成功した。以降、ハードと
ソフト両方を開発・提案できる強みをいかし、大手メーカーの製造現場や倉庫の在庫、物品管理などのデジタル化を推進。同社は
経済産業省「地域未来牽引企業」にも選定された。「2011年の震災がきっかけとなり、地元中小企業とのつながりの弱さに気付い
た。自社の培ったノウハウを東北に還元したかった。」と同社の伊藤隆充社長は振り返る。伊藤社長は顧客への提案を通じて得た成
功体験や、陥りがちな失敗事例のフィードバックを地元の顧客に直接伝えて、各社に合ったデジタル化の提案をしたいと考えた。
しかし、従来の営業手法では顧客を増やすことに限界があった。

▲

北東北の玄関口である盛岡市に体験型ラボを開設
そこで、同社は2015年に東北地域における事業拡大を目指し、最新情報を発信する体験型ラボ「RFID / IoT Mobile Solution 

Lab.」を岩手県盛岡市に開設した。同社の技術と最新機器に触れることのできる情報発信拠点として、RFIDやNFC（近距離無線通
信）、モバイル製品など常時50点以上を展示。単なる製品紹介だけでなく、RFIDの基本機能の活用方法から最新のセンシング技術
まで紹介し、導入効果を実感してもらうためのデモンストレーションに力を入れた。体験型ラボは予約制で、顧客から訪問しても
らうことで営業担当者の移動負担を軽減。その分、顧客が抱える業務効率化などの課題やデジタル化に対する潜在的なニーズにつ
いて時間を掛けてじっくり確認できるようになった。顧客側も実際に製品に触れることで、同社の提案やデジタル化に対する知識
を深めることにつながり、初動の段階でミスマッチが起こらぬよう、課題解決に向けた理解を深めることが可能となった。その後、
地道な営業と宣伝活動を続けたことで次第に地域の中小企業にも認知され、問合せが増加。特にRFID関連は「簡単かつスピー
ディーに備品を管理できる」などと好評で、従来接点がなかった地域の医療施設などからも相談があり、新規案件の受託にもつな
がった。こうした取組が評判を呼び、2019年度の問合せは毎週20件以上、毎月20～30社がラボに足を運んだ。１回２時間ほどの
商談で、迅速なソリューション提案を行えるようになり、営業活動の効率化にもつながっている。

▲

ラボからのリモートセールスが感染症流行下での営業の武器に
2020年度は感染症の影響もあり、ラボへの来場者は減ったが、他社との差別化を図る機会と捉え、ラボから発信したオンライン

セミナーが好調であった。製品のデモと商談をオンライン会議システムで実施し、十数件の契約が成立したことで、ラボを活用し
たリモートセールスという営業の新手法の手応えをつかんだ。「感染症の影響が続いたとしても、リモートセールスに注力すること
で売上げは十分に巻き返せる。今後も東北の企業が抱える経営課題をRFIDで解決していきたい。」と佐々木正己取締役は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-15

伊藤隆充社長（左）と佐々木正己取締役（右） RFIDタグを読み込むためのモバイル端末 「RFID / IoT Mobile Solution Lab.」の内観
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（２）外部パートナーとの協業
次に、外部パートナーとの協業について見てい

く。なお、本章における外部パートナーとの協業
とは、他社と連携し、互いの技術・ノウハウを活
用して新たな事業・商品・サービスの創出を実現
する活動のことを総称している。

第2-2-76図は、従業員規模別にデジタル化に
おける外部パートナーとの協業状況を示したもの
である。これを見ると、従業員数が多いほど、連
携・協業したことがある割合が高い傾向にある
が、全体では１割強にとどまることが分かる。

第2-2-76図 デジタル化における外部パートナーとの協業状況（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

0〜20⼈ (n=528)

21〜50⼈ (n=1,195)

51〜100⼈ (n=1,460)

101〜300⼈ (n=1,203)

301⼈以上 (n=281)

87.0%13.0%

90.2%9.8%

88.1%11.9%

87.9%12.1%

85.5%14.5%

78.3%21.7%

デジタル化における外部パートナーとの協業状況（従業員規模別）

デジタル化における協業をしたことがある デジタル化における協業をしたことはない

(n=4,667)

第2-2-77図は、製造業・非製造業別に、デジ
タル化における外部パートナーとの協業における
課題を示したものである。これを見ると、製造
業・非製造業共に、外部の協業先・仲介者が見付

からないことを課題としている割合が高い傾向と
なっている。

製造業においては、自社の技術・ノウハウの流
出も懸念事項となっていることが分かる。
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第2-2-77図 デジタル化における外部パートナーとの協業における課題（製造業・非製造業別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.回答数(n)は以下のとおり。製造業︓n=2,487。⾮製造業︓n=2,315。
2.複数回答のため合計が100％とならない。

製造業 ⾮製造業

0% 10% 20% 30% 40% 50% 0% 10% 20% 30% 40% 50%

⾃社の技術・
ノウハウの流出が懸念される

外部の協業先・
仲介者が⾒付からない

協業する上での資⾦が不⾜して
いる

企業間コミュニケーションがうまく
いかない

その他

33.7%

32.7%

19.3%

18.6%

12.9%

23.5%

33.0%

19.3%

21.0%

16.3%

デジタル化における外部パートナーとの協業における課題（製造業・⾮製造業別）

第2-2-78図は、デジタル化における外部パー
トナーとの協業状況別に、デジタル化推進による
業績への影響を示したものである。これを見る

と、デジタル化における協業をしたことがある企
業は、業績にプラスの影響を及ぼしている割合が
高い傾向にあることが分かる。

第2-2-78図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化における外部パートナーとの協業別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

デジタル化における協業
をしたことがある (n=607)

デジタル化における協業
をしたことはない (n=4,053)

21.7%60.6%17.3%

42.0%49.5%7.6%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化における外部パートナーとの協業別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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最後に第2-2-79図は、デジタル化の方針を含
んだ事業方針の有無別に、デジタル化における外
部パートナーとの協業による成果を示したもので
ある。これを見ると、事業方針の中に、デジタル
化の方針・目標が含まれている企業は、含まれて

いない企業に比べて成果が出たと実感している割
合が高いことが分かる。デジタル化の方針・目標
を明確化した上で外部パートナーとの協業によ
り、自社の経営リソースを補いデジタル化に取り
組む重要性が示唆される。

第2-2-79図 デジタル化における外部パートナーとの協業による成果（デジタル化の方針を含んだ
事業方針の有無別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「デジタル化における協業をしたことがある」と回答した者を対象としている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業⽅針の中に、
デジタル化の⽅針・
⽬標が含まれている

(n=405)

事業⽅針の中に、
デジタル化の⽅針・
⽬標が含まれていない

(n=192)

17.5%63.7%17.3%

24.5%58.9%10.4%

デジタル化における外部パートナーとの協業による成果（デジタル化の⽅針を含んだ事業⽅針の有無別）

⼗分に成果が出た
ある程度成果が出た

どちらとも⾔えない
あまり成果が出なかった

まったく成果が出なかった

以上、外部パートナーとの協業について確認し
てきた。事例2-2-16では、大手システム会社や
産・官・学の地域の 210 社・団体と連携し、サ
プライチェーン全体での効率化や情報共有につい
てデジタル化の観点から取り組む企業の例を紹介
している。また、事例2-2-17のように、地域の
生産者と連携し、果物の栽培データの有効活用に

よる品質向上に取り組み、果物のブランド化に成
功した自治体も存在する。最後に、事例2-2-18

では、介護業界において、自社で蓄積された介護
サービスの知見やデータを基に、大手企業との連
携を図り、IoT・AIを活用した事業に取り組む例
を紹介する。
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大手システム会社との共創により
地域の木材業界全体のデジタル化を一気通貫型で
推進する企業

所 在 地 岐阜県岐南町
従業員数 82名
資 本 金 2,300万円
事業内容 建築材料卸売業

ヤマガタヤ産業株式会社

▲

岐阜県産木材の需要促進を求め、「ぎふの木ネット協議会」を発足
岐阜県岐南町のヤマガタヤ産業株式会社は、岐阜県産の木材を中心に扱う住宅資材総合商社である。吉田芳治社長は住宅の

企画、設計や新工法の提案などの充実化を進めてきた。一方で、安価な海外産の木材に押され、建材としての県産材の活用は
進んでおらず、「業界一丸となって県産材の需要促進を」と活路を求めた。岐阜県や岐阜大学、県内の工務店や木材メーカーの
協力を得て、産官学から成る「ぎふの木ネット協議会」を2019年４月に発足させ、吉田社長が会長に就任した。協議会活性化
の背景には、大手システム会社の日本ユニシス株式会社との出会いがあった。ITツールの利活用に知見があるプレーヤーが少
ない木材業界において、協議会が目指すデジタル展示場の運営ノウハウなども持つ日本ユニシスとの共創により、県内木材業
界のサプライチェーンのデジタル化を目指すこととなった。

▲

大手システム会社との共創により、サプライチェーンのデジタル化を推進
協議会はまず、協議会の会員企業に関する情報を一元化し、県産材を活用した住宅・非住宅の建築やインテリアに関する情

報をワンストップで提供できるWebサイト「ぎふの木ネット」の構築に取り組んだ。従来、木材メーカーが消費者と直接接点
を持つことはなかったが、耐久性や調湿性能に優れた県産材の魅力を消費者へ直接伝えることができれば、新たな需要を掘り
起こせると考えた。2019年７月に立ち上がった同サイトを通じて、県内木材業界が一丸となって情報発信できるようになった
ことで、消費者により効果的にアプローチできるようになった。次に、協議会と日本ユニシスは国産材・県産材を用いて地元
工務店が手掛けた木造建築のモデルハウス数十棟の内外装をVR（仮想現実）や動画で内覧できる「デジタル展示場」の構築に
取り組んだ。施工事例や好みに応じたモデルハウスの検索機能を実装することで、地域で活躍する工務店をより多く知っても
らい、住まいづくりの参考にしてもらいたいと考えた。工務店とのつながりを持つヤマガタヤ産業が旗振り役となり、会員企
業に参加を求めたことで、地元工務店の理解を得られ、2021年５月にサービスを開始する予定となっている。その他にも、従
来の商習慣や同業者間の協力不足により、サプライチェーンにおける情報の分断や業務の無駄が生じていると分析し、プレカッ
ト加工データや在庫情報・販売データなどをサプライチェーン内で情報共有できる仕組みの構築に向けて取り組んでいる。

▲
なくてはならないサービスを築き上げ、サステナブルな森林環境の実現へ
協議会は数社の会員からスタートし、現在は210社・団体を擁する規模に成長した。吉田香央里取締役は「協議会の取組で

地元工務店の良い施工事例を消費者に知ってもらったことで、県産材を活用した木造住宅を建てたいという問合せもあった。
協議会としての消費者への発信力の高さは、既存会員の更なる賛同と新規会員の参画を得られた。」と成果を喜ぶ。岐阜県の林
業の収益が増えれば林道の整備ができ、森林環境が改善されることで土砂災害などの防止にもつながる。吉田社長は「デジタ
ル展示場は行政の補助金などを活用しての構築となる。実証実験から運用へ移行するハードルもあるが、なくてはならないサー
ビスを築き、更なる需要促進、サステナブルな森林環境の実現につなげたい。」と語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-16

吉田芳治社長 県産材の良さを伝えるためのイベント
「ぎふの木フェスタ」

デジタル展示場の完成イメージ
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スマート農業の実証事業を推進し
データに基づく地域産業の振興を目指す地方自治体

所 在 地 石川県加賀市

加賀市

▲

「スマートシティ加賀」が取り組む農業の実証事業
加賀市は2016年に第１回「地方版 IoT推進ラボ」に選定されて以降、第４次産業革命を見据え、IoT人材の育成と最先端技術

の導入による市内企業の生産性向上や技術開発力の強化を柱に、官民連携によるイノベーション施策に取り組んでいる。2019年
には全国の自治体では初めてブロックチェーン技術を活用し、住民のそれぞれのニーズに応じた情報を提供するポータルサイト
「加賀POTAL」を開設するなど行政サービスのデジタル化も推進。2020年からは、「人間中心の未来社会の実現」を基本理念に
スマートシティ加賀構想を掲げている。そんな加賀市では、2016年より農業分野における実証事業にも取り組む。農業の現場で
は、熟練者の技術や経験、肌感覚に頼る部分も多い。市では、農業の担い手不足により就農人口が減少し、熟練した技術の伝承
が途絶え、作物の品質低下や、安定供給に支障を来すおそれが懸念されていた。

▲

栽培が難しい高級ぶどう「ルビーロマン」の商品化率が大幅向上
加賀市では、これらの課題に対応するため、農家の技術を「見える化」する実証事業に取り組んだ。まず対象としたのが、石川

県の名産である高級ぶどう「ルビーロマン」であった。ルビーロマンは品質維持のため、粒径が31mm以上、糖度18度以上、粒
の色や房の形など厳しい出荷基準がある。また、2016年時点では明確な栽培方法が確立されておらず、商品化率は県平均が50％
ほど、加賀市の平均は40％ほどであった。そこで市では、実証事業において生産者の商品化率を80％まで引き上げることを目標
とした。ほ場の要所にセンサーを搭載した子機を設置し、気温、湿度、土壌中の水分量などを測定し、ほ場に行かなくてもスマー
トフォンで現在のデータが確認できるシステムを構築した。急激な温度変化などのトラブルが起きるとアラートが鳴り即座に対応
できるようにした。シーズン終了後は、環境データと作業データをマッチングし、県の指導員、生産者、JAとで栽培管理の仮説
を構築・検証し、翌年度の栽培方針を決定するなど、情報の共有を図った。４シーズン目の2019年には実証事業に参加した３軒
がいずれも県平均43％を大幅に上回る商品化率を達成。2020年には74％の商品化率と県平均を大幅に上回る生産者も現れた。

▲
様々な地域特産物への横展開も視野に、更なる地域農業の振興を目指す
有限会社丸山ぶどう園はルビーロマンの実証事業に参加した１軒である。「経験や勘に頼らず絶対値で管理できるのが魅力だっ

た。栽培のコツを産地でシェアして、地域農業の振興につなげられればという思いもあった。」と同園取締役の丸山充雄氏は振り
返る。同園ではビニールハウスの覆いの開閉による温度管理が正確に行えるようになり、作業効率は向上。同園の収穫したル
ビーロマンは、初競りで1房当たり2019年に120万円、2020年には130万円と２年連続で最高値を付けた。加賀市ではルビー
ロマンから１年遅れで梨とイチゴでもスマート農業の実証事業が行われており、今後は、センサーによる栽培管理を実装しデー
タ蓄積を継続することにより、新規就農者でも早期に栽培技術を身に付けられる可能性も高まる。また、稲作などの他の作物で
もスマート農業の横展開を見据えており、「稼げる実績やワークライフバランスを保てることを示して、少しでもなり手を増やし
たい。スマート農業は、農業のイメージを変えるイノベーションになる。」と加賀市農林水産課・山岸由紀夫課長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-17

センサーで計測した気温、
湿度などのデータをクラウドに保存

実証事業に参加した
ルビーロマン生産者の商品化率

ルビーロマンと
丸山ぶどう園取締役丸山充雄氏
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IoT・AI の活用と大企業との連携により、
介護業界のプラットフォーマーを目指す企業

所 在 地 静岡県静岡市
従業員数 124名
資 本 金 3,000万円
事業内容 老人福祉・介護事

業

インフィック株式会社

▲

介護事業の知見と IT技術で高齢者の自立を支援
静岡県静岡市のインフィック株式会社は、静岡県を中心に、神奈川県、埼玉県で21拠点・48事業所を有する介護総合支援事業

者である。在宅から介護施設運営までの介護部門全般とシステム開発部門を持つ強みを生かし、介護分野の IoT・AI対応機器の開発
にも取り組んでいる。増田正寿社長が、同事業に力を入れる背景には、介護業界の疲弊があった。「慢性的な介護の人手不足が今後
も懸念される中で、高齢者の孤独死だけは何としても防ぎたい」。その切実な思いから、介護の現場で蓄積してきた経験とテクノロ
ジーの力で、介護業界の生産性向上と高齢者の自立支援を旗印にしている。

▲

「連携」で広がる新サービス
増田社長は、工場で働く従業員や環境を見守る、温度や湿度が計測可能なセンサーを目にし、遠隔で高齢者を見守る用途にも活

用できるのではと考え、高齢者生活支援システム「LASHIC」の開発を2015年に開始。短期間で質の高いシステムを開発するには、
自社には無い専門領域を持つ社外との連携が早道と考え、試作開発のスピード力を持つ、茨城県つくば市のベンチャー企業に機器
の開発を委託。クラウドシステムの開発は都内のアプリ開発企業と連携し、東京電機大学のメンバーからもAIによるデータ解析の
精度向上について技術指導を受けるなど、同社は取りまとめ役としてプロジェクトの中核を担った。2016年には、経済産業省／中
小企業庁による「新連携支援事業」に採択され、IoTプラットフォームを活用した「LASHIC」が完成した。同デバイスで集積した
データを介護事業者の知見を搭載したAIで解析することにより、介護予防などに対応できることが大きな特徴。「LASHIC」は IoT

プラットフォームを活用したシステムであり、同社のデバイスだけでなく、他社のデバイスやサービスも提供できるため、ポータ
ルサイトやシルバー向けヘルスケア事業を行っている大手商社などとの連携も進めている。2019年秋には、大手通信会社が主催す
る「アクセラレーションプログラム」にも採択され、介護事業者や個人宅へ通信インフラの販売拡大を狙う大手通信会社と、信頼
性が高く強固な通信インフラ環境と販売網を活用したいインフィックの考えが一致するなど連携の取組が広がっている。大手企業
を始めとした外部パートナーとの連携により、2021年3月時点でLASHICの稼働は累計で約3,000台まで増えている。

▲
胸襟を開いて話し合うことで、大手との連携を円滑化
同社では、これらの取組以外にも、経済産業省が実施する課題解決型AI人材育成事業の「AI Quest」で出会った大手企業との連

携も進んでいる。介護施設を自社で運営する同社だからこそ蓄積されている介護関連データに、大手企業が関心を持ったからであ
る。連携を円滑に進められている要因について、増田社長は「大企業との連携には一つ事を進めるのにも時間が掛かるものと認識
し、それを織り込んで進めていかなければならない。更に連携の発表だけで終わるケースも少なくない。課題を共有し、その上で
会社の規模にかかわらず、是々非々で話し合うことが重要。背伸びせず、できないことはできないと自社のペースを崩さない。」と
話す。同社は、高齢先進国の日本のサービスとして、将来的には海外でのサービス展開も視野に入れており、今後も介護業界のプ
ラットフォーマーを目指すべく、連携を強化していく方針である。

IT・デジタル化

事 例
2-2-18

LASHICプラットフォーム概念図 管理画面一覧 増田正寿社長
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（３）公的支援機関の活用
次に公的支援機関の活用について見ていく。第

2-2-80図は、業種別にデジタル化における公的
支援機関の活用状況を示したものである。これを

見ると、業種にかかわらず、デジタル化の取組に
おいて公的支援機関を活用したことがある企業は
２割程度にとどまっていることが分かる。

第2-2-80図 デジタル化における公的支援機関の活用状況（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)「全産業」では、業種不明の企業は除外して集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業 (n=2,391)

建設業 (n=402)

情報通信業 (n=234)

運輸業,郵便業 (n=122)

卸売業 (n=504)

⼩売業 (n=207)

学術研究,専⾨・
技術サービス業 (n=76)

宿泊業,
飲⾷サービス業 (n=131)

⽣活関連サービス
業,娯楽業 (n=57)

その他業種 (n=484)

81.1%18.9%

79.2%20.8%

85.1%14.9%

79.5%20.5%

84.4%15.6%

81.3%18.7%

84.5%15.5%

73.7%26.3%

79.4%20.6%

75.4%24.6%

87.4%12.6%

デジタル化における公的⽀援機関の活⽤状況（業種別）

活⽤したことがある 活⽤したことはない

(n=4,608)
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第2-2-81図は、IT人材の確保状況別に、デジ
タル化における公的支援機関の活用状況を示した
ものである。これを見ると、IT人材を確保でき

ている企業は、確保できていない企業と比較し
て、公的支援機関を活用したことがある割合が高
いことが分かる。

第2-2-81図 IT人材の確保とデジタル化における公的支援機関の活用状況

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

確保できている (n=1,957)

確保できていない (n=2,419)

76.2%23.8%

84.5%15.5%

デジタル化の取組全体を統括できる⼈材

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

確保できている (n=1,853)

確保できていない (n=2,441)

75.9%24.1%

84.1%15.9%

IT ツール・システムを企画・導⼊・開発できる⼈材

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

確保できている (n=2,307)

確保できていない (n=2,003)

77.0%23.0%

84.7%15.3%

IT ツール・システムを保守・運⽤できる⼈材

活⽤したことがある 活⽤したことはない

IT⼈材の確保とデジタル化における公的⽀援機関の活⽤状況
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第2-2-82図は、製造業・非製造業別に、デジ
タル化において公的支援機関に求める能力を示し
たものである。これを見ると、「補助金・助成金
の紹介」を除くと、製造業・非製造業を問わず

「セミナーなどによる研修機会の提供」や「適切

なITツールの提案」、「業務プロセスの改善提案」
などの回答が多いものの、デジタル化における公
的支援機関側からの提案に関する更なる認知度向
上が期待される。

第2-2-82図 デジタル化において公的支援機関に求める能力（製造業・非製造業別）

40.0%

19.5%

19.1%

13.3%

12.7%

9.2%

1.4%

35.4%

12.9%

9.5%

8.4%

9.2%

6.1%

0.5%

デジタル化において公的⽀援機関に求める能⼒（製造業・⾮製造業別）
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第2-2-83図は、公的支援機関活用の成果を示
したものである。これを見ると、約７割の企業が

一定の成果を感じたと実感していることが分か
る。

第2-2-83図 デジタル化における公的支援機関活用の成果

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)公的⽀援機関の活⽤として、「活⽤したことがある」と回答した者を対象としている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=874) 23.5%61.8%10.1%

デジタル化における公的⽀援機関活⽤の成果

⼗分に成果が出た
ある程度成果が出た

どちらとも⾔えない
あまり成果が出なかった

まったく成果が出なかった

Ⅱ-280 2021 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

危機を乗り越える力第２部

02-2_中小2021_2部2章.indd   28002-2_中小2021_2部2章.indd   280 2021/06/23   8:44:202021/06/23   8:44:20



第2-2-84図は、公的支援機関の活用状況別に、
デジタル化推進による業績への影響を示したもの
である。これを見ると、デジタル化の推進におい

て、公的機関を活用した企業は、業績にプラスの
影響を及ぼしている割合が高い傾向にあることが
分かる。

第2-2-84図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化における公的支援機関の活用状況別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活⽤したことがある (n=876)

活⽤したことはない (n=3,725)

25.8%60.4%13.2%

42.6%48.7%7.9%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化における公的⽀援機関の活⽤状況別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした

以上、公的支援機関の活用について、活用した
ことがある割合は少数にとどまるものの一定の成
果を実感していることや業績にプラスの影響を及
ぼしていることを確認した。最後に、第2-2-85

図は、一例として関東経済産業局が（国研）産業
技術総合研究所と連携して取り組んでいる支援施
策及び北陸三県における公設試験研究機関の連携

の取組である。コラム2-2-12のような地域一体
型の支援連携の取組と併せて、活用を検討するこ
とも有用と考えられる。
事例2-2-19では、中小企業診断士への相談や

助言を基に、自社に合った社内のデータ連携の仕
組みをゼロから構築し、勤怠管理などの効率化に
取り組んだ事例を紹介する。
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第2-2-85図 デジタル化における支援・連携の取組

1

関東経済産業局︓専⾨家派遣プロジェクト
• 企業の⾼度な成⻑を⽀援するためには、経営の視点と企業における価値を意識した最適なデジタルソリューショ
ンを提供できる専⾨家が必要。

• 産業技術総合研究所の情報・⼈間⼯学領域／テクノロジー・プロデュース事業を⾏うメンバーと関東経済産業
局が連携して、地域の中⼩企業のDXを⽀援するための体制を構築。

◆連携イメージ

◆⽀援対象企業の条件（全てに該当すること）
 新ビジネスを創出したい、稼げるビジネスモデルへ上位移⾏したい（具体的なビジョンは無くてもOK）
 上記の実現ために、社内体制を構築している⼜は構築したいと考えている企業
 経営層、及び次世代を担う（デジタル・ネイティブ世代の）若⼿社員が必ず事業に参加すること
 ⽀援効果やその⾻⼦について、公表に同意できること

デジタル化における⽀援・連携の取組

2

DX事例︓公設試間のデジタル連携によるDX⽀援
公設試間のデジタル連携基盤を整備

北陸三県公設試のデジタル連携による⾼機能新素材製品エンジニアリングチェーンの整備および⼈材育成事業
（富⼭県、⽯川県、福井県）

概要
 公設試間のデジタル連携によるエンジニアリングチェーンの整備や⼈材育成を通じて、製品仕様から逆算した（バックキャスト的⼿
法）製品開発を⽀援

 設計・成形加⼯・部材評価の各データをデジタル連携によりネットワーク上で共有。

導入設備：複合材料成形機

導入設備：複合材料用評価試験機

航空機 自動車

宇宙

○設計結果に基づく複合材料
の成形加工
○デデジジタタルル連連携携により
加工データを設計工程に
フィードバック

〇成形加工を終えた部材の強度試験
〇デデジジタタルル連連携携により評価データを
設計・成形工程にフィードバック

石石川川県県工工業業試試験験場場

福福井井県県工工業業技技術術セセンンタターー

導入設備：複合材料デザインシステム

〇ユーザニーズから逆算した各種
設計（素材設計や成形プロセス）
○デデジジタタルル連連携携による設計精度
の高精度化

富富山山県県産産業業技技術術研研究究開開発発セセンンタターー三三県県そそれれぞぞれれのの強強みみをを活活かかししたたデデジジタタルル連連携携
にによよるるエエンンジジニニアアリリンンググチチェェーーンンをを構構築築

・・設設計計デデーータタ
・・実実行行フファァイイルル
・・材材料料デデーータタ
・・加加工工デデーータタ等等

デデジジタタルル連連携携

三三県県ががデデーータタ・・試試料料
ののツツーートトララッッククでで連連携携

ニニーーズズをを満満たたすす製製
品品をを産産業業界界へへ供供給給

設設計計成成形形加加工工

部部材材評評価価

北北陸陸地地域域のの
複複合合材材料料
関関連連企企業業

産業界からのニーズ
・剛性 ・軽量
・熱伝導
・耐腐食等

★★対対象象素素材材
繊繊維維素素材材（（炭炭素素繊繊維維、、ガガララスス繊繊維維、、
CCNNFF等等））複複合合化化樹樹脂脂

資料： 経済産業省 「第２回 スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会ウィズ・ポストコロナ時代における地域経済産業政策の検討（全
体的な方向性、地域DX）」資料２（2021年２月５日）
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2-2-12 地方版 IoT 推進ラボ

少子高齢化による働き手不足、地場産業の衰退などの問題は、各事業者の経営課題としてのみならず、地域全

体の共通の課題として、全国各地で表面化している。これら「地域課題」を解決するためには、個社ごとに取り

組むのではなく、自治体、公的機関、企業、大学など地域の多様な事業主体などが連携し、かつ、IoT・ビッグ

データ・AIをはじめとするデジタル技術やデータを有効活用することが効果的である。

そこで、経済産業省・（独）情報処理推進機構（以下、IPAという。）は、産学官が連携し、IoTなどのデジタル

技術を活用して効率的かつ効果的に地域課題の解決を図り、地方の経済発展を目指す地域主体の取組を「地方版 

IoT推進ラボ（以下、「地方版ラボ」）という。」として選定し、支援を行っている。

選定を受けた地方版ラボは、希望に応じて主に以下の支援が受けられる。

・地方版ラボマークの使用権付与

・地方版ラボポータルサイト、展示会などを通じた広報

・地方版ラボの活動促進・発展に資するメンターの派遣

応募方法などの詳細は、経済産業省Webサイト（https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/local_iot-lab/index.

html）にて公開しているが、応募があった地域の取組については、以下３つの視点から審査を行う。

１．地域性（地域の独自性があるか）

２．自治体の積極性と継続性（自立化シナリオ、キーパーソンがいるか）

３．多様性と一体感（多様な事業主体が連携し合っているか）

コラム 2-2-12①図 地方版 IoT推進ラボ　実施イメージ図

地方版 推進ラボ 実施イメージ図

コラム2-2-12②図のとおり、2021年１月現在、これまでに102地域の取組が地方版ラボとして選定されてお

り、各地方版ラボの活動状況などは IPAが運営する地方版 IoT推進ラボポータルサイト（https://local-iot-lab.ipa.

go.jp/）にて随時公開している。

コ ラ ム

Ⅱ-283中小企業白書  2021

第2章　事業継続力と競争力を高めるデジタル化

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
4
節

第
5
節

02-2_中小2021_2部2章.indd   28302-2_中小2021_2部2章.indd   283 2021/06/23   8:44:222021/06/23   8:44:22



コラム 2-2-12②図 地方版 IoT推進ラボの選定地域一覧

第 弾 年 月 地域選定 第 弾 年 月 地域選定
第 弾 年 月 地域選定 第 弾 年 月 地域選定
第 弾 年 月 地域選定 第 弾 年 月～順次選定中 北海道経産局管内（ ）

・札幌市① ・士幌町①
・函館市② ・猿払村③
・釧路市① ・室蘭市④
・北見市④ ・稚内市④
・長沼町④ ・東川町④
・森町⑤

東北経産局管内（ ）
・山形県③ ・仙北市②
・宮城県① ・秋田横連携③
・仙台市② ・会津若松市①
・青森県④ ・岩手県④
・滝沢市④ ・秋田県④

関東経産局管内（ ）
・茨城県① ・横浜市② ・伊那市①
・栃木県④ ・相模原市② ・川上村③
・群馬県③ ・横須賀市② ・山梨県③
・埼玉県② ・湘南地域② ・静岡県①
・千葉県② ・新潟県② ・藤枝市③
・大田区③ ・長岡市③ ・長野県⑤
・神奈川県② ・柏崎市④ ・燕市⑤

中国経産局管内（８）
・鳥取県③ ・岡山県③
・瀬戸内市③ ・広島県①
・島根県① ・山口県②
・宇部市⑤ ・津山市⑥

四国経産局管内（ ）
・高知県① ・美波町③
・徳島県④ ・神山町④
・高松市④ ・愛媛県⑤

沖縄総合事務局管内（ ）
・沖縄県① ・沖縄市④
・恩納村⑤

九州経産局管内（ ）
・福岡県① ・長崎市②
・北九州市① ・島原市④
・福岡市① ・南島原市③
・嘉飯桂地域② ・熊本県①
・佐賀県② ・宮崎県②
・大分県② ・鹿児島県①
・長崎県② ・直方市⑤

中部経産局管内（ ）
・富山県① ・岐阜県① ・豊田市②
・石川県① ・郡上市③ ・幸田町③
・加賀市① ・各務原市③ ・三重県①
・白山市② ・愛知県① ・能美市④
・かほく市③ ・名古屋市② ・木曽岬町⑤

近畿経産局管内（ ）
・福井県① ・京都市① ・淡路市③
・鯖江市② ・大阪府② ・奈良県①
・永平寺町③ ・大阪市① ・明日香村③
・滋賀県② ・八尾市④ ・和歌山県①
・米原市④ ・神戸市①

※丸数字は選定時期

地方版 推進ラボ選定地域（全国 地域）
地方版 推進ラボの選定地域一覧

地方版ラボの活動は、各地域が抱える地域課題や主要産業などによって異なり、例えば、地域の中小企業など

を対象とした IoTセミナーや ITベンダーなどと中小企業のビジネスマッチング、IoTなどを活用した製品開発 /実証

実験、地域全体のスマートシティ計画の推進といった多岐にわたる取組が行われている。地方版ラボの取組事例

をコラム2-2-12③図にて紹介する。
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コラム 2-2-12③図 地方版 IoT推進ラボの取組事例

せんだい 推進ラボ
水揚げ時の魚種選別における「高い作業負荷とそれによる人手不足」、
「目利き・熟練技能の伝承」の課題に対して、魚種選別作業の自動化
を目指し、画像 技術を応用した『リアルタイム魚種選別システム』を
開発。

迷光を極限まで抑えた撮像システムと画像 技術等により、安定かつ
高精度に魚種・サイズ等を判定することが可能。

現在実証試験中であり、 年 月頃に一般販売を予定。将来的
には水産加工業における異魚種排除、卸し流通業における市場のオン
ライン化、地域の小売・飲食観光業との連携により水産物のブランド化
を目指す。 リアルタイム魚種選別システムイメージ

地方版 推進ラボの取組事例

茨城県 推進ラボ
茨城県では、新ビジネス創出による中小企業の競争力強化を図るため、

・ 等の知識やビジネス創出ノウハウ等の修得から、ビジネスプラン
構築、次世代技術を活用したビジネスの創出・展開まで一貫して支援す
るため、 年度から「次世代技術活用ビジネスイノベーション創出事
業」を実施。

例えば、ビジネスプラン構築研修では、経験豊富な指導者の支援の下、ア
イディアづくり、試作品づくり、顧客ニーズに係る仮説検証を繰り返し、ビ
ジネスモデル・プランを作成。 年度は 件のプランを作成。

このうち、ビジネスプラン審査会を経て、 年度、２件のビジネスプラン
が実証へと進んでいる。 次世代技術活用ビジネスイノベーション創出事業の流れ

奈良県 推進ラボ
 や 等の先進技術の導入支援や地域産業の人材育成を行い、
企業の生産性向上や新産業の創出を後押しするために、平成 年
月、オープンイノベーション拠点「なら ラボ」を設置。

 スキャナ・加工システムや双腕型ロボット、 サーバ、各種センサ
等を整備し、利用者はこれら機器を活用でき、設計や試作のサポー
トを受けられる。

また、県内企業が抱える課題に対して、奈良県産業振興総合セン
ターが や 等の先進技術を活用したシステムを構築・提供す
るなどの支援も実施。これまでに、酒造りや植物栽培における温湿度
等の環境を遠隔モニタリングできるシステム等を構築してきた。 「なら ラボ」に整備された最新の 機器や 環境

豊田市 推進ラボ
『みんながつながる、世界につながる、ミライにつながる“スマートシティ”』を目指し、 ・ を積極的に活用し、
豊田市が直面する課題を効率よく解決できる社会システムの構築と、新たなスマートシティの実現につながる様々
な先進技術実証を開始。

具体的には、「資源・エネルギーの地産地消」、「超高齢化社会への対応」、
「交通安全の推進」、「先進技術（ ・ ・ビッグデータ）の横断活用」を
目指した様々な先進技術実証を実施。これまでに、約 件の実証を行い、こ
のうち既に 件の先進技術・システムが、豊田市内外において実装に至ってい
る。
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外部専門家からの効果的な指導・助言を受け、
自社に合った勤怠管理や
給与計算のシステムを一元化させた企業

所 在 地 千葉県千葉市
従業員数 26名
資 本 金 1,580万円
事業内容 倉庫業

株式会社MPS

▲

入退室管理システムのデータを勤怠管理に活用できないかと相談
千葉県千葉市の株式会社MPSは、物流事業とキャンペーン事務局の代行運営などを展開する企業である。個人情報を扱
うことも多い同社は、2018年に事務所内における入退室の管理をより厳格化するため、スマートロック入退室管理システ
ム「Akerun」を導入。情報セキュリティ対策の強化に成功した。デジタル化のメリットを実感した石井智幸社長は、自動
的にシステム上に蓄積される入退室の履歴データを勤怠管理や給与計算にも使うことができないかと考えたが、自社に合っ
た ITツールを選定するのが難しかった。そこで、入退室管理システム導入時にも指導・助言を得た中小企業診断士の安藤準
氏に相談した。安藤氏は情報処理技術者の資格も持ち、中小企業のデジタル化支援を専門としている。

▲

社外の専門家による丁寧な助言を受け、複数のシステム連携に成功
安藤氏は、デジタル化を推進していく上で、同社にとって最適なシステムか、データ連携の相性などを意識することを助
言。ITベンダーによるサービスではなく、クラウドサービスを活用することによるコスト面のメリットなども指摘し、既に
運用している「Akerun」での入退室の記録を、勤怠管理システムと連携させることを提案した。同時に、それらのデータ
を会計ソフトと連携させることで、管理者が従業員の残業や生産性を確認・運用できる仕組みづくりを丁寧に説明した。当
初、石井社長にとっては、ITツールの種類が多く、自社システムを売り込みたい ITベンダーによる営業もあり、迷いも多
かった。しかし、安藤氏からそれぞれのメリット・デメリットなどに関する客観的な資料の提供や分かりやすい助言を受け
たことで、多くの判断材料を得て導入を検討することができた。その結果、既存のクラウドサービスと組み合わせて新シス
テムを運用することで、費用を月額数万円程度に抑えることにつながった。その後、導入と運用に向けては、従業員の抵抗
感を軽減したいという石井社長の思いがあり、安藤氏の助言も得て事前の説明会や試用期間などを用意。2019年2月にシ
ステム設定を開始し、2020年春には幕張本社内で入退室、勤怠管理、給与計算を一貫して見える化できる新システムの構
築が完了した。まずは本社内で運用を開始し、順調に機能し社内に浸透してきたことを確認しながら、印西や南船橋の各事
業所でも同年末に運用を開始。紙のタイムカードによる出退勤管理は完全に廃止した。

▲
見える化されたデータを活用することで事業拡大を目指す
デジタル化により自動でデータを管理できるようになったことで、勤怠管理・給与計算などの事務作業は、2021年１月
末時点でシステム導入前に比べて20～30％の軽減に成功した。事業拡大に伴う従業員増員の準備も整えられるようになっ
た。今後は、一元化されたデータの更なる有効活用に向けて、安藤氏と取り組んでいく構えである。「各事業所との連携を
深化させ、現場の責任者が必要な情報をいつでも入手できるようにしていく」と石井社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-19

「Akerun」により入退室を ICカードで管理 セキュリティ、勤怠管理、給与計算を
システム間で連携し管理

中小企業診断士の安藤準氏（左）と
同社の石井智幸社長（右）
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４．デジタル化推進に向けた業務変革
最後に、本項ではデジタル化推進に向けた業務

の変革について、見ていく。
第2-2-86図は、デジタル化の定着に向けた取

組を示したものである。これを見ると、「日常的
な改善活動」を挙げる企業が多いことが分かる。

また、IT活用レベルの高い企業は、活用レベル
の低い企業と比較すると「IT活用の継続的な見
直し」や「IT活用に関する日常的な情報収集」
に関して20％pt以上の差が生じている。

第2-2-86図 デジタル化の定着に向けた取組

59.1%

50.2%

63.2%

30.7%

42.0%

53.9%

21.9%

36.7%

46.1%

22.8%

29.6%

52.6%

15.2%

23.1%

43.4%

19.7%

4.9% 7.1%
2.5%

5.3%5.3%
1.3%

デジタル化の定着に向けた取組

第2-2-87図は、デジタル化において実施した
業務プロセスの見直しの範囲について示したもの
である。これを見ると、業務プロセスの一部を調
整した企業が約半数存在していることが分かる。

程度の差はあるが、半数以上の企業がデジタル化
に伴う業務プロセスの刷新・調整を実施している
ことが確認される。
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第2-2-87図 デジタル化において実施した業務プロセスの見直しの範囲

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=4,572) 48.2%48.2%

デジタル化において実施した業務プロセスの⾒直しの範囲

業務プロセスの全体を刷新した
業務プロセスの⼀部を調整した

業務プロセスを変更していない

第2-2-88図は、従業員規模別にデジタル化にお
いて実施した業務プロセスの見直しの範囲について
示したものである。これを見ると、従業員規模が大

きい企業ほど、デジタル化において業務プロセスの
見直しを実施している傾向にあることが分かる。

第2-2-88図 デジタル化において実施した業務プロセスの見直しの範囲（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜20⼈ (n=495)

21〜50⼈ (n=1,161)

51〜100⼈ (n=1,436)

101〜300⼈ (n=1,185)

301⼈以上 (n=276)

61.2%36.8%

53.5%42.5%

47.3%49.2%

41.7%54.1%

35.5%61.6%

デジタル化において実施した業務プロセスの⾒直しの範囲（従業員規模別）

業務プロセスの全体を刷新した
業務プロセスの⼀部を調整した

業務プロセスを変更していない
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第2-2-89図は、デジタル化において実施した
業務プロセスの見直しの範囲別に、デジタル化推
進による業績への影響を示したものである。これ
を見ると、業務プロセスの全体を刷新、若しくは
一部を調整した企業は、実施していない企業と比

較して、プラスの影響を及ぼした割合が高いこと
が分かる。他方で、業務プロセスを変更していな
い企業では、半数以上の企業が「どちらとも言え
ない」と回答しており、業績への寄与を実感でき
ていないことが確認される。

第2-2-89図 デジタル化推進による業績への影響（デジタル化において実施した業務プロセスの見
直しの範囲別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務プロセスの全体を刷新した (n=166)

業務プロセスの⼀部を調整した (n=2,200)

業務プロセスを変更していない (n=2,188)

13.9%49.4%36.1%

25.9%62.6%11.2%

54.3%39.9%

デジタル化推進による業績への影響（デジタル化において実施した業務プロセスの⾒直しの範囲別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-90図は、業種別にデジタル化において
実施した業務プロセスの見直しの範囲について、
デジタル化推進による業績への影響を示したもの
を示したものである。これを見ると、業種にかか

わらず、デジタル化の推進において、業務プロセ
スの見直しを実施した企業は、業績にプラスの影
響を及ぼしている割合が高いことが分かる。

第2-2-90図 デジタル化において実施した業務プロセスの見直しの範囲別、業績への影響（業種別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)ここでの「⾒直した」とは、「業務プロセスの全体を刷新した」・「業務プロセスの⼀部を調整した」を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 ⾒直した (n=1,203)

変更していない (n=1,148)

建設業 ⾒直した (n=184)

変更していない (n=213)

情報通信業 ⾒直した (n=170)

変更していない (n=60)

卸売業・⼩売業 ⾒直した (n=377)

変更していない (n=318)

サービス業他 ⾒直した (n=428)

変更していない (n=433)

24.7%61.6%13.4%

55.6%38.2%

26.6%64.7%

51.6%42.7%

28.8%57.1%13.5%

40.0%50.0%8.3%

23.3%63.4%13.3%

49.7%45.3%

25.7%60.7%13.3%

58.0%37.6%

デジタル化において実施した業務プロセスの⾒直しの範囲別、業績への影響（業種別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-91図は、従業員規模別にデジタル化に
おいて実施した業務プロセスの見直しの範囲につ
いて、デジタル化推進による業績への影響を示し
たものである。これを見ると、従業員規模にかか

わらず、デジタル化の推進において、業務プロセ
スの見直しを実施した企業は、業績にプラスの影
響を及ぼしている企業の割合が高いことが分か
る。

第2-2-91図 デジタル化において実施した業務プロセスの見直しの範囲別、業績への影響（従業員
規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0〜50⼈ 業務プロセスの全体を刷新した (n=56)

業務プロセスの⼀部を調整した (n=674)

業務プロセスを変更していない (n=912)

51〜300⼈ 業務プロセスの全体を刷新した (n=100)

業務プロセスの⼀部を調整した (n=1,348)

業務プロセスを変更していない (n=1,169)

301⼈以上 業務プロセスの全体を刷新した (n=8)

業務プロセスの⼀部を調整した (n=170)

業務プロセスを変更していない (n=98)

51.8%39.3%

26.9%59.3%13.5%

56.4%37.6%

19.0%49.0%32.0%

25.6%64.0%

52.8%41.7%

50.0%50.0%

25.9%62.9%

52.0%41.8%

デジタル化において実施した業務プロセスの⾒直しの範囲別、業績への影響（従業員規模別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-92図は、デジタル化を進めるに当たっ
ての社内ルールの見直しの有無別に、デジタル化
推進による業績への影響を示したものである。こ
れを見ると、事業課題の解決のため、社内ルール

の見直しを進め、その一環としてデジタル化を進
めた企業は、デジタル化推進の取組によりプラス
の影響を及ぼした割合が高い傾向にあることが分
かる。

第2-2-92図 デジタル化推進による業績への影響（社内ルールの見直しの有無別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)社内ルールの⾒直しとして「社内ルールの⾒直しを進めたが、デジタル化は進めていない」若しくは「社内ルールの⾒直しも、デジタル化も進
めていない」と回答した者は除いている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業課題の解決のため、
社内ルールの⾒直しを進め、
その⼀環としてデジタル化を進めた

(n=1,971)

デジタル化を進めたが、
社内ルールは⾒直していない (n=1,257)

22.0%61.8%15.6%

37.8%55.0%

デジタル化推進による業績への影響（社内ルールの⾒直しの有無別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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第2-2-93図は、従業員規模別にデジタル化を
進めるに当たっての社内ルールの見直しについ
て、デジタル化推進による業績への影響を示した
ものである。これを見ると、従業員規模を問わ

ず、デジタル化を推進する際、社内ルールを見直
した企業は、業績にプラスの影響を及ぼした割合
が高い傾向にあることが分かる。

第2-2-93図 社内ルールの見直しの有無別、デジタル化推進による業績への影響（従業員規模別）

資料︓（株）野村総合研究所「中⼩企業のデジタル化に関する調査」
(注)1.社内ルールの⾒直しとして「社内ルールの⾒直しを進めたが、デジタル化は進めていない」若しくは「社内ルールの⾒直しも、デジタル化も
進めていない」と回答した者は除いている。
2.ここでの「⾒直した」とは、「事業課題の解決のため、社内ルールの⾒直しを進め、その⼀環としてデジタル化を進めた」を指す。ここでの「⾒直し
ていない」とは、「デジタル化を進めたが、社内ルールは⾒直していない」を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0〜50⼈ ⾒直した (n=592)

⾒直していない (n=461)

51〜300⼈ ⾒直した (n=1,235)

⾒直していない (n=717)

301⼈以上 ⾒直した (n=142)

⾒直していない (n=78)

22.1%58.6%18.2%

39.3%52.3%8.0%

22.4%63.2%13.9%

37.2%56.2%

17.6%64.1%18.3%

35.9%59.0%

社内ルールの⾒直しの有無別、デジタル化推進による業績への影響（従業員規模別）

⼤きくプラスの影響を及ぼした
ある程度プラスの影響を及ぼした

どちらとも⾔えない
ある程度マイナスの影響を及ぼした

⼤きくマイナスの影響を及ぼした
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最後に、第2-2-94図は、ITツール・システム
の導入と業務プロセスの見直し方法について、労
働生産性との関係を示したものである。これを見
ると、業務プロセスの見直しに合わせてITツー
ル・システムを導入する企業の労働生産性の平均

値は、導入するITツール・システムに合わせて、
業務プロセスの見直しを行う企業の84.4％の水
準となっている。ITツール・システム起点で、
業務プロセスの見直しを行っていくことが有効で
あることが示唆される。

第2-2-94図 労働生産性の水準（ITツール・システムの導入と業務プロセスの見直し方法別）

6,746

5,693

労働⽣産性の⽔準（ITツール・システムの導⼊と業務プロセスの⾒直し⽅法別）

以上、デジタル化に向けた業務プロセスと社内
ルールの見直しについて確認した。デジタル化を
単に推進するだけでなく、デジタル化の取組に合
わせて、業務プロセスや社内ルールなどを調整
し、社内環境を整えていくことが重要であると示

唆された。自社のデジタル化に合わせて現場部門
と間接部門が連携しながら、社内の改善活動を効
果的に実践している一つの例として、事例2-2-

20における製造業の取組を紹介し、本節の結び
とする。
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製造部門と間接部門が密に連携し、
現場に即した改善活動とデジタル化を
段階的に推進する企業

所 在 地 愛知県大府市
従業員数 168名
資 本 金 4,500万円
事業内容 輸送用機械器具製

造業

株式会社半谷製作所

▲

生産管理システムでの成功体験を踏まえ、間接部門のデジタル化に着手
株式会社半谷製作所は、自動車ボディー部品をはじめとした金属プレス加工製造を得意とする１次サプライヤーである。
同社が生産管理のシステム化に着手したのは2005年。当時、同社の半谷眞一郎社長が取り組んでいたのは、生産状況の見
える化であった。Excelによるデータの収集・分析からスタートし、ITコーディネータにデータの収集や新たに導入するシ
ステムの相談を重ねたところ、今では時間当たりの出来高や生産ラインごとの１人当たりの生産性なども見える化できるま
で進んだ。そこで、半谷社長は生産管理システムでの成功体験を踏まえて、業務効率化が課題となっていた間接部門のデジ
タル化に2020年より新たに乗り出した。

▲

現場に即した ITツールの活用により、デジタル化の気運が現場に定着
半谷社長が、間接部門のデジタル化において特に重視したのが、システムの使い勝手と単純作業の合理化。半谷社長は

「現場が望んでいないものを導入しても定着しない」として、新システム導入前に、経営企画部が中心となり、現場の問題
点や改善事項を徹底的にヒアリング。最終的に現場がどんなアウトプットを望んでいるかを意識しつつ、傾聴した。同時に
現場業務をフローチャート化し、どの作業に時間が掛かり、どこに無駄があるのかを洗い出し、できるだけ現場に即したシ
ステムを導入した。例えば、これまで給与明細は紙に出力し、封入・のり付けしていたが、廃止して電子化した。2020年
１月から従業員のパソコンや携帯端末への給与明細の配信を始めたところ、一か月当たり半日分の作業時間の短縮につな
がった。年末調整も手書きにより計算ミスが多かったが、同年12月よりクラウド化。人為的なミスが大幅に減ったという。
また、固定資産管理はExcelによる手入力であったが、制度改正に合わせて減価償却の計算方法を変えなくてはいけないた
め、専用のシステムを導入したところ、決算手続などの手間が大幅に削減された。最初はデジタル化への不安を抱えていた
従業員も、現場の負担が減ることが分かると「これもデジタル化により合理化できないか」と、改善提案をする従業員も数
多く現れた。

▲
デジタル化への取組の気運が芽生え、部門を超えた改善活動が社内に定着
勤怠管理は現状、タイムカードによって管理しており、集計した社員の勤務状況は、総務部門しか見ることができない。
これをデジタル化し、部門ごとに見える化することで、工場長や班長が部下の勤務状況を確認して業務管理に役立てる計画
を立てている。2020年６月からは月１回、RPAの導入に際して社内で勉強会を開き、毎月の従業員ごとの交通費と旅費交
通の給与反映、部署ごとの勤務時間集計などの自動化が進む。業務プロセスをフローチャート化し、単純、無駄、重複作業
を見える化することで、改善意欲が高まっている。デジタル化の重要性を感じ勉強した結果、プログラミングができるよう
になった従業員もいるという。「トップがどれだけデジタル化を理解しているかで現場への浸透が決まる。私自身、情報収
集を重ね、理解して先導していく。」と、半谷社長は語る。

IT・デジタル化

事 例
2-2-20

デジタル化の原点である製造部門 話合いを通じて改善が生まれる現場 本社大府工場
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第5節　まとめ

本章では、中小企業におけるデジタル化の現状
や、取り組んでいく上での課題、デジタル化を推
進している企業の組織的な特徴などについて分析
を行ってきた。

第１節では、感染症の拡大によりデジタル化へ
の意識が高まっていることや我が国におけるデジ
タル化の動向を概観し、IT投資と労働生産性の
関係について明瞭な関係を現状では確認できない
ことが分かった。

第２節では、中小企業におけるデジタル化の現
状について分析した。感染症の拡大を受けて、
Web会議やテレワーク、オンラインでの商談・
営業に取り組む企業が増加しており、企業の意識
の変化がうかがえることを確認した。ITツール・
システムの導入状況については、業種間で差が生
じていることや、クラウドサービスの今後の利用
方針について積極的な企業が一定数存在している
ことが分かった。

IT人材の確保と育成については、IT人材を約
半数の企業が確保しつつあるものの、多くの企業
がIT人材を育成する体制を整えられていない現
状が分かった。情報セキュリティ対策について
は、対策に取り組んでいる企業も一定数存在する
が、社内の検討・推進体制が整っていない体制面
の課題が明らかになった。また、事業継続力強化
に向けてデジタル化に取り組む企業においては、
労働生産性が高い傾向が示された。

第３節では、中小企業におけるデジタル化の課
題について分析した。アナログな文化・価値観の
定着や、明確な目的・目標が定まっていない、組
織のITリテラシーの不足といった、自社組織に

おける課題がデジタル化推進に向けた課題となっ
ていることが示唆された。

第４節では、中小企業におけるデジタル化に向
けた組織改革について分析した。デジタル化に向
けた全社的な意識の醸成や経営者の積極的な関与
などに取り組む企業では、デジタル化の推進が業
績に対してプラスの影響を与えており、労働生産
性も高いことを確認した。また、デジタル化に向
けた推進体制の構築やデジタル化と並行して業務
プロセスの見直しに取り組む企業においても労働
生産性が高く、重要な取組であると示唆された。

社外との共創によるデジタル化においては、
ITベンダーや外部パートナーとの協業、公的支
援機関の活用に成功している事例を紹介し、自社
に限らず社外と連携することも重要となることも
確認した。

昨今の感染症流行などの影響を受け、デジタル
化の加速が期待される中、デジタル化に向けては
経営者の関与や全社的な推進体制の構築をはじめ
とする組織改革が重要となってくる。事業方針と
照らし合わせ、自社の現状に合ったデジタル化を
模索していくことが欠かせない。しかし、デジタ
ル化は課題解決の手段の一つであり、課題解決の
ためには、多面的なアプローチが求められると考
えられる。

我が国の今後の人口減少を見据えて生産性向上
がうたわれている中、デジタル化の推進を一つの
起点とし、従来の業務スタイルの脱却と新たな事
業モデルの確立を目指していくことが、我が国経
済を成長・発展させていくためには必要となろ
う。
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